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Ⅰ 静岡県教育振興基本計画（2022 年度～2025 年度） 施策の体系

本県教育の基本理念

「有徳の人」の育成～誰一人取り残さない教育の実現～

ー「有徳の人」とはー

①知性・感性・身体能力など、自らの個性に応じて「才」を磨き、自立を目指す人

②多様な生き方と価値観を認め、自他を大切にしながら「徳」を積む人

③「才」を生かし「徳」を積み、社会や人のために貢献する「才徳兼備」の人

＜施策の体系＞

一、生涯にわたって自己を

高める学びの場を提供し、

多様な人材を生む教育環

境を実現します。

一、「文・武・芸」三道の

鼎立を実現します。

一、地域ぐるみ、社会総が

かりの教育を実現し、「才

徳兼備」の人づくりを進め

ます。

静岡県教育振興基本計画

第２章
未来を切り拓く

多様な人材を育む

教育の実現

第１章
「文・武・芸」

三道の鼎立を目指す

教育の実現

第３章
社会総がかりで

取り組む

教育の実現

ふじのくに「有徳の人」づくり大綱

「有徳の人」づくり宣言

｢

知
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」・
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感
性
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を
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く
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び
の
充
実

多
様
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を
尊
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す
る
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の
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を
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じ
た
学
び
の
機
会
の
充
実

グ
ロ
ー
バ
ル
・
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ロ
ー
カ
ル
人
材
の
育
成

高
等
教
育
の
充
実

｢

技
芸
を
磨
く
実
学
」
の
奨
励

学
び
を
支
え
る
魅
力
あ
る
学
校
づ
く
り
の
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進

社
会
と
と
も
に
あ
る
開
か
れ
た
教
育
行
政
の
推
進

地
域
ぐ
る
み
の
教
育
の
推
進
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施策体系図

大柱 中柱 小柱

(3)教職員の働き方改革の推進

(1)個別最適な学び・協働的な学び・探究的な学びの深化

(2)ＩＣＴ等の活用による新たな学びの展開

(3)乳幼児の教育・保育の充実

(4)子どもの読書活動の推進

(1)社会的・職業的自立に向けた教育の推進

(3)多彩で魅力的な文化・芸術の創造・発信

(4)地域資源の活用と未来への継承

(1)高等学校等の魅力化・特色化

(2)教職員の資質向上及び学校マネジメント機能の強化

(4)学校施設等の安全・安心の確保

第
１
章
　
「
文
・
武
・
芸

」
三
道
の
鼎
立
を
目
指
す
教
育
の
実
現

１　「知性」・「感性」を磨く学びの充実

２　「技芸を磨く実学」の奨励

(2)スポーツに親しむ環境づくりと健康教育の推進

３　学びを支える魅力ある学校づくりの推進
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ア　小・中学校での「個に応じた指導」や高校での個別学習支援により質の高い学びを実現

イ　知識の理解の質の向上と探究的学習の充実等により課題解決に取組力等を育成

ウ　教員間で情報を共有化し、小学校と中学校、中学校と高校の円滑な接続を推進

ア　ICTの活用により「個に応じた学び」や「協働的な学び」の実現に向けた授業改善を推進

イ　児童生徒や教職員が安全かつ安心して日常的にICTを活用できる環境を整備

ア　乳幼児の教育・保育の充実に向けた支援等により県全体の教育・保育の質を向上

イ　幼稚園、保育園、認定こども園づくりの支援や多様なニーズに応じる体制の整備を推進

ウ　幼児教育から小学校教育への円滑な接続を推進

ア　成長過程に応じて本に親しむ機会を提供するとともに、独所活動の啓発等を実施

イ　学校図書館の充実等により学校における児童生徒の読書環境の整備を推進

ア　系統的・組織的な学習活動等を充実させるとともに、学校・校種間の連携・接続を推進

イ　児童生徒が実学等に触れる機会を創出するとともに、地域の産業等への理解を促進

ア　誰もが気軽に体を動かすことや運動に親しむ楽しさと喜びを体験できる機会を充実

イ　アスリートの発掘や育成、指導者の養成等によりトップアスリートを育成

ウ　大規模スポーツイベントを通じて得た資源を活用し、地域と経済の活性化等を推進

エ　児童生徒の体力向上や健康保持増進を図るとともに、持続可能な運動部活動と教員の負担軽減を実現

オ　「食」に関する指導充実等を図るとともに、お茶のおいしさや機能、静岡茶の理解を促進

ア　｢演劇の都｣づくりや誰もが文化・芸術に触れる機会の充実により文化的魅力を発信

イ　児童生徒の感性を磨き、文化・芸術に親しむ心を育成するとともに、優れた才能を持つ子どもの個性を伸長

ウ　様々な分野における文化・芸術を活用した創造性ある活動を拡大

エ　｢食｣に関する中核人材の育成や情報発信等により「ガストロノミーツーリズム」を推進

ア　富士山や韮山反射炉の適切な保存・管理、価値に関する情報発信等により後世へ継承

イ　文化財の調査・保全体制の充実と防災体制の強化により文化財を確実に保存

ウ　文化財の展示・公開等により文化財に誇りと愛着を持つ県民意識を醸成

ア　社会情勢の変化や生徒の多様な能力等に応じた学びを実現する魅力ある県立高校づくりを計画的に推進

イ　私立学校が行う魅力ある学校づくり等を支援するとともに、公私の連携を推進

ア　教職員のキャリアステージに応じた研修等により教職員の資質を向上

イ　県内大学との連携・協力により教員としての資質能力と実践力を兼ね備えた人材を育成

ウ　組織マネジメントが効果的・効率的に推進される組織体制を確立

オ　教職員一人ひとりの倫理観や使命感の高揚を図り教職員の不祥事を根絶

ア　学校業務の棚卸や整理・効率化、外部人材の活用等により教職員の多忙化解消を推進

ア　学校施設の機能等の向上や通学路の安全対策により安心して学べる環境を整備

イ　特別支援学校の施設狭隘化解消等により障害の重度・重複化等に対応した環境を整備

ウ　学校の危機管理マニュアルの充実や訓練の実施等により学校の危機管理体制を充実

主な取組に係る施策群

ウ　児童生徒の情報モラル教育を推進するとともに、ネット依存対策を充実

カ　ライフステージに応じた健康づくりを推進するとともに、県民の健康増進や児童生徒の健康課題への正しい理解を促進

エ　学校の労働安全衛生管理体制の整備、教職員の健康管理やメンタルヘルス対策を推進
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大柱 中柱 小柱

(5)環境保全と経済活動の両立を支える人材の育成

(2)市町と連携した教育行政の推進

(1)人権を尊重する教育の推進と人権文化の定着

(2)多様な課題に応じたきめ細かな支援

(3)特別な支援が必要な児童生徒への教育の充実

(4)外国人県民・外国人児童生徒への教育の充実

(1)国際的な学びと地域学の推進

(2)優れた才能や社会に貢献する力を伸ばす教育の充実

(3)地域産業を担う人材の育成

(4)自他の安全を守るために適切な判断・行動のできる人材の育成

３　高等教育の充実 (1)高等教育機能の強化

４　生涯を通じた学びの機会の充実

(1)全世代に対する学びの機会の充実

(2)誰もがともに学ぶことのできる機会の充実

１　社会とともにある開かれた教育行政の推進
(1)社会全体の意見を反映した教育行政の推進

２　地域ぐるみの教育の推進

(1)学校・家庭・地域の連携推進

(2)家庭や地域における教育力の向上

第
２
章
　
未
来
を
切
り
拓
く
多
様
な
人
材
を
育
む
教
育
の
実
現

１　多様性を尊重する教育の実現

２　グローバル・グローカル人材の育成

第
３
章
　
　
　
　
　
　
　
　

社
会
総
が
か
り
で
　
　
　
　

取
り
組
む
教
育
の
実
現
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ア　様々な場面を通じて人権尊重意識の高揚やユニバーサルデザインの理念の普及を推進

イ　ジェンダー平等と性の多様性について県民の理解を促進

ア　いじめ、不登校等の未然防止や児童生徒の心の問題の改善に向けた支援等を充実

イ　経済的理由等に左右されず教育を受けられるよう子どもや保護者に対する支援を充実

ウ　心の問題を抱えた人や家族の事情に寄り添う多様な主体による包括的な支援を充実

ア　教員の専門性向上や関係機関との連携強化により個々のニーズに応じた支援を実施

イ　障害に対する相互理解を深め社会性や人間性を育む「共生・共育」を実現

ウ　ＬＤ（学習障害）、ＡＤＨＤ（注意欠陥多動性障害）、自閉症等の障害のある児童生徒を支援

ア　外国人県民に対する初期日本語指導等や日本人県民の多文化共生意識の醸成を推進

イ　外国人児童生徒への日本語指導や教育支援、キャリア支援等を充実

ア　高校生と教職員の海外体験等、大学生等の海外留学や海外からの留学を支援

イ　県民の国際交流や海外研修、国際貢献活動を促進

ウ　児童生徒の外国語を学ぶ意欲や使う力の向上を推進

エ　地元の良さを認識できる機会の充実により郷土愛を持ち国内外で活躍する人材を育成

ア　優れた能力を伸ばす教育やリーダーシップを育てる教育、地域のリーダー養成を推進

イ　高校と高等教育機関や企業等の連携、社会変化に対応した施設・設備の整備等を推進

エ　県民に対する社会形成・社会参加に関する教育（シチズンシップ教育）を推進

ア　産学官一体の協働体制の構築と実践により知識と実践力を兼ね備えた地域人材を育成

イ　ニーズに応じた職業訓練の充実、産学官連携による取組等により多様な人材を育成

ア　地域や学校の実情に応じた防災・安全教育等により県民の防災・安全意識を向上

イ　交通安全・防犯に関する啓発や教育等により県民の交通安全・防犯の意識と能力を向上

ア　学校における環境教育の充実や県民の意識向上により持続可能な社会の担い手を育成

ア　公立の高等教育機関それぞれの強みを発揮した特色ある教育・研究活動等を促進

ア　生涯学習や社会教育を推進する人材の養成等や多様な学習ニーズの支援を実施

イ　高等教育機関における社会人を対象としたリカレント教育を促進

ア　地域や学校等のあらゆる場において障害のある人の生涯を通じた多様な学習活動を充実

イ　義務教育を修了できなかった人等や外国人県民の新たな学びの場を充実

ア　大綱・計画を着実に推進するとともに、静岡県総合教育会議で協議・調整し施策を具現化

ア　県教育委員会と市町教育委員会の連携を強化

イ　子どもたちに地域の人々の参画を得て様々な体験活動や交流活動等を提供

ア　地域の特性に応じた家庭教育支援を推進するとともに、県民の人づくり実践活動を促進

主な取組に係る施策群

イ　大学間連携等を推進する「ふじのくに地域・大学コンソーシアム」の取組を支援

イ　子どもや青少年の健全育成に向けた良好な環境の整備を推進

ウ　児童生徒の科学技術への関心を高め、創造的・論理的思考力を育む取組を推進

ウ　県立中央図書館の整備・機能充実、県内全域で図書館を利用しやすい環境整備を推進

イ　教育に関する情報の広報と教育現場の声や県民のニーズ等を把握する取組を充実

ア　学校、家庭、地域の連携・協働による地域とともにある学校づくりを推進
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Ⅱ 評価書作成の趣旨

2022 年度からの４年間を計画期間とする「静岡県教育振興基本計画（2022 年度～2025 年度）」

（以下「基本計画」という。）では、本県教育の基本理念である「「有徳の人」の育成～誰一人取

り残さない教育の実現～」を目指し、「有徳の人づくり宣言」に明示する柱に沿った３つの基本

方向（大柱）の下、９つの重点取組（中柱）を掲げ、県と県教育委員会が一体となって教育施策

を推進している。

この基本計画の進捗状況を確認し、施策の改善を図るため、評価書を毎年度作成するものであ

る。

なお、本評価書は、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」第 26 条第１項により義務付

けられている「教育に関する事務の管理及び執行状況の点検及び評価等」の報告書を兼ねる。

Ⅲ 2023 年度評価の方法

基本計画の上位計画である「静岡県総合計画」の評価方法に沿って、次のとおり評価を実施し

た。

基本計画に掲げた取組のうち、「目標」の進捗に影響の強い取組を中心にその取組状況を確認

するとともに、今後の取組の方向を示した。

また、計画期間の２年目に当たる今年度は、数値目標の計画期間内の実績値が明らかになるた

め、アウトカム指標である「成果指標」の評価を実施し、課題と今後の取組方針を明示した。「活

動指標」については、進捗状況を確認した。併せて、必要に応じて指標の見直しを実施した。

※指標の評価基準は巻末に記載

Ⅳ 2023 年度評価結果の概要

静岡県では、「「有徳の人」の育成～誰一人取り残さない教育の実現～」を目指し、基本計画に基

づき、県と県教育委員会が連携し、「「文・武・芸」三道の鼎立を目指す教育」、「未来を切り拓く多

様な人材を育む教育」、「社会総がかりで取り組む教育」の実現に取り組んでいる。

新型コロナウイルス感染症の影響がまだ残り、ＩＣＴ活用の拡大など教育活動や教育環境の変化

が続く状況の中、目標の達成に向けて様々な取組がなされていることが確認できた。

成果指標及び活動指標については、多くの指標は順調に進捗しているが、より一層の推進を要す

る指標も見られた。

こうした課題に対し、求められる支援は多様化しており、今回の評価も踏まえ、誰もが人生の夢

を実現し、幸せを実感するための基盤となる「誰一人取り残さない教育の実現」に取り組んでいく。
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１ 2023 年度の取組状況等

第１章 「文・武・芸」三道の鼎立を目指す教育の実現

直近の主な取組 今後の取組の方向

１ 「知性」・「感性」を磨く学びの充実

・小学校への専科指導教員の配置の拡充と高学年の教科

担任制の推進のため、小学校高学年に加配教員を 34 名

配置し、専門的な教科指導を実現。教員の持ちコマ数

軽減など学校の働き方改革も推進。【義務教育課】

・国の加配を利用し小学校高学年の

理数教科を中心に専科指導の充実

を図る。

・高等学校における協働的・探究的な学びの充実に向け、

指定校での地域の企業、大学等の外部機関と連携した

探究活動を実施。【高校教育課】

・指定校での取組を各学校へ周知し、

全県で協働的・探究的な学びの充実

を図る。

・探究的な学びの充実に向け、「探究シンポジウム」を開

催。オンラインプラットフォーム「探Ｑラボ Shizuoka」

を開設。

・オンラインプラットフォームを活用

して高校におけるノウハウや情報の

共有等を図り、探究的な学びを推進。

・高校への指導主事定期訪問時、11 校で「授業改善のた

めの ICT 活用」をテーマに校内研修を実施。希望研修

でも ICT 活用に関する内容の講義・演習を実施。特別

支援学校向けの ICT 活用に関する新規希望研修も立ち

上げ。【教育政策課、教育 DX 推進課】

・ICT 活用の研究を進め、新たな参考

資料を作成。

・BYOD による端末整備を進めつつ貸出用端末の活用も含

めた ICT 環境の整備を推進。【教育 DX 推進課】

・ICT 環境を活用した授業に向け、研

修を充実。

・県立学校からの照会対応や技術支援のため、「GIGA スク

ール運営支援センター」を設置しヘルプデスクを開設。

授業改善や校内での研修等を行う ICT 支援員の派遣も

実施。【教育 DX 推進課】

・ヘルプデスクやICT支援員の派遣に

よる技術支援を通じて、学校現場で

の ICT 活用を促す。

・保育者の多様な働き方に対応するため会場参集又はオ

ンライン･オンデマンドでのハイブリッドによる研修

会を実施。【義務教育課】

・園のニーズに合わせた動画コンテ

ンツを作成。

・外国にルーツをもつ幼児や発達障害等特別な配慮を必要と

する幼児に対して、５歳児対象の保育プログラムを開発。

保育ソーシャルワーカー等の人材を活用したインクルーシ

ブ教育保育研究を沼津市のモデル園で実施。【義務教育課】

・保育プログラムの試案をモデル園

とパイロット園において試行し更

に改善。

・読書推進会議において、委員による静岡県子ども読書

推進計画の随時評価に加え、文科表彰、教育長表彰等

学校及び団体に対する顕彰活動を審査。【社会教育課】

・読書活動推進会議を通して評価や

意見を得ながら、バリアフリー法等

の内容を踏まえた「誰一人取り残さ

ない」読書推進計画を検討・策定。

・子ども読書アドバイザーの知識や技術の向上、アドバ

イザー同士の交流による連携の基盤づくりを目的にフ

ォローアップ研修を開催。【社会教育課】

・養成講座とフォローアップ研修は交

代して実施しており、次年度は養成

講座によりアドバイザーの養成・認

定を実施。
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直近の主な取組 今後の取組の方向

２ 「技芸を磨く実学」の奨励

・「キャリア・パスポート」を活用し、児童生徒が１年

間の目標設定をし、学習や行事の振り返りをするこ

とで、自分の頑張りや良さを実感できるように指導。

【義務教育課、高校教育課】

・「キャリア・パスポート」の活用によ

り児童生徒一人ひとりのキャリア

形成と自己実現を支援。

・小・中・高校の児童生徒に静岡県技能マイスターから

仕事の魅力や職業観を直接学ぶ機会を提供。12 月末時

点で 56 校 3,459 人が参加。【職業能力開発課】

・技能マイスターの新規認定による

事業の基盤強化、学校への周知によ

る活用の促進。

・東京2020大会やリオ2016大会で活躍したパラリンピア

ンを障害者スポーツ応援隊として学校や行事等に派遣。

今年度設立されたふじのくにパラスポーツ推進コンソ

ーシアムに参画し、障害者スポーツの環境整備、パラア

スリートの発掘・育成・支援、理解促進や裾野拡大を実

施。【スポーツ振興課】

・障害者スポーツ応援隊の派遣事業

を実施。コンソーシアムへ参画し、

パラスポーツの振興を推進。

・運動部活動に対して、中学校・高等学校の県内トップ

にある運動部活動への強化支援を行うことで、ジュニ

アのトップ選手を育成。【健康体育課】

・運動部活動強化支援事業にて、高体

連、高野連、中体連への支援により

ジュニア世代を強化。

・サイクリングの県モデルルートの候補ルートであった

「東京 2020 オリンピック・パラリンピックコース」に

ついて、既存の山梨県モデルルートに本県区間を加え

ることについて国に了承され、新たな県モデルルート

として設定。【スポーツ政策課】

・残りの候補の「塩の道ルート」「富士

山静岡空港周遊ルート」についても

県モデルルートへの設定を目指す。

・栄養教諭等の研修会において食育ガイドラインや指導

案事例集を活用した研修を実施。【健康体育課】

・研修等の機会を活用し、食育ガイド

ラインの活用を推進。

・児童生徒や保護者を対象とした静岡茶講座や、栄養

教諭等食育担当者へのお茶に関する研修会を開催。

【健康体育課】

・小・中学校でお茶を飲む機会や静岡

茶の食育の機会の提供を促進。

・体育の実技指導を行う「学校体育実技指導協力者」と

して県スポーツ協会や、本県に本拠地をおくプロ・実

業団チームスタッフ等を、希望する学校に対して派遣。

【健康体育課】

・学校のニーズに応じた指導者派遣

のため指導者を拡充。

・中学校における部活動の段階的な地域連携並びに地域

クラブ活動への移行に関して、有識者、関係団体、市町

教育委員会担当者等を含めた協議会を設置して検討。

【健康体育課】

・持続可能な部活動と教員の負担軽

減の両立に向け対応。

・SPAC は富山県や東京都での国内出張公演や、フランス

での海外公演も成功させ、舞台芸術の魅力の発信に寄

与。【文化政策課】

・「演劇の都」構想に基づく SPAC を核

とした施策を展開し、県民の舞台芸

術鑑賞機会を創出。人材育成、県民

交流、観光活用につなげる。

・東アジア文化都市 2023 静岡県のコア事業の一つとし

て、第９回静岡国際オペラコンクールを開催。プレイ

ベントや、中学生・高校生オペラ鑑賞事業などを開催。

【文化政策課】

・機運醸成を目的としたオペラ県民

講座や中学生・高校生オペラ鑑賞教

室を実施。国内外に向け情報を発

信。
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直近の主な取組 今後の取組の方向

・「ふじのくに文化教育プログラム」冊子を作成し、県内

の学校の各学年に１部ずつ配布。【文化政策課】

・HPや冊子を活用した体験・鑑賞機会の

有効利用についての呼びかけを実施。

・地域資源の活用や社会課題に対応した住民主体の創造

的な取組(アートプロジェクト)に対して助成と、専門

家による支援、地域とクリエイティブ人材を繋ぐ事業

を「アーツカウンシルしずおか」が実施。【文化政策課】

・「アーツカウンシルしずおか」によ

り地域課題の把握や担い手の発掘

を行い、住民主体のアートプロジェ

クトを支援。

・地域の関係者とのワークショップを行い、地域ならで

はの食や食文化を体験できる「ガストロノミーツーリ

ズム」の旅行商品の造成や、ファムトリップを実施。

また、食文化と温泉文化の発信と振興を図る「ふじの

くに食と温泉文化フォーラム」を開催。【観光政策課】

・料理人、生産者、事業者等を構成員

とした「ガストロノミーツーリズム

フォーラム」により産学官連携体制

を構築し、地域の食文化を活かした

観光サービスの創出や情報発信を

実施。

・ふじのくに食の都づくり仕事人や食文化等の浸透に貢

献する企業・団体の表彰を実施。県内調理専門学校生

を対象とする食の都の授業や大学生対象の講座を開

催。【マーケティング課】

・情報発信や県産食材を学ぶ機会の

創出により、ガストロノミーツーリ

ズムに携わる人材を育成。

・富士山世界遺産登録10周年の国際記念シンポジウムを

開催。併せて、10 周年記念企画展、富士山の噴火と崩

壊を題材とした企画展などを開催。12 月末時点で 11.2

万人の来館、学校団体 35件(3,109 人)、一般団体 43 件

(1,471 人)が出前講座受講。【富士山世界遺産課】

・毎年常設展示の一部更新と企画展

の開催。県外観光商談会への参加、

県内各施設・学校への広報を継続し

て実施。

・伊豆の国市と共同で、富士山・韮山反射炉の世界遺産PR

イベントを県内商業施設で実施。富士山・韮山反射炉に

関する県民講座を対面とオンラインで実施。前年度に比

べ1.73％増の6,951人が受講。【富士山世界遺産課】

・伊豆の国市と連携した世界遺産 PR

イベントや県民講座の開催、動画の

オンライン配信による効果的な情

報の発信。

・市町への働きかけや助言により伊豆の国市、富士市、

焼津市、袋井市の「保存活用地域計画」を文化庁が認

定。本県認定件数は合計６件。文化財個別の「保存活

用計画」は２件が作成。【文化財課】

・「保存活用地域計画」については、作

成中の市町に対する助言を継続、未

着手の市町に対する研修会の開催

や個別協議による早期着手の促進。

「保存活用計画」も市町や文化財所

有者への働きかけ・助言を継続。

３ 学びを支える魅力ある学校づくりの推進

・魅力ある高等学校づくりを推進するため、探究活動

を中心とするオンリーワン・ハイスクール事業を実

施。計 33 校でイノベーション・ハイスクール（文系・

理系をバランスよく学ぶリベラルアーツの推進及び

探究活動支援のカリキュラム検討）等の研究を実施。

【高校教育課】

・３年間の研究成果の他校への共有

により社会情勢の変化や生徒の多

様な能力、適性、興味、関心等に応

じた学びを実現できる魅力ある高

校づくりを引き続き推進。

・本県教育を取り巻く課題や状況変化を踏まえた「静岡

県立高等学校の在り方検討委員会」での協議を経て、

高校の在り方に関する基本方針を策定。【高校教育課】

・基本方針をさらに具体化した基本

計画の策定。地域協議会で地区ごと

の議論を実施。

・私立学校経常費助成を通じて、私立学校の自主性・独自性

を活かした特色ある教育内容の充実を支援。【私学振興課】

・私立学校における特色ある教育活

動を支援。
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直近の主な取組 今後の取組の方向

・教職員の社会的な視野の拡大と対人関係能力の向上を

目的とした「民間企業等長期派遣型研修」や「中堅教

諭等資質向上研修」における民間企業等での「社会体

験研修」を実施。【教育政策課】

・「民間企業等長期派遣型研修」の派

遣者数拡大による、教職員の社会的

視野の拡大と対人関係能力の向上。

・働き方改革に関して、学校規模別グループによる取組

状況の報告及び情報交換を行ったほか、研修会等での

取組内容の共有及び成果の発信。【義務教育課】

・全校に「業務改善「夢」コーディネ

ーター」を位置付け、オンラインプ

ラットフォームを介して学校間で課

題や効果が高い手法を共有。

・教員の総勤務時間の縮減を目的としたスクールサ

ポートスタッフ(SSS)を全校に原則週 20 時間配置。

【義務教育課】

・全校配置の継続による教員の働き

方改革のより一層の加速。

・「静岡県学校施設中長期整備計画」に基づく建替え又は

耐震補強設計への着手。３校４棟では建替え工事が完

了。【教育施設課】

・「静岡県学校施設中長期整備計画」

に基づいた施設の老朽化対策を推

進。

・校舎建替え等にあわせた断熱性能の高い窓や外壁、LED

照明等の整備による省エネルギー効果の高い施設の整

備。【教育施設課】

・建替え工事や計画保全に併せた整

備を実施。

・道路管理者や学校関係者・交通管理者と連携した通学路

における合同点検を県内各地で実施。点検結果に基づい

た横断歩道の新設等を実施。

【道路整備課、健康体育課、交通規制課】

・関係機関と連携した点検の実施と

必要とされた交通安全対策を推進。

・「静岡県立特別支援学校施設整備基本計画」後期計画に

基づき、中東遠・浜松地区新特別支援学校の整備に向

けて設計等に着手。【教育施設課、特別支援教育課】

・基本計画に基づく着実な施設整備

による狭隘化解消と通学負担の軽

減。
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第２章 未来を切り拓く多様な人材を育む教育の実現

直近の主な取組 今後の取組の方向

１ 多様性を尊重する教育の実現

・人権啓発センター主催の講演会等を１月までに７回実施。

企業、学校等が実施する研修への人権啓発指導員の派遣

を行い、11 月末までに 59回 延べ 7,600 人余りが受講。

【地域福祉課】

・講演会等の開催や企業、学校等が

実施する研修へ人権啓発指導員

を派遣。各種人権相談への対応等

により人権施策を推進。

・性的指向や性自認にかかわらず、誰もが暮らしやすい社

会を実現するため、ホームページによる情報発信や県内

公共図書館での啓発パネルの巡回展示を実施したほか、

電話相談を月２回、交流会を５回実施。また、2023 年３

月に、県全域を対象とした「静岡県パートナーシップ宣

誓制度」を開始。【男女共同参画課】

・静岡県パートナーシップ宣誓制

度の周知や性の多様性への理解

促進のための啓発、研修を実施。

また、宣誓者の生活上の困りごと

の解消につなげるため、宣誓者が

受けられるサービスの拡充等に

取り組む。

・「多様性を認め合う学級づくり実践研修」を新たに実施す

るとともに、人権教育指導者研修会、人権教育担当者会

等、年次別研修や管理職研修において男女共同参画や性

の多様性に関する情報を提供。

【教育政策課、義務教育課、高校教育課、特別支援教育課】

・各種研修会を活用して、教職員の

男女共同参画や性の多様性への

理解を促進。

・高等学校の「スクールカウンセラー」は、増員して35 人を

配置し、「スクールソーシャルワーカー」も増員して11人

を配置。いじめ、不登校等の解消や、貧困、ヤングケアラー

など様々な支援が必要な生徒の対応を実施。【高校教育課】

・個に応じた相談に対応するよう、

スクールカウンセラーやスクー

ルソーシャルワーカーの配置を

拡充。

・スクールカウンセラー等を配置する私立学校を支援し、

相談体制を充実。【私学振興課】

・不登校、いじめ、進路等の児童生徒

に係る多様な問題の解決を図る。

・学校における出張講義の実施や普及啓発素材の作成によ

り、ヤングケアラーに対する認知度を向上。また、ヤング

ケアラーへの支援について、アドバイザーを配置し、個別

事例や支援体制構築について市町等へ助言。支援者向けの

ヘルプデスクを設置し相談対応を実施。【こども家庭課】

・引き続き、出張講義等によりヤン

グケアラーに対する認知度向上

のための取組を推進。個別事案の

支援方法等について市町に対す

る助言等を実施。

・公民の連携により不登校児童生徒に対する支援の一層の充

実を図るため、フリースクール等民間施設と教育委員会、

教育支援センターで構成する協議会を設置。【義務教育課】

・公民の連携を強化しながら、ICT

を活用した学びや社会とつなが

る場づくりに取り組む等、不登校

児童生徒の多様なニーズに応え

られる支援体制の充実を図る。

・子どもの居場所の立上げ支援や運営のアドバイスを行う

コーディネーターの配置、ふるさと納税や寄附金を活用

した居場所の運営費に対する助成金などによる支援体制

の強化とともに、子どもの居場所づくりに対する機運の

醸成等を実施。【こども家庭課】

・様々な運営ノウハウを提供し、多

様な居場所づくりの立上げを支

援。

・社会的ひきこもり傾向にある子ども・若者を支援するた

め青少年交流スペース「アンダンテ」を活用した相談・

交流を実施。【社会教育課】

・社会的ひきこもり傾向にある子

ども・若者やその家族を支援する

ため、青少年交流スペース「アン

ダンテ」を運営。
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直近の主な取組 今後の取組の方向

・通常学級在籍の特別な支援を必要とする児童生徒の支援

のために、週 20 時間勤務の支援員を 85 人配置。また、

特別支援学級の知的障害及び自閉・情緒障害の多人数学

級に週 20 時間の非常勤講師を 75人配置。【義務教育課】

・特別支援教育の充実に資する人

材配置の維持・拡充について検

討。

・各特別支援学校のコーディネーターが中心となり幼稚園

や小学校に出向き教育相談や就学相談等を実施。また、

就学前の幼児を対象とした体験・相談会開催等による早

期からの教育相談も実施。【特別支援教育課】

・特別支援学校のセンター的機能の活

用により、小・中・高校教員の特別

支援教育に対する教員の理解を促

進し、児童生徒個々の教育的ニーズ

に対応した適正な就学につなげる。

・「外国人児童生徒相談員」、「外国人児童生徒スーパーバイ

ザー」、「日本語指導コーディネーター」を静東地区８名、

静西地区 11名任用し、外国人児童生徒の適応指導、指導

担当者等への助言、市町教育委員会担当者への支援を実

施。【義務教育課】

・各学校や市町に、コーディネータ

ーの役割を周知し、外国人児童生

徒の適応指導、指導担当者などへ

の助言、市町教育委員会担当者へ

の支援を実施。

２ グローバル・グローカル人材の育成

・本県独自の産学官連携による奨学金制度「ふじのくに留

学応援奨学金」や、各国大使館等と連携して行う「海外留

学応援フェア」の開催等を通し、海外留学希望の学生を

支援。【大学課】

・「ふじのくに留学応援奨学金」や

「海外留学応援フェア」等により

留学しやすい環境を整備し、県内

大学生の留学意欲を醸成。

・ふじのくに地域・大学コンソーシアムが主体となり、国際交

流ツアー等、留学生と日本人学生の交流の場を創出。県内留

学等に関する窓口である留学生デジタルプラットフォーム

を活用し、留学生獲得から滞在・就職までを支援。【大学課】

・ふじのくに地域・大学コンソーシ

アムへの支援を通じ、留学生の受

入れから就職まで一体的に支援。

・高校生の国際交流や異文化体験の推進のため、コロナ禍

で中断していたモンゴル国・ドルノゴビ県との相互訪問

や留学支援を本格的に再開。【教育政策課】

・モンゴル国・ドルノゴビ県との高

校生相互訪問を継続するととも

に、新たに探究を伴う留学を支援

する等、海外での学びを推進。

・国際バカロレア教育の県立高校への導入を目指し、2024年度に

開校予定である「ふじのくに国際高校」を導入校とすることにつ

いて2023年５月に国際バカロレア機構から認定。【高校教育課】

・2026 年度の導入を目指し、教員

養成等の準備を実施。

・県内中学生を対象とした「未来を切り拓く Dream 授業」

を８月に開催し、抽選で選ばれた 30名が、講義やグルー

プディスカッションに参加。また、過去参加者等 6 名が

ユースリーダーとして参加。【総合教育課】

・中学生がより興味をもつ講師や

プログラムを検討し、開催を継

続。

・５名の県内高校生が７月下旬から８月上旬にかけて開催

された日本の次世代リーダー養成塾に参加。【総合教育課】

・広報活動の充実等により、応募者

の増加を目指す。

・地域活動を牽引するリーダー等養成講座であるコミュニ

ティカレッジを１回、遠隔地住民の受講を考慮した出張

コミュニティカレッジを２回開催。コミュニティカレッ

ジの累計修了者数は 1,259 人。【地域振興課】

・コミュニティカレッジや出張コ

ミュニティカレッジの開催によ

り地域活動を牽引するリーダー

等を養成。

・県立工業高等学校２校に特別教諭を配置。所属校におけ

る教育活動だけでなく、中学校を含む他校への出張授業

等により幅広い教育を推進。文部科学省指定「マイスタ

ー・ハイスクール事業」を浜松城北工業高校で実施し、地

域産業を担う人材を育成。【高校教育課】

・最新の知識と技術を習得できる

環境を構築。
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直近の主な取組 今後の取組の方向

・県立農林環境専門職大学で実習・演習を重視した実践的

教育を実施。【農業ビジネス課】

・実習・演習を重視した実践的な教

育により高度な技術や知識を持

つ人材を養成。

・地域で防災活動に従事する方や行政職員などを対象に、

「ふじのくに防災士養成講座」を開講。オンライン配信

も活用し、受講定員を引き上げ。【危機情報課】

・認定された「ふじのくに防災士」

へのフォローアップ講座を実施。

今後もより多くの地域を担う人

材を育成。

・2023 年２月にデジタル地震防災センターを開設。来館が

困難な方にも館内展示の見学や防災学習の機会を提供。

【危機情報課】

・出張展示や防災講話と併せて、県

民の防災意識を向上。

・中学１年生及び高校１年生に「自転車セーフティー＆マ

ナー」副読本を配布。【くらし交通安全課】

・中学・高校の新１年生に「自転車

セーフティー＆マナー」副読本を

配布し交通安全教育を推進。

・環境学習のコンテンツをまとめたポータルサイト「ふじ

のくに環境ラボ」を開設、小学生とその保護者を対象にし

た環境学習会の開催、大学の環境サークルと連携したイ

ベント開催等により、環境保全活動を考える契機を提供。

また、静岡大学と連携し、高校生が脱炭素に向けた企画の

立案や実践活動を実施。【環境政策課】

・「ふじのくに環境ラボ」の普及、

環境学習会や環境学習イベント

の開催、静岡大学との連携事業の

推進等により、若者世代が環境保

全等に対する意識等を高める機

会を創出。

・地球温暖化対策アプリ「クルポ」を 2023 年２月にリニュ

ーアルして機能を充実させ、県民一人ひとりが地球温暖化

防止のための活動（脱炭素アクション）を楽しみながら実

践することを促進。【環境政策課】

・さらなる利用の増加を目指し、脱

炭素アクションの充実や、市町等

と連携した広報の強化を実施。

３ 高等教育の充実

・ふじのくに地域・大学コンソーシアムと連携し、地域、企

業及び教育機関と連携して行う地域活動や教育活動を支

援。【大学課】

・若者の県内定着促進のため、産学

官の連携により、学生の地域企業

への理解を深めるキャリア教育

を更に推進。

・ふじのくに地域・大学コンソーシアムが行う短期集中単

位互換授業、ゼミ学生等地域貢献推進事業、小中高大連

携事業等を支援。【大学課】

・ふじのくに地域・大学コンソーシ

アムへの支援を通し、本県の教

育・研究機能を強化。

・オンライン併用によるリカレント教育プログラムを開講。

ふじのくに地域・大学コンソーシアムが行うオンデマン

ド配信併用による短期集中単位互換授業の取組を支援。

【大学課】

・ふじのくに地域・大学コンソーシ

アムにおけるデジタル技術を活

用した取組を支援。

４ 生涯を通じた学びの機会の充実

・各市町の公民館や生涯学習施設等を活用した講座・学級

の開催数は 6,066 回であり、昨年度より 1,800 回以上増

加。【社会教育課】

・研修等を通じ、講座企画の支援を

行い、開催を促進。

・静岡県生涯学習情報発信システム「まなぼっと」に関する

情報を 35 市町の広報紙へ掲載依頼。情報提供団体との意

見交換会をオンライン開催。【社会教育課】

・広報活動の充実と情報提供者と

の意見交換を実施。
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直近の主な取組 今後の取組の方向

・市町社会教育職員や県内の社会教育主事有資格者等に対

して、障害者の生涯学習に関わる情報を積極的に周知。

【社会教育課】

・情報提供の継続、新たな情報提供

先の検討。

・外国人県民が生活に必要な日本語能力を習得する体制を

構築するための対話交流型の地域日本語教室等を実施。

【多文化共生課】

・2025 年度までに 19 市町で実施を

目指す。

・2023 年４月開校の県立ふじのくに中学校（夜間中学）で

多様な背景を持つ生徒が「学ぶ喜び」を実感できるよう

な学習指導や、教科学習につながる日本語指導を推進。

【義務教育課】

・生徒の習熟度に応じた支援体制

の充実のためのよりよい教育課

程を検討。
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第３章 社会総がかりで取り組む教育の実現

直近の主な取組 今後の取組の方向

１ 社会とともにある開かれた教育行政の推進

・総合教育会議及び地域自立のための「人づくり・学校づく

り」実践委員会を各年４回開催。実践委員会の意見を踏ま

えて、知事と教育委員会が総合教育会議において、教育施

策等について協議。また、才徳兼備の人づくり小委員会に

おいては、困難を抱える子どもを支える環境づくりや、人

口減少社会を見据えた高等学校教育の在り方について検

討し、実践委員会へ報告予定。【総合教育課】

・総合教育会議及び実践委員会を

各年４回開催し、社会全体のニー

ズを反映した教育行政を推進。

・知事部局と教育委員会において、県内の経済団体と教育

施策に関する意見交換会を実施。【総合教育課】

・様々な機会に県内経済団体と情

報共有を図る。

・市町の課題等の聴取及び学校支援充実のため、教育事務

所長・副所長による市町教育委員会事務局との協議等を

３回実施。【義務教育課】

・協議（訪問等）を継続し、市町教

育委員会と連携を深める。

・市町教育委員会教育長会を開催。県の施策や教育方針の

伝達や意見交換等により、県教育委員会と市町教育委員

会が連携。【教育総務課、教育政策課、義務教育課】

・開催を継続し、連携を強化。2023

年度中には「県・政令市教育委員

会意見交換会」を開催予定。

２ 地域ぐるみの教育の推進

・「コミュニティ・スクール連絡協議会」、「コミュニティ・

スクール推進協議会」を実施。出前講座で各市町の要望に

合わせた支援を実施。【義務教育課】

・コミュニティ・スクール導入に向

けての支援の継続。導入済み市町

に対する支援も実施。

・高等学校でのコミュニティ・スクール導入校が 13 校追加

され 33 校に増加。【高校教育課】

・全校実施に向け、各高等学校の実態

に適した学校運営協議会の運営、取

組事例について研修等で情報共有。

・特別支援学校は全校が学校運営協議会を設置。地域と一体

となった特色ある学校づくりを推進。副校長教頭会で学校

運営協議会をテーマにした研修を実施。【特別支援教育課】

・各校の取組を情報発信。

・地域住民や大学生等による学習支援や体験活動を通じて交流

等を行う「しずおか寺子屋」を14市町で実施。【社会教育課】

・実施市町・箇所の拡大を図る。

・大学のゼミ等による探究学習支援、企業による出前授業、ＳＤ

Ｇｓ達成に資する取組における企業との協働の推進（ＳＤＧｓ

スクールアワード）等、大学や企業等との連携により児童生徒

の主体的な学びを支援する体制を整備し実践。【教育政策課】

・令和５年度に整備した体制を活

用、拡大しながら学びの充実を図

る。

・県内の幼稚園等で行う「人づくり地域懇談会」に「人づくり推

進員」を派遣し、人づくり等に関する助言等を実施。人づくり

推進員の資質向上等のため「人づくり推進員全体研修会」、「家

庭教育支援フォローアップ研修会」を開催。【総合教育課】

・人づくり地域懇談会の開催を促

すとともに、人づくり推進員の資

質向上やネットワークの強化に

取り組む。

・「静岡県学校警察地域連絡協議会（学警連）」に関して事務

担当者連絡会を開催し、関係機関で情報共有。各地区の学警

連等への協議内容等の情報提供により児童生徒の非行及び

被害防止を推進。【社会教育課】

・同連絡会と地区の学警連等との

情報共有等、関連機関との連携

を図る。
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１　成果指標

施策 
体系

指標名 基準値 現状値 目標値 担当課 見直し理由

第１章

成2

第２章

成33

２　活動指標

施策 
体系

指標名 基準値 現状値 目標値 担当課 見直し理由

第１章
(現)小中学校ネット安全・
安心講座実施件数

活12
(新)小中学校ネット安全・
安心講座実施校数

第１章

活17

第１章

活21

第１章

活34

第１章

活39

第１章

活46

第２章

活133

第２章

活134

第２章

活139

第２章

活147

第２章

活149

第２章

活162

第２章

活168

第３章

活187

第３章

活192

２　指標の見直し

学級の友達（生徒）との間
で話し合う活動を通じて、
自分の考えを深めたり広げ
たりすることができている
と答える児童生徒の割合

（2021年度）
小  78.2％
中  79.8％

（2023年度）
小  82.2％
中  81.8％

（2025年度）
(現)小 80.0％　　　　　

中 80.0％　　　　　
(新)小 84.0％

中 84.0％

義務教育課 目標を達成したため

第２章
(達成)パートナーシップ制
度の人口カバー率

（2020年度）
21.8％

（2022年度)
100％

（2022年度)
100％

男女共同参画課 目標を達成したため

成27

(新規)性的マイノリティの
方々の人権を守る啓発や施
策について必要だと思う人
の割合

（2021年度）
59.6％

（2022年度）
－

(隔年調査)

（2025年度）
75％

中学校卒業段階でCEFRのA1
レベル相当以上、高等学校
卒業段階でのCEFRのA2レベ
ル以上の英語力を達成した
中高生の割合

(2019年度)
中　38.0％
高　48.2％

(2022年度)
中　36.7％
高　53.6％

(2025年度)
(現)中　50％
　　高　50％
(新)中　50％
　　高　60％

高校教育課 目標を達成したため

(現)(2016～2020年度)
平均223件　　

(新)(2021年度)
153校

(現)(2022年度)             
-　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(新)(2023年度)　　　
2024年5月
公表予定

(現)（毎年度）
220件                

(新)（毎年度）
200校

社会教育課
申請方法の変更のため
(把握できる数値が変
更)

認定こども園の設置数
（2020年度）

307箇所
（2022年度）

341箇所

（2024年度）
(現)332箇所
(新)354箇所

こども未来課 目標を達成したため

子ども読書アドバイザーと
して活動する人の数

(2020年度)
209人

(2022年度)
246人

(毎年度)
(現)210人
(新)250人

社会教育課 目標を達成したため

すこやか長寿祭参加者数

(2020年度)
3,075人
(2019年度)　                                　　
5,345人

（2022年度）
4,832人

（2025年度）
(現)4,800人　　　
(新)検討中　

福祉長寿政策課 目標を達成したため

スポーツボランティア登録
者数

(2021年度)
353人

（2022年度）
602人

（2025年度）
(現)600人 　　　
(新)750人　

スポーツ政策課 目標を達成したため

ふじのくに健康づくり推進
事業所数

（2020年度）
5,668事業所

(2022年度）
6,839事業所

（2025年度）
(現)6,700事業所
(新)9,000事業所

健康増進課 目標を達成したため

消費者教育出前講座実施回
数

（2020年度）
137回

(2019年度)
125回

（2022年度）
259回

（現）(2025年度)
240回

（新）(毎年度)
260回

県民生活課 目標を達成したため

消費者教育講師のフォロー
アップ研修受講者数

（2020年度）
139人

（2022年度）
296人

（毎年度）
（現）150人
（新）300人

県民生活課 目標を達成したため

企業と連携して実施する職
業訓練件数

（2020年度）
８件

(2022年度)
13件

（2025年度）
(現)11件　　       　
(新)15件

職業能力開発課 目標を達成したため

児童生徒への防災意識の普
及啓発に向けた出前講座の
実施回数

（2020年度）
237回

（2022年度）
356回

（毎年度）
(現)300回
(新)360回

危機情報課 目標を達成したため

地域防災力強化人材育成研
修修了者数

(2017～2020年度)
累計24,230人

(2022年度)
31,732人

(現)(2022～2025年度)
累計30,000人 　　

(新)（毎年度）
32,500人

危機情報課 目標を達成したため

ふじのくにCOOLチャレンジ
「クルポ」アクション数

（2020年度）
159,518回

(2022年度）　　
367,008回

(現)（2025年度）
360,000回　　　　　　　　

(新)（2025年度）
1,200,000回

環境政策課 目標を達成したため

公民館・生涯学習施設等の
講座・学級開催回数

（2020年度）
3,565回

（2022年度）
6,066回

（2025年度）
(現)4,500回
(新)6,000回

社会教育課 目標を達成したため

放課後児童クラブ受入児童
数

（2020年度）
32,733人

(2022年度)
35,029人

（2025年度）
(現)41,328人
(新)41,401人

こども未来課
第二期ふじさんっこ応
援プランの中間見直し
のため

企業内家庭教育講座開催企
業数

（2020年度）
７社

（2022年度）
36社

（2025年度）
(現)30社　　      　
(新)40社

社会教育課 目標を達成したため
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３　新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
１　成果指標

施策  
体系

指標名 基準値 現状値 目標値 評価区分 担当課

第１章

成11

第１章

成12

第１章

成19

第１章

成23

第２章

成34

第２章

成35

第２章

成36

第２章

成40

第２章

成41

２　活動指標

施策  
体系

指標名 基準値 現状値 目標値 評価区分 担当課

第１章

活15

第１章

活29

第１章

活30

第１章

活32

第１章

活33

第１章

活41

第１章

活42

学校の体育以外での１週間
の運動時間

（2020年度）
小５男子 510分
小５女子 330分

（2022年度）
小５男子 509分
小５女子 313分

（2025年度）
小５男子 560分
小５女子 350分

基準値以下 健康体育課

新体力テストで全国平均を
上回った種目の割合

（2020年度）
小　52.1％
中　63.0％
高　92.6％

（2022年度）
小　20.8％
中　48.1％
高　85.2％

（2025年度）
小　100％
中　100％
高　100％

基準値以下 健康体育課

精神疾患による30日以上の
特別休暇及び休職者の在職
者比率

（2020年度）
0.8％

（2022年度）
1.08％

（2025年度）
0.7％以下

基準値以下 教育厚生課

児童生徒の年間交通事故死
傷者数

（2019年）
2,624人

（2022年）
1,968人

（2025年）
2,500人以下

目標値以上 健康体育課

県内高等教育機関から海外
への留学生数

（2020年度）
19人                           

（2019年度）
887人

（2022年度）
274人

（2025年度）
1,000人

C 大学課

外国人留学生数

（2020年度）
3,939人                    

（2019年度）           
3,589人

（2022年度）
3,513人

（2025年度）
5,000人

基準値以下 大学課

JICA海外協力隊等への派遣
者数

（2020年度まで）
累計1,800人              
（2019年度まで）           

累計1,800人

（2022年度まで）
累計1,837人

（2025年度）
累計1,950人

C 地域外交課

地域で行われた防災訓練へ
の児童生徒の参加率

（2020年度）
－　　　　　　　　　　　　　　　　　

（2019年度）
58％

（2022年度）
34%

（2025年度）
100％

基準値以下 健康体育課

自主防災組織による防災訓
練・防災研修実施率

(2021年度)
84.4％

(2022年度)
89.2％

(毎年度)
100％

B 危機情報課

ケータイ・スマホルールア
ドバイザーによる啓発人数

（2020年度）
9,679人

(2022年度)
10,478人

(2025年度)
18,000人

● 社会教育課

保育・介護体験実習を行っ
た高等学校の割合

(2020年度)
26.4％

(2019年度)
100％

（2022年度）
53.3%

（2025年度）
100％

〇 高校教育課

多様な年代が参加できるス
ポーツイベント数

（2020年度）
172回

（2022年度）
382回

（毎年度）
440回

〇 スポーツ振興課

県立スポーツ施設（県武道
館、県立水泳場、県富士水
泳場）利用者数

(2020年度)
278,387人
(2019度)
532,792人

（2022年度）
466,985人

（毎年度）
600,000人

● スポーツ振興課

障害者スポーツ大会への参
加者数

（2020年度）
454人

（2022年度）
1,887人

（毎年度）
3,000人

● スポーツ振興課

体力アップコンテストしず
おかに参加した学校の割合

(2020年度)
60.2％

(2019年度)
87.7％

（2022年度）
60.5％

（2025年度）
100％

● 健康体育課

外部人材を活用した運動部
活動指導者の派遣校数

（2020年度）
74校

（2022年度）
81校

（2025年度）
88校

〇 健康体育課
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政策  
体系

指標名 基準値 現状値 目標値 評価区分 担当課

第１章

活48

第１章

活65

第１章

活67

第２章

活84

第２章

活86

第２章

活87

第２章

活96

第２章

活104

第２章

活106

第２章

活107

第２章

活116

第２章

活117

第２章

活129

第２章

活148

第２章

活150

第２章

活152

第２章

活156

第２章

活164

第３章

活190

SPAC公演等鑑賞者数

(2020年度)
21,727人
(2019年度)
43,251人

(2022年度)
28,799人

（毎年度）
45,000人

● 文化政策課

ボランティア等との協働に
よる富士山の自然環境保全
活動等参加者数

(2018～2020年度)
平均13,841人

(2022年度）
7,624人

（毎年度）
18,000人

● 自然保護課

特色化教育実施校比率（私
立高等学校）

―
（2022年度）

78.6%
（2025年度）

100％
◎ 私学振興課

人権啓発講座等参加人数

(2020年度)
18,940人
(2019年度)
29,320人

（2022年度）
18,501人

(毎年度）
30,000人

●
地域福祉課
(人権同和対策室)

ユニバーサルデザイン情報
発信回数

(2020年度)
81回

(2019年度)
169回

(2022年度)
216回

（毎年度）
180回

◎ 県民生活課

心のUDを促進する講座の実
施回数

(2020年度)
34回

(2019年度)
47回

(2022年度）
48回

（毎年度）
40回

◎ 県民生活課

生活困窮世帯等の学習支援
事業参加者数

(2020年度)
896人

(2022年度)
1,115人

(毎年度)
900人

◎ 地域福祉課

特別支援学校高等部生徒の
進路選択のための実習先数

(2020年度)
1,648箇所
(2019年度)
2,005箇所

(2022年度)
1,810箇所

（毎年度）
1,930箇所

〇 特別支援教育課

居住地域の小・中学校との
交流を行った特別支援学校
の児童生徒数

(2020年度)
690人

(2019年度)
851人

(2022年度)
948人

（2025年度）
1,500人

〇 特別支援教育課

発達障害児(者)の支援に携
わる専門人材養成数

(2017～2020年度)
累計786人

(2022年度）
461人

(2022～2025年度)
累計800人

◎ 障害福祉課

海外修学旅行を実施した高
等学校の割合

(2020年度)
０％

(2019年度)
32.6％

(2022年度)
0.9%

（2025年度）
40％

● 高校教育課

富士山静岡空港を活用した
海外への教育旅行助成件数

（2020年度）
０校

（2022年度）
０校

（2025年度）
16校

● 空港振興課

青少年指導者の級位認定者
数

（2019年度）
2,845人

（2022年度）
 1,040人

（毎年度）
2,800人

● 社会教育課

次代の地域防災を担うジュ
ニア防災士の養成数

(2020年度)
11,048人

(2022年度)
29,753人

(毎年度)
30,000人

〇 危機情報課

静岡県地震防災センター利
用者数

（2020年度）
17,940人

（2022年度）
30,628人

（毎年度）
60,000人

● 危機情報課

土砂災害出前講座開催回数
(2018～2021年度)

計40回

(2023年度)
計41回               

(2023年9月時点)

(2022～2025年度)
計50回

〇 砂防課

自動車運転者を対象とした
交通安全教室の開催回数

(2018～2020年)
平均 1,507回

(2022年）
956回

（毎年）
1,500回以上

● 交通企画課

森づくり県民大作戦参加者
数

(2020年度)
11,898人
(2019年度)
28,149人

（2022年度）
17,632人

（2025年度）
28,000人

〇 環境ふれあい課

しずおか棚田・里地くらぶ
等による棚田保全活動の参
加者数

（2020年度）
982人

（2022年度）
982人

（毎年度）
1,000人

〇 農地保全課
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４ 参考事例

事例－１ 「インクルーシブ教育保育研究『Spring プロジェクト』」 【第１章ー１（３）】

外国にルーツを持つ幼児や発達に特性のある幼児に対し、

幼児期から支援を開始することの教育的効果を検証するイン

クルーシブ教育保育研究「Springプロジェクト」を2022年度

から３年計画で実施している。

３園の研究モデル園を設定、保育ソーシャルワーカーを派

遣し園の支援体制を確立するとともに、特別な配慮を必要と

する幼児に対して週１回程度の個別支援を実施し、幼児の学

びや育ちを調査している。

この調査を踏まえ、大学と協働して５歳児対象の保育プロ

グラムを開発する。このプログラムは、言葉遊びやカードゲ

ーム等の活動を通して、担任が個々の言語能力に対する発達

特性をアセスメントし、個に応じた働きかけにより、自己肯

定感を高め、小学校での学習のつまずきを予防するもので、

2022 年度に試案を作成。2023 年度より、３園の研究モデル園

に加え、４園のパイロット園で試行し、効果を検証している。

<研究推進委員会の開催>

（大学と協働した研究の推進）

事例－２ 「オンリーワン・ハイスクール」 【第１章ー３（１）】

魅力ある高校づくりを推進するため、普通科の在り方等を

研究する「オンリーワン・ハイスクール事業」を2021年度か

ら2023 年度の３年間、県立高校33校で実施した。

焼津中央高校では、遺伝子診断(ＰＣＲ)等の実験・実習を

大学と連携して実施した。更に、その内容について、中学生を

対象に高校生が授業を実施した。また「交雑種オオサンショ

ウウオの解剖実習」等、生徒企画のミニ講演会を開催した。

同校では、本事業の開始後「自ら進んで授業に取り組む生徒

の割合」が特に１年生で大きく増加（2020 年度 29.6％⇒2022

年度 87.1％）。自律化、自走化した学力の定着により、進学実

績も伸びている。（国公立大学進学者数2019年度130人⇒2022

年度 164人）

<生徒企画のミニ講演会>

（交雑種オオサンショウウオの解剖実習）

事例－３ 「リアルな異文化体験の本格的再開」 【第２章ー２（１）】

国際的な視野を持ち地域の発展に貢献できる人材の育成に

向け、コロナ禍で中止していたリアルな国際交流や留学支援

を、2023年度に本格的に再開した。

モンゴル国・ドルノゴビ県との高校生相互交流事業では、本

県から20人の高校生を同国・県に派遣。遊牧民のゲルや乗ラ

クダ、モンゴル相撲等の生活・文化を体験するとともに、現地

の高校生との交流を行った。

参加者からは、「草原や砂漠で辺りを見渡せば何も無く、今

まで悩んでいたことがちっぽけなものに思えてきた」「この交

流事業をきっかけに、日本とは異なる文化や暮らしなど、海

外を知ることの面白さを知った」等、現地でしか得られない

貴重な経験を踏まえた感想が寄せられた。

>

<大自然の中での交流>

<モンゴル国教育・科学省表敬訪問
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事例－４ 「県立ふじのくに中学校（夜間中学）開校」 【第２章ー４（２）】

2023 年４月、様々な理由により、日本や海外において９

年間の普通教育を修了していない人又は実質的に受けられ

ないまま卒業した人が、中学校の学習内容を学ぶことを目

的とした「県立ふじのくに中学校」を開校、磐田本校に９人、

三島教室に５人、計 14 人の入学生を迎え入れた。

日本語の習得状況に応じて、授業を「初期日本語」「学習

言語習得」「教科学習」の３コースの選択制とするとともに、

全ての授業でティームティーチングを実施し、様々な背景

を持ちながらも学ぶことを大切にしている生徒の思いに応

えるため、教育課程や支援体制の充実を図っている。 <遠隔教育システムを用いた開校式>

事例－５ 「社会全体の意見を反映した教育行政の推進」 【第３章１－（１）】

総合教育会議における協議をより社会全体の意見を反映

したものとするため、様々な分野の有識者による「地域自立

のための「人づくり・学校づくり」実践委員会」を設置し、

総合教育会議に先立ち、協議事項等について知事が意見を

聞いている。

本年度は、「グローカル人材の育成」「個々の能力や個性を

生かす教育の推進」等をテーマに、様々な分野の有識者が活

発な議論を行っている。また、静岡県立ふじのくに中学校の

視察を予定しており、教育現場を見た上でより深い議論に

つなげていく。 ＜地域自立のための「人づくり・学校づくり」実践委員会＞

事例－６ 「家庭や地域における教育力の向上」 【第３章－２（２）】

県では家庭や地域における子育てや人づくりについて助

言等を行う「人づくり推進員」を委嘱している。人づくり推

進員は、幼稚園や公民館等で開催される「人づくり地域懇談

会」等において、子育て等に関する講話やアドバイスを行っ

ている。

人づくり推進員の資質向上のため 12 月に開催した「人づ

くり推進員全体研修会」では、静岡県立大学短期大学部こど

も学科の小林佐知子教授による講演に加え、市町担当者を

交えた意見交換会を行った。

今後も人づくり推進員の知見を深め、推進員同士のつな

がりを強める機会を提供することで、「有徳の人づくり」を

推進する。

＜人づくり推進員全体研修会＞
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第１章 「文･武･芸」三道の鼎立を目指す教育の実現

Ⅴ 各章の評価

■施策体系

政策の柱 「知性」・「感性」を磨く学びの充実

(1) 個別最適な学び・協働的な学び・探究的な学びの深化

(2) ICT 等の活用による新たな学びの展開

(3) 乳幼児の教育・保育の充実

(4) 子どもの読書活動の推進

■目 標

＜目標１＞

◆児童生徒一人ひとりに応じた「個別最適な学び」と仲間との学び合いを中心と

する「協働的な学び」のそれぞれの良さを生かしつつ、自ら課題を設定し解決

に向けて情報収集や意見交換等を行っていく「探究的な学び」の充実を図り、

児童生徒の「知識及び技能」、「思考力、判断力、表現力等」、「学びに向かう

力、人間性等」をバランス良く育成します。

＜目標２＞

◆１人１台端末の環境や ICT 活用の利点を生かした授業改善、教員の指導力向上

や支援体制強化、時代の変化に即応した環境整備に取り組み、教育内容の充実

を図ります。

＜目標３＞

◆市町の幼児教育推進体制を支援し、県全体における教育・保育の機会の確保や

質の向上を図るとともに、幼稚園等と小学校の連携・接続を更に強化すること

で、子どもの発達や学びの連続性を保障し、幼児教育と小学校教育を円滑に接

続させます。

＜目標４＞

◆家庭、地域、学校が総がかりで子どもの読書活動推進に取り組み、生涯にわた

る読書習慣の基礎となる子どもの読書習慣の定着を図ります。

第１章 「文・武・芸」三道の鼎立を目指す教育の実現

１ 「知性」・「感性」を磨く学びの充実

21



第１章 「文･武･芸」三道の鼎立を目指す教育の実現

■成果指標

■直近の取組状況及び今後の取組の方向

＜目標１＞

◆小学校への専科指導教員の配置の拡充と高学年の教科担任制の推進のため、

2023 年度は、小学校高学年において、加配教員を 34 名配置し、専門性の高い

教科指導を実現するとともに、教員の持ちコマ数軽減など学校の働き方改革

を推進しています。2024 年度は、国の加配が更に拡充される見込みであるこ

とから、特に理数教科を中心に、小学校高学年の専科指導の充実を図ってい

きます。【義務教育課】

◆生徒の学習意欲の向上と学力定着を図るため、支援を希望する県立高等学校75

校において、退職教員、大学生等を活用した放課後学習指導等を実施しています。

今後も、外部人材を活用し、個に応じた指導の充実を図ります。【高校教育課】

◆高等学校における協働的・探究的な学びの充実に向け、指定校において、地域の

企業、大学等の外部機関と連携した探究活動を実施し、地域を活性化させるた

No 指標名 基準値 現状値 目標値 コロナ

成 1

全国規模の学力調

査で全国平均を上

回る科目の割合

(2021 年度)

小 0％

中 100％

(2022 年度)

小 33.3％

中 100％

B

(毎年度)

小 100％

中 100％

成 2

学級の友達(生徒)

との間で話し合う

活動を通じて、自

分の考えを深めた

り広げたりするこ

とができていると

答える児童生徒の

割合

(2021 年度)

小 78.2％

中 79.8％

(2023 年度)

小 82.2％

中 81.8％

目標値

以上

(2025 年度)

(現)小 80.0％

中 80.0％

(新)小 84.0％

中 84.0％

成 3

授業中に ICT を活

用して習熟度別学

習や協働学習など

専門的な指導がで

きる教員の割合

(2020 年度)

65.7％

(2022 年度)

77.3％
B

(2025 年度)

100％

成 4
幼児教育アドバイ

ザー等配置市町数

(2021 年度)

30 市町

(2022 年度)

32 市町
A

(2025 年度)

35 市町

(全市町)

成 5

家庭や地域で１週

間に１回以上本に

親しむ児童生徒の

割合

(2020 年度)

小 59.2％

中 42.9％

高 29.9％

特 53.8％

(2022 年度)

小 49.8％

中 37.1％

高 24.4％

特 31.9％

基準値

以下

(2025 年度)

小 70％

中 47％

高 34％

特 65％

成 6

県内市町立図書館

の児童図書の年間

貸出冊数(12 歳以

下の子ども１人当

たり)

(2020 年度)

20.8 冊

(2022 年度)

22.5 冊
B

(2025 年度)

24.0 冊

22



第１章 「文･武･芸」三道の鼎立を目指す教育の実現

めの方策等の課題解決を行っています。今後、指定校の取組を各学校へ周知し、

全県における協働的・探究的な学びの充実を図ります。【高校教育課】

◆探究的な学びの充実に向け、昨年度から引き続き８月に「探究シンポジウム」

を開催しました。また、１月にはオンラインプラットフォーム「探Ｑラボ

Shizuoka」を開設しました。今後、オンラインプラットフォームを活用して

高校におけるノウハウや情報の共有等を図り、探究的な学びを推進していき

ます。【教育政策課、高校教育課】

＜目標２＞

◆高校への指導主事の定期訪問時、11校で「授業改善のための ICT 活用」をテ

ーマに校内研修を実施しました。希望研修においても ICT 活用に関する内容

の講義・演習を実施し、目標達成度が 80%を超える研修もありました。また、

特別支援学校向けに新規希望研修を立ち上げ、99 名の参加がありました。今

後も、定期訪問、年次別研修等において、ICT 活用をテーマとした内容の講

義・演習を継続すると共に、ICT 活用の研究を進め、新たな参考資料を作成し

ます。【教育政策課、教育 DX推進課】

◆８月に実施した県内市町等で構成される「静岡県 ICT 教育推進協議会」を通

じて ICT 活用事例や生成 AI など最新の技術等に関し市町と情報共有を行い

ました。今後も市町の困り事へのフォローやタイムリーな情報提供に努めて

いきます。【教育 DX推進課】

◆2022年度入学生からBYODによる端末整備を進めつつ、貸出用端末の活用も含め

て、ICT環境の整備を進めています。今後も、ICT環境の整備とともに、それら

を活用した授業の充実に向け、研修の充実などを図ります。【教育DX推進課】

◆県立学校からの照会対応や技術支援のため、「GIGAスクール運営支援センター」

を設置しヘルプデスクを開設しているほか、授業改善や校内での研修などを行う

ICT支援員の派遣も実施しています。今後も、ヘルプデスクやICT支援員の派遣を

通じて、学校現場での更なるICT活用を促していきます。【教育DX推進課】

◆2022 年度に引き続き、文科省情報モラル教育推進事業検討委員会副座長など

を歴任した塩田氏を講師としつつ内容を更新した「情報モラル教育実践研修」

を７月に実施しました。その結果、研修員の目標達成度が82.1%から 92.9%に

増加しました。小中学校における情報モラル教育の重要性を鑑み、2024 年度も

同研修を継続して実施していく予定です。さらに県内学校の全教職員が受講可

能となるe-ラーニング形式でも実施します。【教育政策課、教育DX推進課】

＜目標３＞

◆保育者の多様な働き方に対応するため、研修会を会場参集又はオンライン･オ

ンデマンドでのハイブリッドで実施しています。さらに、発達に偏りがある

幼児や外国にルーツをもつ幼児への支援の在り方等、園のニーズに合わせた
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内容の動画コンテンツを作成し、研修内容の充実を図ります。【義務教育課】

◆外国にルーツをもつ幼児や発達障害等特別な配慮を必要とする幼児に対して、

５歳児対象の保育プログラムの開発を行っています。また、保育ソーシャル

ワーカー等の人材を活用し組織的に支援を行うインクルーシブ教育保育研究

を沼津市のモデル園で実施しています。今後は、保育プログラムの試案を、

沼津市のモデル園と磐田市のパイロット園において試行し、さらなる改善を

図っていきます。【義務教育課】

◆私立学校経常費助成を通じて私立幼稚園の自主性･独自性を活かした取組を

支援することで、預かり保育等のサービス向上や教員の処遇向上など、魅力

ある幼稚園づくりを進めています。引き続き、私立幼稚園の取組を支援する

ことで、魅力ある幼稚園づくりを促進します。【私学振興課】

＜目標４＞

◆５月、９月に開催した読書推進会議において、委員による静岡県子ども読書推

進計画の随時評価に加え、文科表彰、教育長表彰など学校及び団体に対する顕

彰活動を審査しました。今後も、読書活動推進会議を通して、読書推進事業の

評価や意見を得ながら、バリアフリー法等の内容を踏まえた「誰一人取り残さ

ない」読書推進計画の検討・策定等を図っていきます。【社会教育課】

◆子ども読書アドバイザーの知識や技術の向上、アドバイザー同士の交流による連

携の基盤づくりを目的に、５月にフォローアップ研修を開催しました。養成講座

とフォローアップ研修は３年ごと交互に実施しており、次年度は養成講座を２年

間かけて実施し、アドバイザーの養成及び認定を行います。【社会教育課】

◆児童書新刊情報の発信や県内図書館児童サービス担当向け研修・講座の開催

等を行ったほか、一部の講座は動画配信も実施しました。今後も、更なるサ

ービスの充実に努めていきます。【新図書館整備課】

◆県内の小・中・高・特別支援学校には関係課を通して、読書ボランティア団

体には市町を通して推薦を依頼し、優秀な読書活動の実態を把握するととも

に、その功績を顕彰しました。今後も優秀な読書活動の実践を行っている学

校及び団体を顕彰することで、より良い取組を県内各校、各市町に広く周知

していきます。【社会教育課】

■評価・課題

＜成果指標１＞

●「全国規模の学力調査で全国平均を上回る科目の割合」については、調査問

題や結果を分析し、授業改善方策について市町教育委員会を通して学校へ周

知してきたところですが、小学校については平均正答率が、算数科で 0.6 ポ

イント、理科で 1.2 ポイント全国平均を下回っています。【義務教育課】
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＜成果指標２＞

●「学級の友達(生徒)との間で話し合う活動を通じて、自分の考えを深めたり

広げたりすることができていると答える児童生徒の割合」については、学力

向上連絡協議会で市町教育委員会の指導主事へ対話的な学びの充実を図るよ

うに周知した結果、増加傾向になっています。【義務教育課】

＜成果指標３＞

●「授業中に ICT を活用して習熟度別学習や協働学習など専門的な指導ができ

る教員の割合」は増加していますが、校種による違いなどがあることから、

市町教育委員会等のニーズを踏まえた支援を行っていくことが課題です。

【教育 DX 推進課】

＜成果指標４＞

●「幼児教育アドバイザー等配置市町数」については、幼児教育アドバイ

ザー等の役割等を丁寧に説明した結果、着実に設置市町が増えています。

【義務教育課】

＜成果指標５＞

●「家庭や地域で１週間に１回以上本に親しむ児童生徒の割合」については、

様々な読書推進事業を実施していますが、依然本に親しむ児童生徒の割合は

増加しているとはいえません。重点事業である読書アドバイザーの養成と育

成については、市町によって活用方法に差が見られるなどの課題があります。

【社会教育課】

＜成果指標６＞

●「県内市町立図書館の児童図書の年間貸出冊数(12 歳以下の子ども１人当た

り)」については、市町の子ども読書アドバイザーが中心となり、学校や園で

の読み聞かせや保護者への家庭読書の啓発、公共施設での読書環境の整備を

したことで、多様な児童書を求めて、公立図書館の貸出冊数が増加している

と考えられます。【社会教育課】

■今後の取組方針

＜成果指標１＞

●今後、本県の実態に沿った分析を進め、改善方策等を市町教育委員会や学校

に提供することにより、更なる授業改善を図ります。【義務教育課】

＜成果指標２＞

●子供が学びを自分で調整する、個別最適な学びと多様な他者と協働や対話を

しながら資質・能力を育成する、協働的な学びの一体的な充実を図る授業づ

くりの推進を継続します。【義務教育課】
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＜成果指標３＞

●ICT を授業等に効果的に活用できるよう、研修内容の見直しや活用事例の共

有を図るとともに、学校現場や市町教育委員会のニーズにあわせたサポート

を実施していきます。【教育 DX推進課】

＜成果指標４＞

●幼児教育アドバイザー等の未設置の市町を訪問し、幼児教育アドバイザー等

の役割を説明し設置の意義について理解を図ります。【義務教育課】

＜成果指標５＞

●今後も継続して読書ガイドブック「本とともだち」の配布や静岡県子ども読

書アドバイザーの養成と育成により本に親しむ児童生徒の増加を図っていき

ます。市町によって差があるアドバイザーの活用方法については、アドバイ

ザーフォーラムの開催を通して、より効果的な体制を構築しているモデル市

町を紹介するなどの具体を示すことで、地域人材の活用により、読書活動の

活発化を促していきます。【社会教育課】

＜成果指標６＞

●今後も、子ども読書アドバイザーの養成と育成を継続し、アドバイザーの活

用の場を拡充していくことで、本に親しみ、本を活かす子供たちを増やして

いきます。【社会教育課】
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■施策体系

政策の柱 「技芸を磨く実学」の奨励

(1) 社会的・職業的自立に向けた教育の推進

(2) スポーツに親しむ環境づくりと健康教育の推進

(3) 多彩で魅力的な文化・芸術の創造・発信

(4) 地域資源の活用と未来への継承

■目 標

＜目標５＞

◆児童生徒が、社会的・職業的自立に向け、自らの生き方について考え、希望す

る進路を実現できるよう、自分自身の「価値観」と向き合う態度を育むととも

に、地域や産業界との連携・交流を通じた学習活動を積極的に取り入れます。

＜目標６＞

◆スポーツ交流の拡大を図るとともに、国内外で活躍するアスリートを育成し、

スポーツを愛する全ての人を惹き付けるスポーツの聖地づくりを推進します。

＜目標７＞

◆県民のスポーツへの関心を高めるとともに、健康に対する理解を促進し、スポ

ーツ活動や食育等を通じた県民の健康の保持・増進を図ります。

＜目標８＞

◆学校体育等の充実により、児童生徒の体力向上や健康の増進、健やかな成長を

促します。

＜目標９＞

◆本県が誇る文化・芸術の魅力を発信し、県民主体の創造的活動の促進や次代の

文化・芸術を担う人材の育成に取り組むとともに、子どもたちが感性豊かに育

ち、生涯を通じて文化・芸術に親しめる地域社会づくりを推進します。

＜目標 10＞

◆「ガストロノミーツーリズム」を推進するため、中核人材の育成やトップシェ

フによるストーリー発信等に取り組みます。

＜目標 11＞

◆富士山と韮山反射炉の保存・管理や普遍的価値の理解促進、地域における計画

的な文化財の保存・活用の促進のための取組を充実し、それらの価値を後世に

確実に継承します。

２ 「技芸を磨く実学」の奨励
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■成果指標

■直近の取組状況及び今後の取組の方向

＜目標５＞

◆「キャリア・パスポート」を活用し、児童生徒が１年間の目標設定をし、学習や

行事の振り返りをすることで、自分の頑張りや良さを実感できるように指導し

ています。今後も「キャリア・パスポート」を活用し、児童生徒一人ひとりのキ

ャリア形成と自己実現に向けて支援していきます。【義務教育課、高校教育課】

◆中学部・高等部の児童生徒は､職場見学や職場実習などを行い、就労へと繋げ

ていくキャリア教育を実施しています。今後も、本人、保護者と相談しなが

ら児童生徒の発達段階や特性及び障害に応じたキャリア教育を実施していき

ます。【特別支援教育課】

No 指標名 基準値 現状値 目標値 コロナ

成 7

「キャリア・パスポ

ート」を活用して指

導した学校の割合

―
(2022 年度)

92.0%
B

(毎年度)

100％

成 8
成人の週 1 回以上

のスポーツ実施率

(2020 年度)

57.7％

(2022 年度)

53.1％

基準値

以下

(毎年度)

70％

成 9
スポーツに親しん

だ県民の割合

(2020 年度)

90.2％

(2022 年度)

90.6%

目標値

以上

(毎年度)

90.2％以上

成 10

県内施設・大会等で

スポーツをする

人・観る人の人数

(2020 年度)

8,861,764 人

(2022 年度)

13,018,803 人
A

(毎年度)

15,000,000 人

成 11

学校の体育以外で

の１週間の運動時

間

(2020 年度)

小５男子 510 分

小５女子 330 分

(2022 年度)

小５男子 509 分

小５女子 313 分

基準値

以下

(2025 年度)

小５男子 560 分

小５女子 350 分

※

成 12

新体力テストで全

国平均を上回った

種目の割合

(2020 年度)

小 52.1％

中 63.0％

高 92.6％

(2022 年度)

小 20.8％

中 48.1％

高 85.2％

基準値

以下

(2025 年度)

小 100％

中 100％

高 100％

※

成 13

１年間に文化・芸術

の鑑賞又は活動を

行った人の割合

(2020 年度)

60.5％

(2019 年度)

53.4％

(2022 年度)

49.7％

基準値

以下

(2025 年度)

75％

成 14

自分が住んでいる

地域の文化的環境

に満足している人

の割合

―
(2022 年度)

45.4％

目標値

以上

(2025 年度)

40％

成 15

富士山の世界文化

遺産としての顕著

な普遍的価値を理

解している人の割

合

(2020 年度)

25％

(2022 年度)

22.1％

基準値

以下

(2025 年度)

50％

成 16

文化財保存活用地

域計画の国認定を

受けた市町数

(2020 年度)

０市町

(2022 年度)

６市町
B

(2025 年度)

18 市町
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◆小・中・高校の児童生徒に優れた技能者(静岡県技能マイスター)から仕事の魅

力や職業観を直接学ぶ機会を提供しており、12月末時点で56校 3,459 人が参

加しました。今後も、技能マイスターの新規認定により事業の基盤強化を図る

とともに、学校への周知を進め、活用を促進します。【職業能力開発課】

◆農林技術研究所における｢夏休み親子農業教室｣の開催など、各研究所におい

て児童・生徒や保護者を対象とした体験イベントを開催したほか、施設の一

般公開などを通じて、地域産業に関する学習の支援を行いました。また、各

研究所において、インターンシップ実習生を計 12 人受け入れを行いました。

今後も、各研究所において、児童・生徒が参加できる体験イベントを計画的

に行い、地域産業に対する理解の促進を図るとともに、インターンシップの

受け入れにより、農林水産業、工業、商業等の実学や地域産業の課題解決へ

の取組に触れる機会を創出します。【産業イノベーション推進課】

＜目標６＞

◆関係団体と連携し「県民スポーツ・レクリエーション祭」(４～11 月)や「し

ずおかスポーツフェスティバル」(５～１月)を開催しています。今後も、関

係団体と連携し「県民スポーツ・レクリエーション祭」や「しずおかスポー

ツフェスティバル」の開催数を増やすなど、スポーツイベントを充実させ、

スポーツに親しむ機会の拡充を図ります。【スポーツ振興課】

◆「親子運動あそびプログラム」の普及のため、親子を対象とした教室を６月

から 11月まで今年度６回開催しています。また、市町等と連携して「親子運

動あそびプログラム」のシートを配布しています。今後も、「親子運動あそ

びプログラム」の普及のための親子を対象とした教室を市町と連携して開催

することを検討します。【スポーツ振興課】

◆東京 2020 大会やリオ 2016 大会で活躍したパラリンピアンを障害者スポーツ

応援隊として学校や行事等に派遣し、スポーツの魅力を広く発信しているほ

か、今年度設立したふじのくにパラスポーツ推進コンソーシアムに参画し、

障害者スポーツの環境整備、パラアスリートの発掘・育成・支援、理解促進

や裾野拡大を図っています。今後も、障害者スポーツ応援隊の派遣事業を行

うと共に、コンソーシアムの活動に参画して、パラスポーツの振興を推進し

ていきます。【スポーツ振興課】

◆ジュニアスポーツを支えている運動部活動に対して、中学校・高等学校の県内

トップにある運動部活動への強化支援を行うことで、ジュニアのトップ選手を

育成しています。今後も、運動部活動強化支援事業にて、高体連、高野連、中

体連への支援を実施し、ジュニア世代の強化を図ります。【健康体育課】

◆サイクリングの県モデルルートの候補ルートであった「東京2020 オリンピッ

ク・パラリンピックコース」について、既存の山梨県モデルルートに本県区間
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を加えることについて、国に了承されたことから、新たな県モデルルートとし

て設定しました。今後は、残りの候補ルートである「塩の道ルート」「富士山

静岡空港周遊ルート」についても 2026 年度までの県モデルルートへの設定を

目指し、ワークショップや実走調査等を通じ、具体的なルート選定及び官民で

構成する協議会設置に向けた取組を促進していきます。【スポーツ政策課】

＜目標７＞

◆栄養教諭等の研修会において食育ガイドラインや指導案事例集を活用した研

修を実施しました。今後も、研修等の機会を活用し、食育ガイドラインの活

用を推進していきます。【健康体育課】

◆児童生徒や保護者を対象とした静岡茶講座や、栄養教諭等食育担当者に対し

てお茶に関する研修会を開催しました。今後も、小・中学校におけるお茶を

飲む機会や静岡茶の食育の機会の提供促進を図ります。【健康体育課】

＜目標８＞

◆学校において体育の実技指導を行う「学校体育実技指導協力者」に関して県

スポーツ協会や、本県に本拠地をおくプロ・実業団チームスタッフ等を、希

望する学校に対して実技指導者として派遣しています。今後も、学校のニー

ズに応じた指導者派遣ができるよう、指導者を拡充することにより、派遣事

業の充実を図ります。【健康体育課】

◆中学校における部活動の段階的な地域連携並びに地域クラブ活動への移行に

関して、有識者、関係団体、市町教育委員会担当者等を含めた協議会を設置

し、検討を行っています。今後は、協議会における検討結果及び国の動向等

を踏まえ、市町教育委員会等と連携し、持続可能な部活動と教員の負担軽減

の両立の実現に向けて適切に対応します。【健康体育課】

＜目標９＞

◆SPAC に関して新型コロナウイルス感染症による影響が縮小したことにより、

鑑賞者数は昨年度を上回る 28,799 人となりました。富山県や東京都での国内

出張公演や、フランスでの海外公演も成功させ、舞台芸術の魅力の発信に寄

与しました。今後も、「演劇の都」構想に基づく SPAC を核とした施策の展開

により、演劇をはじめとする舞台芸術を、本県文化の特色として際立たせ、

これまでの県民に対する舞台芸術鑑賞機会の創出に加え、人材育成、県民交

流、観光活用にもつなげていきます。【文化政策課】

◆東アジア文化都市2023静岡県のコア事業の一つとして、第９回静岡国際オペラ

コンクールを10月28日から11月５日に開催しました。着実な大会運営を図る

とともに、機運醸成を目的としたプレイベントや、中学生・高校生オペラ鑑賞事

業などを開催しました。開催年の合間になる年度については、機運醸成を目的と

したオペラ県民講座や中学生・高校生オペラ鑑賞教室を実施するとともに、国内
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外に向けた情報発信を行い、音楽文化の発展に貢献します。【文化政策課】

◆「ふじのくに文化教育プログラム」冊子を作成し、本年度１学期中に県内の学校

(小学校・中学校・高等学校・特別支援学校)の各学年に１部ずつ配布し、活用を

呼びかけました。冊子の内容は、HPでも閲覧できるようにして、情報の更新の

際には、HPの更新で対応していきます。引き続き、HPや冊子を活用した体験・

鑑賞機会の有効利用についての呼びかけを行います。【文化政策課】

◆地域資源の活用や社会課題に対応した住民主体の創造的な取組(アートプロ

ジェクト)に対して、助成と専門家による支援のほか、地域とクリエイティブ

人材を繋ぐ事業を「アーツカウンシルしずおか」が実施しました。今後も、

全市町でアートプロジェクトが開催され県民の誰もが表現者となれるよう、

「アーツカウンシルしずおか」が県内の地域課題の把握や担い手の発掘を行

い、住民主体のアートプロジェクトを支援していきます。【文化政策課】

＜目標 10＞

◆各地域の歴史・風土が育んだ食材や食文化、観光資源を活かした「ガストロ

ノミーツーリズム」について、地域の関係者とともにワークショップを行い、

地域ならではの食や食文化を体験できる旅行商品を造成するとともに、メデ

ィア向けファムトリップを行いました。また、東アジア文化都市 2023 静岡県

の協働事業の一つとして、観光の面で密接に関係する「食文化」と「温泉文

化」の発信と振興を図る「ふじのくに食と温泉文化フォーラム」を 11月 1 日

に開催しました。今後は、料理人、生産者、事業者等を構成員とした「ガス

トロノミーツーリズムフォーラム」により産学官連携体制を構築し、地域の

食文化を活かした観光サービスの創出や情報発信に引き続き取り組んでいき

ます。【観光政策課】

◆ふじのくに食の都づくり仕事人や食文化等の浸透に貢献する企業・団体の表

彰を令和６年２月に実施するほか、県内調理専門学校生を対象とする食の都

の授業や大学生対象の講座を開催します。今後も、情報発信や学生が県産食

材を学ぶ機会の創出により、ガストロノミーツーリズムに携わる人材を育成

します。【マーケティング課】

＜目標 11＞

◆富士山ごみ減量大作戦、草原性植物保全活動、富士山のごみ持ち帰りマナ

ー向上キャンペーン、柿田川自然観察会等を実施しました。引き続き、富

士登山マナーの普及を図りながら、清掃活動等の環境保全の取組を進めま

す。【自然保護課】

◆富士山世界遺産登録 10 周年を記念した国際シンポジウムを開催し研究成果

などを発表しました。併せて、美と祈りをテーマとした 10周年記念企画展、

富士山の噴火と崩壊を題材とした企画展などを開催し、12 月末時点で 11.2

万人が来館しました。出前講座は、12月末時点で学校団体 35件(3,109 人)、
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一般団体 43 件(1,471 人)、合計 78 件(4,580 人)の受講がありました。今後

も、毎年常設展示の一部更新を行い、年４～５回の企画展を開催します。ま

た、東京や大阪の観光商談会に参加し旅行会社のツアーに富士山世界遺産セ

ンターを組み込むよう働きかけるほか、県内各施設・学校への広報を継続し

て実施し、出前講座の受講と来館を促していきます。【富士山世界遺産課】

◆伊豆の国市と共同で、富士山・韮山反射炉の世界遺産 PRイベントを県内商業

施設で実施しました。また、富士山・韮山反射炉に関する県民講座を対面開

催に加えオンライン配信を進めたことにより、前年度に比べ 1.73％増の

6,951 人の受講がありました。引き続き、伊豆の国市と連携し、世界遺産 PR

イベントや県民講座の開催、動画のオンライン配信など、効果的な情報発信

に取り組むことにより、県民の理解を深めていきます。【富士山世界遺産課】

◆国・県指定文化財の情報は、2021 年に開設した「しずおか文化財ナビ」にて

管理し、新たに指定された国指定１件、県指定４件の情報を追加しました。

また、文化財所有者や管理者に対し、文化財の保存・修理に係る経費を助成

しました。引き続き、国・県指定文化財の情報について「しずおか文化財ナ

ビ」にて管理を行うとともに、文化財所有者や管理者が行う、文化財の保存・

修理に係る経費への助成を行います。【文化財課】

◆市町への働きかけや助言を行った結果、7月に伊豆の国市と富士市、12月に焼津

市と袋井市の「保存活用地域計画」が文化庁に認定され、本県における認定件数は

合計６件となりました。また、文化財個別の「保存活用計画」は、２件が作成され

ました。今後も、「保存活用地域計画」については、作成中の市町に対する随時の

助言を行うとともに、未着手の市町に対しては、研修会の開催や個別協議により、

早期の着手を促します。文化財個別の「保存活用計画」については、市町や文化財

所有者に作成に向けた働きかけと、作成時の助言を継続します。【文化財課】

■評価・課題

＜成果指標７＞

●「「キャリア・パスポート」を活用して指導した学校の割合」については、キャ

リア教育研修会における周知の結果、増加傾向にあります。高等学校において

は、キャリア・パスポート導入以前から、学校独自のポートフォリオを使ってい

ますが、校種間の連携を踏まえ各校におけるキャリア・パスポートの活用を促

進させる必要があります。【義務教育課、高校教育課、特別支援教育課】

＜成果指標８＞

●「成人の週 1回以上のスポーツ実施率」については、ニュースポーツのイベ

ント等の開催により、スポーツに親しむ機会を提供していますが、「仕事や

家事が忙しいから」、「面倒くさいから」などの理由で、スポーツの実施頻

度が増えていません。【スポーツ振興課】
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＜成果指標９＞

●「スポーツに親しんだ県民の割合」は、90%前後の高い水準を維持しています。

【スポーツ振興課】

＜成果指標 10＞

●「県内施設・大会等でスポーツをする人・観る人の人数」については、2021

年度中盤までは新型コロナウイルス感染症拡大に伴う緊急事態宣言の発出等

による外出自粛要請等によりスポーツをする人・観る人にも制限が掛かりま

したが、年度後半以降は感染症対策を徹底したうえで施設利用やイベント等

を実施する方向に変化してきました。【スポーツ政策課】

＜成果指標 11＞

●「学校の体育以外での１週間の運動時間」については、新型コロナウイルス

感染症拡大も影響し、小５男子 509 分、小５女子 313 分となっています。今

後、授業以外における運動時間を増やす取組が必要です。【健康体育課】

＜成果指標 12＞

●「新体力テストで全国平均を上回った種目の割合」については、児童の運動機会

を確保するために、体力アップコンテストしずおか等を実施し、子供の健康の

保持増進や体力向上の促進に取り組んできたところですが、新型コロナウイル

ス感染症拡大の影響もあり、小20.8％、中48.1％、高85.2％となっています。

今後、新体力テストの結果をもとにした取組が必要です。【健康体育課】

＜成果指標 13＞

●「１年間に文化・芸術の鑑賞又は活動を行った人の割合」は、新型コロナウ

イルス感染症の流行による県内文化施設での公演の中止等や、罹患、感染回

避による出控え等のため、49.7%と進捗が遅れています。一方、SPAC 公演等の

鑑賞者数や県芸術祭の参加者数、美術館や地球環境史ミュージアムの来館者

数は、軒並み増加傾向にありますが、コロナウイルス感染症の流行前に比べ

ると、文化芸術の鑑賞や活動数は低い水準になっており、県民に対するより

一層の働き掛けが必要です。【文化政策課】

＜成果指標 14＞

●文化芸術鑑賞や参加の機会提供だけでなく生活に身近な文化芸術活動への支

援を行うことにより、「自分が住んでいる地域の文化的環境に満足している

人の割合」は、45.4％と目標値を上回りました。【文化政策課】

＜成果指標 15＞

●「富士山の世界文化遺産としての顕著な普遍的価値を理解している人の割合」

については、特に「芸術作品への影響」についての理解の割合が低い傾向に

あるため、22.1％と基準値を下回りました。芸術の源泉としての富士山の価

値の、より一層の情報発信が課題となっています。【富士山世界遺産課】
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＜成果指標 16＞

●「文化財保存活用地域計画の国認定を受けた市町数」については、県主催の

研修会の開催や作成中の市町に対する随時の助言等により順調に進捗し、新

たに４市が国の認定を受けました。【文化財課】

■今後の取組方針

＜成果指標７＞

●キャリア・パスポートが活用されるようキャリア教育研修会等における

協議や、キャリア発達を促すための学校間・校種間の連携・接続を推進

し、社会的・職業的自立に向けて必要な資質・能力を育成していきます。

【義務教育課、高校教育課、特別支援教育課】

＜成果指標８＞

●市町、関係団体と連携して気軽に参加できるニュースポーツのイベント等の

開催や広報を充実させるとともに、働き世代、子育て世代といった他世代に

比べてスポーツ実施率が低い世代を主な対象として、親子運動あそびプログ

ラムの普及イベントなどスポーツに親しむ機会の拡大に努めていきます。

【スポーツ振興課】

＜成果指標９＞

●今後も、ニュースポーツの認知拡大やふじのくにパラスポーツコンソーシ

アムの活動を通じ、引き続き県民がスポーツに親しむ機会に取り組みます。

【スポーツ振興課】

＜成果指標 10＞

●大規模国際スポーツ大会のレガシーを継承した大会合宿誘致の推進や、ス

ポーツコミッション Shizuoka が中核となり、本県のスポーツの魅力を国内

外に情報発信し地域資源を活用したスポーツ交流の推進等に取り組みます。

【スポーツ政策課】

＜成果指標 11＞

●運動習慣の定着や運動好きな子どもを増やす取組として、体力アップコンテ

ストの活用促進やふじさんプログラムの活用周知を行います。【健康体育課】

＜成果指標 12＞

●新体力テストの分析結果をきちんと各学校に伝え、今後の対策を立てる一助

とします。また、体育実技指導協力者の派遣活用や、体力アップコンテスト

参加の周知を促進していきます。【健康体育課】
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＜成果指標 13＞

●東アジア文化都市 2023 静岡県の終了後も、東アジア文化都市で培った文化に

よる持続可能社会の創造を図るため、地域の文化資源の活用や、芸術イベン

トなどを継続的に実施するとともに、スポーツ、観光、産業等の発展に寄与

する仕組みの構築を図ります。【文化政策課】

＜成果指標 14＞

●多様な文化による地域づくりを支援する「アーツカウンシルしずおか」や学

校の文化施設の利用を促進する「文化教育プログラム」などを通して、県民

が身近に文化芸術活動に取り組むことにより、県民の満足度を更に高めてい

きます。【文化政策課】

＜成果指標 15＞

●世界遺産登録 10周年を契機に、後世に引き継ぐ機運を醸成するため、多様な

記念事業を展開し、改めて富士山の顕著で普遍的な価値の国内外への発信を

強化していきます。【富士山世界遺産課】

＜成果指標 16＞

●作成中の市町においては、確実な国認定につなげるため随時の助言を継続し、

未着手の市町に対しては、個別協議により、早期の着手を促します。【文化財課】
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■施策体系

政策の柱 学びを支える魅力ある学校づくりの推進

(1) 高等学校等の魅力化・特色化

(2) 教職員の資質向上及び学校マネジメント機能の強化

(3) 教職員の働き方改革の推進

(4) 学校施設等の安全・安心の確保

■目 標

＜目標 12＞

◆生徒が学びたいと思う多様な選択肢を提供できるよう、県立高等学校におけ

る普通科改革や新学科設置等による魅力ある高等学校づくりを計画的に推進

するとともに、公立学校と私立学校の連携を強化し、本県の生徒に対する教

育を総合的に推進します。

＜目標 13＞

◆多様なニーズに対応できる専門性や指導力、意欲等を持った教職員を育成し、

本県の児童生徒の学びの質の向上を図ります。

＜目標 14＞

◆教職員が行う学校業務の整理や効率化、外部人材の活用等により、教職員の

業務負担の軽減を図り、児童生徒と向き合う時間や新たな教育課題に取り組

む時間の拡充を図ります。

＜目標 15＞

◆老朽化した県立学校の建替えや長寿命化改修、特別支援学校の施設狭隘化解

消等を計画的に進めるとともに、通学路の安全対策や学校における危機管理

体制の充実に取り組み、児童生徒が安全にかつ安心して学べる学校づくりを

進めます。

■成果指標

３ 学びを支える魅力ある学校づくりの推進

No 指標名 基準値 現状値 目標値 コロナ

成 17

学校生活に満足し

ている生徒の割合

(公立高等学校)

(2020 年度)

78.3％

(2022 年度)

72.5％

基準値

以下

(2025 年度)

85％

成 18

学校の教員として

の自身の仕事にや

りがいを感じてい

る割合

(2020 年度)

94.2％

(2022 年度)

91.8％

基準値

以下

(2025 年度)

100％
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■直近の取組状況及び今後の取組の方向

＜目標 12＞

◆魅力ある高等学校づくりを推進するため、国の普通科改革を踏まえ、探究活

動を中心とするオンリーワン・ハイスクール事業を実施しています。2023 年

度は３年計画の最終となりますが、イノベーション・ハイスクール(文系・理

系をバランスよく学ぶリベラルアーツの推進等)を７校、アカデミック・ハイ

スクール(学際的・領域横断的な社会課題の探究等)を９校、グローカル・ハ

イスクール(地域協働による地域社会の課題解決に向けた探究等)を 11 校、

フューチャー・ハイスクール(過疎地域等の小規模校における地域に開かれた

学校づくり等)を６校で実施し、学科を超えたカリキュラムの実践や新たな学

校設定科目の開設等の成果が生まれています。今後は３年間の成果を他校と

も共有し、社会情勢の変化や生徒の多様な能力、適性、興味、関心等に応じ

た学びを実現することができる魅力ある高校づくりを引き続き推進します。

【高校教育課】

◆本県教育を取り巻く課題や状況変化を踏まえ、昨年度実施した「静岡県立高

等学校の在り方検討委員会」での協議を経て、高校の在り方に関する基本方

針を策定しました。今年度は、基本方針をさらに具体化した基本計画を策定

するとともに、引き続き、地域協議会で地区ごとの議論を進めていきます。

【高校教育課】

◆私立学校経常費助成を通じて、私立学校の自主性・独自性を活かした特色あ

る教育内容の充実を支援しています。引き続き、私立学校における特色ある

教育活動を支援し、県民の多様な教育ニーズに応えます。【私学振興課】

◆私立学校等における教育に係る経済的負担の軽減を図り、教育の機会均等に

No 指標名 基準値 現状値 目標値 コロナ

成 19

精神疾患による 30

日以上の特別休暇

及び休職者の在職

者比率

(2020 年度)

0.8％

(2022 年度)

1.08％

基準値

以下

(2025 年度)

0.7％以下
※

成 20
教職員の懲戒処分

件数

(2020 年度)

25件

(2022 年度)

14 件
B

(毎年度)

0 件

成 21

「児童生徒と向き

合う時間」や「指導

準備時間」が増えて

いると感じている

教員の割合

(2020 年度)

小 54.0％

中 59.7％

高 55.8％

特 59.8％

(2022 年度)

小 53.2％

中 54.8％

高 58.0％

特 61.1％

C

(2025 年度)

小 100％

中 100％

高 100％

特 100％

成 22

静岡県学校施設中

長期整備計画の進

捗率

(2020 年度)

14％

(2022 年度)

21.9%
B

(2025 年度)

32.5％

成 23
児童生徒の年間交

通事故死傷者数

(2019 年)

2,624 人

(2022 年)

1,968 人

目標値

以上

(2025 年)

2,500 人以下
※
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寄与するため、授業料減免を行った私立学校への支援や就学支援金の支給等

を行っています。引き続き、教育に係る経済的負担の軽減を図り、教育の機

会均等に寄与するための支援を行います。【私学振興課】

＜目標 13＞

◆教育公務員特例法に基づく「研修履歴を活用した対話に基づく受講奨励」を

開始し、教員の専門性や指導力を向上させる「個別最適な学び」と「協働的

な学び」を支援しています。また、授業、生徒指導、教育業務、組織運営に関

する基礎的、実践的な内容を扱う研修を実施し、教職員の専門性や指導力を

向上させる研修の充実を図っています。今後は、教育・福祉連携のための教

職員研修や特別支援学級(自閉症・情緒障害)担任の資質能力の向上に資する

研修、校内研修の充実に資する研修、管理職を対象としたメンタリング力を

高める研修、学校の業務改善に資する研修の開催を検討し、教職員の専門性

や指導力を向上させる研修の充実を図ります。【教育政策課】

◆教職員９人を６か月～１年間、民間企業に派遣する「民間企業等長期派遣型

研修」を実施したほか、中堅教諭の悉皆研修「中堅教諭等資質向上研修」に

おいて民間企業等での「社会体験研修」(２日間)を実施し、教職員の社会的

な視野の拡大と対人関係能力の向上を図っています。今後も、「民間企業等

長期派遣型研修」について研修派遣者数を拡大し、教職員の社会的視野の拡

大と対人関係能力の向上を図ります。【教育政策課】

◆校長及び教員の資質向上について協議を行う「静岡県教員育成協議会」(６

月・１月)を開催するとともに、教員養成等について協議を行う「静岡県教

員育成協議会」養成部会(７月・11 月)を開催し、教員等の資質向上に係る

大学との連携強化を図っています。今後も、県内大学との連携・協力を推

進し、教員としての資質・能力と実践力を兼ね備えた人材の育成を図りま

す。【教育政策課】

＜目標 14＞

◆働き方改革に関して、学校規模別グループによる取組状況の報告及び情報交

換を行ったほか、研修会等での取組内容の共有及び成果の発信をしました。

今後は、全校に「業務改善「夢」コーディネーター」を位置付け、オンライン

プラットフォームを介して学校間で課題や手法を共有し、取組から得られた

効果が高い手法を共有していきます。【義務教育課】

◆全国に先駆けて2018 年度から全校配置を進めている、スクール・サポート・

スタッフ(SSS)の全校配置を継続していることにより、教員の総勤務時間の縮

減が徐々に図られています。2023 年度は全校に原則週20時間配置しています。

教員でなくてもできる業務が SSS に能率よく移管されるようになってきてい

ます。今後も、全校配置を継続し、学校における働き方改革をより一層加速さ

せていきます。【義務教育課】
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◆「静岡県教職員人材バンク」の登録者情報について、市町教育委員会や県立

学校等と共有しながら活用しています。また、募集チラシの配布や配架、ホ

ームページへの掲載等を通して、周知を図り、「静岡県教職員人材バンク」

登録者は、小・中学校、高等学校、特別支援学校を合わせて、延べ 1,000 人

を超えました。今後は、市町教育委員会及び学校からの照会に対し、より速

やかな任用につながるよう、情報提供の方法を見直し、改善を図ります。ま

た、引き続き周知を図り、「静岡県教職員人材バンク」登録者のさらなる増

員を目指します。【義務教育課、高校教育課、特別支援教育課】

＜目標 15＞

◆「静岡県学校施設中長期整備計画」に基づき、11 校 15 棟の建替え又は耐震

補強設計に着手するとともに、３校４棟の建替え工事が完了済です。今後も、

「静岡県学校施設中長期整備計画」に基づき、施設の老朽化対策を推進しま

す。【教育施設課】

◆校舎の建替え等にあわせてエレベーター、バリアフリートイレ等を整備し、ユニバ

ーサルデザインを推進するともに、断熱性能の高い窓や外壁、LED照明等の整備に

よる省エネルギー効果の高い施設整備を進めています。今後も、建替え工事や計画

保全に併せて整備していきます。【教育施設課】

◆2023 年度から新たに県立学校施設魅力向上事業を立ち上げ、14 校 20 棟のト

イレ洋式化、乾式化の設計に着手しました。2029 年度までの７年間で、老朽

化改築の予定のない 25 校 35 棟についても洋式化、乾式化を進めていきます。

【教育施設課】

◆道路管理者と学校関係者、交通管理者で連携のうえ、2012年から継続している

通学路における合同点検を県内各地で実施しています。点検結果に基づき、横

断歩道の新設及び通学時間帯の指定方向外進行禁止の新設及び歩道整備やカラ

ー舗装の設置等を実施しました。今後も、関係機関での連携のうえ、点検を実施

し、点検結果により交通安全対策が必要とされた箇所において、歩道整備やカ

ラー舗装の設置等の対策を推進します。【道路整備課、健康体育課、交通規制課】

◆「静岡県立特別支援学校施設整備基本計画」の後期計画に基づき、今年度は中

東遠・浜松地区新特別支援学校の整備に向けて設計等に着手しました。今後も、

「静岡県立特別支援学校施設整備基本計画」に基づく着実な施設整備により、

狭隘化解消と通学負担の軽減を図ります。【教育施設課、特別支援教育課】

◆県立学校を訪問し危機管理マニュアルが実効性をもって活用されているかの

確認を行っており、2022 年度は 36 校、2023 年度は 38 校を訪問しました。今

後、2024 年度までの３年間で全校を訪問し、危機管理体制の充実を図ります。

【健康体育課】
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第１章 「文･武･芸」三道の鼎立を目指す教育の実現

■評価・課題

＜成果指標 17＞

●「学校生活に満足している生徒の割合(公立高等学校)」については、新型コ

ロナウイルス感染症の影響で学校行事等が中止や縮小となった影響が考えら

れます。これまで制限されてきた様々な教育活動の内、必要な活動を再開さ

せている状況下において、生徒の学習意欲を喚起する魅力ある学校づくりが

求められています。【高校教育課】

＜成果指標 18＞

●「学校の教員としての自身の仕事にやりがいを感じている割合」については、90％

を超える数字は保っているものの低下し続けており、やりがい向上に向けて教員を

支援する方策の検討が必要です。【義務教育課、高校教育課、特別支援教育課】

＜成果指標 19＞

●「精神疾患による 30 日以上の特別休暇及び休職者の在職者比率」について

は、精神疾患によるメンタル不調を予防するため、研修等のメンタルヘルス

対策に取り組んできたところですが、新型コロナウイルス感染症の影響もあ

り特別支援学校の教職員及び若年層の休職者が増加しており、今後特別支援

学校に特化した対応が必要です。【教育厚生課】

＜成果指標 20＞

●「教職員の懲戒処分件数」については、各種不祥事対策に取り組んだ結果、2022

年度は14件、2023年度(12月末現在)は 12件となりました。【教育総務課】

＜成果指標 21＞

●「「児童生徒と向き合う時間」や「指導準備時間」が増えていると感じてい

る教員の割合」については、業務改善の取組を集中的に行ってきたところで

すが、学校の小規模化による教員定数減の影響で教員１人あたりの業務量が

増えていることもあり、割合が十分に伸びない状況にあります。特別支援学

校では、2020年度後半からの新型コロナ対応業務スタッフの配置により、2021

年以降若干の改善が見られるものの、その伸びは限定的です。学校を支える

更なる人材の活用が必要です。【義務教育課、高校教育課、特別支援教育課】

＜成果指標 22＞

●「静岡県学校施設中長期整備計画の進捗率」については、計画どおり４棟の

建替えを実施したことにより、21.9％となりました。【教育施設課】

＜成果指標 23＞

●「児童生徒の年間交通事故死傷者数」については、交通安全指導者研修会を

実施し、事故の傾向等を担当者へ知らせる等児童生徒の交通事故防止に努め

ました。2020 年からの３年間は 2,000 人を下回っています。【健康体育課】
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第１章 「文･武･芸」三道の鼎立を目指す教育の実現

■今後の取組方針

＜成果指標 17＞

●普通科改革と高校生に魅力ある学習の提供を目的とした、「オンリーワン・

ハイスクール」事業の成果を他校とも共有するなど、社会情勢の変化や生徒

の多様な能力、適性、興味、関心等に応じた学びを実現することができる魅

力ある高校づくりを引き続き推進します。【高校教育課】

＜成果指標 18＞

●教員が多忙感や保護者対応等に困難さを抱えることでやりがいを見出せなく

なる状況があることから、教育 DX等による働き方改革を進めることで、教員

が教員の本来業務にかける時間を増やせるようにしていきます。さらに、若

手や異動後の教員を支援するため、校内の OJT を充実させ、専門性の向上を

図ります。【義務教育課、高校教育課、特別支援教育課】

＜成果指標 19＞

●特別支援学校専任サポートルームのほか、特別支援学校新規採用職員へのメ

ールマガジンと、事務職員の新規採用者に対して管理職員による面談を実施

します。【教育厚生課】

＜成果指標 20＞

●今後も、伝えたいポイントを明確にしたコンプライアンス通信の配信や「原

因別分類」６類型を活用した研修の実施(研修を他人事としないための新たな

視点の導入)等を通して、教職員の倫理観や使命感の高揚を図り、不祥事の根

絶を目指します。【教育総務課】

＜成果指標 21＞

●学校規模や教員定数に見合った学校経営をしていくことができるよう業務改

善を進め、教員が教員の本来業務にかける時間を増やせるようにしていきま

す。また、地域人材や専門職員等多様な人材活用を通して、業務負担の軽減

を図ります。【義務教育課、高校教育課、特別支援教育課】

＜成果指標 22＞

●静岡県学校施設中長期整備計画に則り建替えを実施していきます。【教育施設課】

＜成果指標 23＞

●各学校における交通安全教室を継続して行うとともに、交通安全担当者研修

を開催し交通安全教育の充実を図ります。【健康体育課】
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第２章 未来を切り拓く多様な人材を育む教育の実現

■施策体系

政策の柱 多様性を尊重する教育の実現

(1) 人権を尊重する教育の推進と人権文化の定着

(2) 多様な課題に応じたきめ細かな支援

(3) 特別な支援が必要な児童生徒への教育の充実

(4) 外国人県民・外国人児童生徒への教育の充実

■目 標

＜目標 16＞

◆人権教育等を通じて、他者への共感や思いやりを持つ態度を育成し、多様性

を認め合い、誰もが活躍できる「ダイバーシティ社会」を実現します。

＜目標 17＞

◆児童生徒の実情やニーズに応じた学習環境の整備や地域全体で困難を抱える

人たちを支える体制の充実に取り組み、児童生徒の置かれている環境や経済的

理由等による学習機会の格差を生じさせることなく、誰もが等しく教育を受け

られる機会の確保を図ります。

＜目標 18＞

◆地域との連携を強化し、特別な支援を必要とする児童生徒に対する支援にお

ける専門性の向上や内容の充実を図り、全ての児童生徒がその夢に向かって

挑戦していくことのできる環境を実現します。

＜目標 19＞

◆外国人県民に対する日本語教育の充実、外国人児童生徒の就学実態の継続的

な把握と日本語指導等の教育の充実を図るとともに、多文化共生意識の定着

を図り、外国人県民・外国人児童生徒がそれぞれの能力を発揮することので

きる環境を整備します。

第２章 未来を切り拓く多様な人材を育む教育の実現

１ 多様性を尊重する教育の実現
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第２章 未来を切り拓く多様な人材を育む教育の実現

■成果指標

■直近の取組状況及び今後の取組の方向

＜目標 16＞

◆人権啓発センター主催の講演会等を１月までに７回実施したほか、企業、学

校等が実施する研修への人権啓発指導員の派遣を行い、同じく 11月末までに

No 指標名 基準値 現状値 目標値 コロナ

成 24

「人権尊重の意識

が生活の中に定着

した県」であると感

じる県民の割合

(2021 年度)

39.5％

(2023 年度)

37.7％

基準値

以下

(2025 年度)

50％

成 25

困っている人を見

かけた際に声をか

けたことがある県

民の割合

(2021 年度)

33.0％

(2022 年度)

31.3％

基準値

以下

(2025 年度)

40％

成 26

固定的な性別役割

分担意識にとらわ

れない男性の割合

(2021 年度)

66.9％

(2022 年度)

－

(隔年調査)

-
(2025 年度)

80％

成 27

達成パートナーシ

ップ制度の人口カ

バー率

(2020 年度)

21.8％

(2022 年度)

100％

目標値

以上

(2022 年度)

100％

新規性的マイノリ

ティの方々の人権

を守る啓発や施策

について必要だと

思う人の割合

(2021 年度)

59.6％

(2022 年度)

ー

(隔年調査)

-
(2025 年度)

75％

成 28

学校に相談できる

人がいると答える

児童生徒の割合

(2020 年度)

小 82.3％

中 82.4％

高 80.0％

(2022 年度)

小 82.8％

中 78.9％

高 77.0％

C

(2025 年度)

小 100％

中 100％

高 100％

成 29

包括的相談支援体

制を構築した市町

数

(2020 年度)

15 市町

(2023 年度)

23 市町
B

(2024 年度)

35 市町

(全市町)

成 30

特別な支援が必要

な幼児児童生徒の

うち個別の指導計

画が作成されてい

る人数の割合

(2018 年度)

幼 93.6％

小 90.3％

中 89.1％

高 49.6％

(2022 年度)

幼 90.9％

小 91.7％

中 93.0％

高 89.4％

C

(2025 年度)

幼 100％

小 100％

中 100％

高 100％

成 31

日本語指導を受け

た児童生徒のうち、

学校を楽しいと答

えた割合(小・中学

生)

(2020 年度)

98％

(2022 年度)

94％

基準値

以下

(毎年度)

98％以上

成 32

地域日本語教育を

通じて多文化共生

の場づくりに取り

組む市町数

(2020 年度)

４市町

(2022 年度)

11 市町
B

(2025 年度)

19 市町
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第２章 未来を切り拓く多様な人材を育む教育の実現

59 回 延べ 7,600 人余りの受講がありました。今後も、講演会等の開催や企

業、学校等が実施する研修への人権啓発指導員の派遣のほか、各種人権相談

への対応などを通じて、今後も人権施策の推進を図ります。【地域福祉課】

◆民生委員や市町・企業の人権担当者等、地域や職場における人権啓発リーダ

ーを育成するため、８月に人権啓発指導者養成講座(計９講座)を開催しまし

た。より多くの人が参加しやすいようオンライン開催によるアーカイブ配信

とした結果、参加(聴講)人数が 376 人に増加しました。今後も、オンライン

の活用などにより、より多くの人が参加しやすい講座等の開催に取り組み、

人材の育成を図ります。【地域福祉課】

◆性的指向や性自認にかかわらず、誰もが暮らしやすい社会を実現するため、

ホームページによる情報発信や県内公共図書館での啓発パネルの巡回展示を

11か所で実施したほか、性的指向や性自認を理由に困難を抱えている人のた

めの電話相談を月２回実施し、交流会を５回実施しました。また、2023 年３

月に、法的に婚姻が認められていない同性カップル等の生きづらさや困りご

とを解消するため、県全域を対象とした「静岡県パートナーシップ宣誓制度」

を開始しました。今後も、静岡県パートナーシップ宣誓制度の周知や性の多

様性への理解促進のための啓発、研修を実施します。また、宣誓者の生活上

の困りごとの解消につなげるため、市町や事業所等と連携し、宣誓者が受け

られるサービスの拡充等に取り組みます。【男女共同参画課】

◆「多様性を認め合う学級づくり実践研修」を新たに実施するとともに、人権教育

指導者研修会、人権教育担当者会をはじめ、教員の年次別研修や管理職研修に

おいて男女共同参画や性の多様性に関する情報提供を行っています。今後も、

「多様性を認め合う学級づくり実践研修」を継続するとともに「人権教育の手

引き」や各種研修会を活用して、教職員の男女共同参画や性の多様性への理解

促進を図ります。【教育政策課、義務教育課、高校教育課、特別支援教育課】

＜目標 17＞

◆高等学校の「スクールカウンセラー」は、2021 年度から 10 人増員して 35

人を配置し、「スクールソーシャルワーカー」は、2021 年度から５人増員し

て 11 人を配置し、いじめ、不登校等の解消や、貧困、ヤングケアラーなど

様々な支援が必要な生徒への対応を行っています。今後も、個に応じた相談

に対応するよう、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの配

置拡充を図ります。【高校教育課】

◆スクールカウンセラー等を配置する私立学校を支援し、相談体制の充実を図

っています。引き続き、スクールカウンセラー等を配置する私立学校を支援

し、不登校、いじめ、進路等の児童生徒に係る多様な問題の解決を図ります。

【私学振興課】
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第２章 未来を切り拓く多様な人材を育む教育の実現

◆ヤングケアラーへの支援については、学校における出張講義の実施や普及啓

発素材の作成により、子どものヤングケアラーに対する認知度の向上を図り

ました。また、高い専門性が求められるヤングケアラーへの支援について、

アドバイザーを配置し、個別事例や支援体制構築について市町等への助言を

行うとともに、支援者向けのヘルプデスクを設置し、支援者からの相談対応

を行いました。引き続き、子どものヤングケアラーに対する認知度向上の取

組を進めるとともに、個別事案に対する支援方法等に対して市町に対する助

言等支援を行います。【こども家庭課】

◆不登校児童生徒が増加傾向にある中、公民が連携して支援の一層の充実を図

るため、不登校児童生徒の学びの場や居場所づくりを進めるフリースクール

等の民間施設と教育委員会、教育支援センターで構成する協議会を設置しま

した。今後は、協議会の場を活用して連携を強化しながら、ＩＣＴを活用し

た学びや社会とつながる場づくりに取り組む等、不登校児童生徒の多様なニ

ーズに応えられる支援体制の充実を図ります。【義務教育課】

◆子どもの居場所の立上げ支援や運営のアドバイスを行うコーディネーターの

配置、ふるさと納税や寄附金を活用した居場所の運営費に対する助成金など

による、県や市町、社会福祉協議会などの支援体制の強化が図られるととも

に、子どもの居場所づくりに対する機運の醸成等により、「子どもの居場所

の数」は 2021 年度から 88 箇所増加しました。今後は、子どもの居場所づく

りセミナーにおいては食材や資金の確保方法などを学ぶ担い手の育成のほか、

ひきこもりや学校を長期欠席している子どもの居場所づくりを実践している

方を講師とするなど、様々な運営ノウハウを提供し、多様な居場所づくりの

立上げを支援していきます。【こども家庭課】

◆社会的ひきこもり傾向にある子ども・若者を支援するため、青少年交流スペ

ース「アンダンテ」を活用し、相談・交流を実施しました。今後も、社会的ひ

きこもり傾向にある子ども・若者やその家族を支援するため、青少年交流ス

ペース「アンダンテ」を運営していきます。【社会教育課】

＜目標 18＞

◆就学支援地方研究協議会を開催し、各市町の指導主事に「共生・共育」の理

念や取組の周知を図っています。また、「交流籍」を活用した交流及び共同

学習を推進することで、共生社会の実現に向けた障害のある人の理解促進に

努めています。今後も、地域の方々に特別支援学校を知ってもらうことで、

障害への理解や啓発を促すことが重要であるため、学生ボランティア等を積

極的に受け入れるなど、学生に対しても「共生・共育」の理念を周知し、支

援者としての人材を育成していきます。【特別支援教育課】

45



第２章 未来を切り拓く多様な人材を育む教育の実現

◆通常学級に在籍する特別な支援を必要とする児童生徒を支援するために、週

20 時間勤務の支援員を 85 人配置しています。また、特別支援学級の知的障

害及び自閉・情緒障害の多人数学級に週 20 時間の非常勤講師を 75 人配置し

ています。昨今、通常学級に在籍する特別な支援を要する児童生徒の割合は

年々増加傾向にあります。特別支援教育の充実に資する人材配置の維持・拡

充について検討を進めていきます。【義務教育課】

◆各特別支援学校では、コーディネーターが中心となり必要に応じて幼稚園や

小学校に出向くなどして、教育相談や就学相談などに応じています。また、

就学前の幼児を対象とした体験・相談会開催等による早期からの教育相談を

実施しています。今後も、特別支援学校のセンター的機能をより積極的に活

用し、小・中・高等学校において、特別支援教育に対する教員の理解を促進

することで、児童生徒個々の教育的ニーズに対応した適正な就学につなげて

いきます。【特別支援教育課】

＜目標 19＞

◆外国人県民と地域住民による対話交流型の初期日本語教室を 11 市町で実施

しました。また、教室で活躍する人材の育成、県・市町間のネットワーク構

築を図るための会議等を開催しています。今後もこうした取組を進める市町

を拡大していきます。【多文化共生課】

◆2023 年度就学状況等調査(文部科学省調査)を全市町に実施しました。また、

就学状況等調査により判明した就学状況追跡調査対象者に対する就学の促進

を県独自の就学状況追跡調査により行っています。今後も、外国人児童生徒

担当者向けの協議会により各市町の不就学への支援体制について、情報交換

を行い支援の強化を図ります。【義務教育課、多文化共生課】

◆多文化共生意識の定着を目的とした出前講座を 66 件(11 月現在)実施しまし

た。今後も、グローバル人材育成の一助を担う事業として取り組んでいきま

す。【多文化共生課】

◆「外国人児童生徒相談員」、「外国人児童生徒スーパーバイザー」、「日本語指

導コーディネーター」を静東地区８名、静西地区11名任用し、各学校や市町の

要請により、外国人児童生徒の適応指導、指導担当者などへの助言、市町教育委

員会担当者への支援を訪問にて行っています。今後も、各学校や市町に、コーデ

ィネーターの役割を周知し、外国人児童生徒の適応指導、指導担当者などへの

助言、市町教育委員会担当者への支援を行います。【義務教育課】
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■評価・課題

＜成果指標 24＞

●「「人権尊重の意識が生活の中に定着した県」であると感じる県民の割合」

については、オンライン開催の導入の推進等、より多くの人が参加しやすい

啓発講座や講演会の実施に取り組んでいるものの、37.7％と減少しました。

社会の状況や県民が注目する事案を捉えながら、様々な人権課題に対応した

啓発を推進していく必要があります。【地域福祉課】

＜成果指標 25＞

●「困っている人を見かけた際に声をかけたことがある県民の割合」については、

東京2020 オリンピック・パラリンピックに向けたユニバーサルデザイン化の

全国的な機運の高まりとともに2020 年度に 34.2％まで上昇したものの、その

後は下降の傾向が見られ、基準値に対し、2022 年度は 31.3％に減少していま

す。ユニバーサルデザインの理念の普及を図り、相手の立場に立って思いやり

のある行動ができる県民を増やすための取組の推進が必要です。【県民生活課】

＜成果指標 26＞

●「固定的な性別役割分担意識にとらわれない男性の割合」については、これ

までも増加傾向で推移していることから、目標値の達成に向け引き続き、ジ

ェンダー平等の理解促進と意識改革の取組を進めていく必要があります。

【男女共同参画課】

＜成果指標 27＞

●「パートナーシップ制度の人口カバー率」については、県全域を対象とした

「静岡県パートナーシップ宣誓制度」を 2023 年３月から開始したことから、

目標値を達成しました。【男女共同参画課】

＜成果指標 28＞

●「学校に相談できる人がいると答える児童生徒の割合」については、中学校、

高等学校においては基準値以下となっています。教職員だけでなくスクール

カウンセラーや地域の方も含め、子どもたちが安心して学校生活を送ること

ができるよう働きかけていく必要があります。【義務教育課、高校教育課】

＜成果指標 29＞

●「包括的相談支援体制を構築した市町数」は、多機関の連携に精通したア

ドバイザー派遣などに取り組んだ結果、2023 年度は 23 市町となりました。

【福祉長寿政策課】

＜成果指標 30＞

●「特別な支援が必要な幼児児童生徒のうち個別の指導計画が作成されている

人数の割合」については、個別の指導計画の作成に関して、高等学校におい
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て、中学校からの指導履歴の引き継ぎが増加したこと等により、89.4%と上昇

しており、支援体制の構築が進みました。幼小中については、90％を超えて

いるものの数値は伸び悩んでいます。発達障害への理解に課題があることか

ら、作成の意義を浸透する必要があります。【義務教育課、高校教育課】

＜成果指標 31＞

●「日本語指導を受けた児童生徒のうち、学校を楽しいと答えた割合(小・中学

生)」については、90％を超える高い水準にあるものの、基準値を下回ってい

ます。日本語指導について、相談員の派遣や、担当教諭への研修等を行って

いますが、外国にルーツをもつ児童生徒が増えているため、十分な支援が届

いていない可能性があります。【義務教育課】

＜成果指標 32＞

●「地域日本語教育を通じて多文化共生の場づくりに取り組む市町数」について

は、新たにモデル地域日本語教室を実施したり、補助金を活用した市町が増加

したことにより、11市町となり、順調に推移しています。【多文化共生課】

■今後の取組方針

＜成果指標 24＞

●関係機関・団体と連携した情報発信により講座等への参加を促進するととも

に、社会の状況や発生する事案を的確に捉えながら、新たな人権問題を含め

た様々な課題をテーマとした啓発を推進し、人権尊重意識の高揚を図ります。

【地域福祉課】

＜成果指標 25＞

●相手の立場に立って思いやりのある行動ができる心の UD の視点による取組

を重点として、学校・企業・団体等を対象としたユニバーサルデザインに関

する講座の実施や、学生が行う UD 情報の発信等に引き続き取り組みます。

【県民生活課】

＜成果指標 26＞

●引き続き、広報・啓発によるジェンダ－平等の理解促進を図るとともに、セ

ミナーの開催等により、性別役割分担意識や制度、慣行の見直しなどの行動

変容につながるよう取り組みます。【男女共同参画課】

＜成果指標 27＞

●静岡県パートナーシップ宣誓制度の周知や性の多様性に対する理解促進のた

めの啓発、研修を引き続き実施します。また、宣誓者の生活上の困りごとの

解消につなげるため、市町や事業所等と連携し、宣誓者が受けられるサービ

スの拡充等に取り組みます。【男女共同参画課】
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＜成果指標 28＞

●子どもが抱える問題の共有を図るため、教職員とスクールカウンセラー等の

連携を強化するほか、研究指定校における取組の成果を検証するとともに、

その成果を各市町に周知していきます。【義務教育課、高校教育課】

＜成果指標 29＞

●市町へのアドバイザー派遣などを引き続き実施するとともに、要配慮者の支

援に取り組む多様な団体と市町との連携を促進します。【福祉長寿政策課】

＜成果指標 30＞

●個別の指導計画の作成及び活用について、研修等を通じて呼びかけ、PDCAサイク

ルを回し生徒の指導へ活かす取組を推進していきます。【義務教育課、高校教育課】

＜成果指標 31＞

●地区ごとに相談員が集まる研修会の内容を充実させ、相談員への情報共有等

も密に行います。【義務教育課】

＜成果指標 32＞

●日本語教室空白地域への教室設置の働きかけや、教室運営に携わる人材養成

や地域日本語教育ネットワ－クの構築を引き続き実施し、地域日本語教育を

通じた多文化共生の場づくりに取り組みます。【多文化共生課】
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■施策体系

政策の柱 グローバル・グローカル人材の育成

(1) 国際的な学びと地域学の推進

(2) 優れた才能や社会に貢献する力を伸ばす教育の充実

(3) 地域産業を担う人材の育成

(4) 自他の安全を守るために適切な判断・行動のできる人材の育成

(5) 環境保全と経済活動の両立を支える人材の育成

■目 標

＜目標 20＞

◆県民の国際交流や外国人留学生の受入れを推進するとともに、外国語による

コミュニケーション能力の向上を図り、国際的な感覚や視点を持って国内外

に貢献する人材を育成します。

＜目標 21＞

◆自らの能力を更に伸ばす機会や高度な専門的知識・技能を学ぶ機会を提供す

るとともに、社会の一員としての自立を促し、地域社会に貢献できる人材や

イノベーションを担う人材を育成します。

＜目標 22＞

◆地域や産業界との連携・交流を通じた実践的な学習活動を積極的に取り入れ、

高度な知識・技術と実践力を兼ね備えた地域人材を育成します。

＜目標 23＞

◆県民に対する防災教育や安全教育の充実を図り、自助・共助の社会を実現す

るとともに、自他の安全を守るために適切な判断・行動のできる人材を育成

します。

＜目標 24＞

◆環境教育を推進し、県民の環境意識の向上を図り、環境保全と経済活動が両立

した社会を実現するとともに、本県の豊かな自然環境を後世に継承していきま

す。

２ グローバル・グローカル人材の育成
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■成果指標

No 指標名 基準値 現状値 目標値 コロナ

成 33

中学校卒業段階で

CEFR の A１レベル

相当以上、高等学校

卒業段階で CEFR の

A２レベル以上の英

語力を達成した中

高生の割合

(2019 年度)

中 38.0％

高 48.2％

(2022 年度)

中 36.7％

高 53.6％

B

(2025 年度)

(現)中 50％

高 50％

(新)中 50％

高 60％

成 34

県内高等教育機関

から海外への留学

生数

(2020 年度)

19人

(2019 年度)

887 人

(2022 年度)

274 人
C

(2025 年度)

1,000 人
※

成 35 外国人留学生数

(2020 年度)

3,939 人

(2019 年度)

3,589 人

(2022 年度)

3,513 人

基準値

以下

(2025 年度)

5,000 人
※

成 36
JICA 海外協力隊等

への派遣者数

(2020 年度まで)

累計 1,800 人

(2019 年度まで)

累計 1,800 人

(2022 年度まで)

累計 1,837 人
C

(2025 年度)

累計 1,950 人
※

成 37

自分の将来に対す

る夢や希望を持っ

ている生徒の割合

(2020 年度)

中 72.4％

高 74.7％

(2022 年度)

中 64.5％

高 72.1％

基準値

以下

(毎年度)

中 80％

高 90％

成 38

自然科学やものづ

くりに関心がある

と答える児童生徒

の割合

(2020 年度)

小 75.6％

中 71.6％

高 56.1％

(2022 年度)

小 78.1％

中 66.3％

高 54.7％

C

(2025 年度)

小 80％

中 80％

高 75％

成 39

高等学校における

就職支援コーディ

ネーターによる

面接相談・就職指導

による就職内定率

(2020 年度)

96.7％

(2022 年度)

98.0%
B

(2025 年度)

100％

成 40

地域で行われた防

災訓練への児童生

徒の参加率

（2020 年度）

―

(2019 年度)

58％

(2022 年度)

34%

基準値

以下

(2025 年度)

100％
※

成 41

自主防災組織によ

る防災訓練・防災研

修実施率

(2021 年度)

84.4％

(2022 年度)

89.2％
B

(毎年度)

100％
※

成 42
交通人身事故の年

間発生件数

(2020 年)

20,667 件

(2022 年)

18,678 件
B

(2025 年)

15,000 件以下

成 43

環境保全活動を実

施している若者世

代の割合

(2021 年度)

77.4％

(2022 年度)

74.8％

基準値

以下

(2025 年度)

78％
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■直近の取組状況及び今後の取組の方向

＜目標 20＞

◆本県独自の産学官連携による奨学金制度「ふじのくに留学応援奨学金」や、

各国大使館等と連携して行う「海外留学応援フェア」の開催等を通し、海外

留学を希望する学生を支援しています。今後も、「ふじのくに留学応援奨学

金」や「海外留学応援フェア」など学生が留学しやすい環境整備や、県内大

学生の留学意欲の醸成を図り、海外への留学促進を図ります。【大学課】

◆ふじのくに地域・大学コンソーシアムが主体となり、国際交流ツアーなど留

学生と日本人学生が交流する場の創出に取り組んでいるほか、県内留学や就

職に関する総合窓口として構築した留学生デジタルプラットフォームを活用

し、留学生獲得から滞在・就職支援までの一体的な支援に取り組んでいます。

今後も、ふじのくに地域・大学コンソーシアムへの支援を通じ、留学生の受

入から就職までの一体的な支援を行います。【大学課】

◆共に自然災害が多発する気候風土である台湾と本県の高校生が防災をテーマ

にオンラインで交流し、交流の様子を広く一般に広報することで海外への興味

関心を喚起しました。2023 年度は８月に本県の高校生が台湾を訪問、１月には

台湾の高校生が本県を訪問し、防災分野で対面交流を行いました。今後も、教

育委員会と連携して、防災分野を中心とした相互訪問を通じて交流を深めてい

きます。【地域外交課】

◆国際的視野や異文化理解を育む高校生の国際交流や異文化体験の推進のため、

コロナ禍で中断していたモンゴル国との相互訪問や留学支援を本格的に再開

しました。引き続き、モンゴル国・ドルノゴビ県との相互訪問を継続すると

ともに、新たに探究を伴う留学を支援する等、海外での学びを推進し、将来

国内外で活躍できるグローバル人材の育成を図ります。【教育政策課】

◆「日本語パートナーズ派遣事業」に関して、国際交流基金や派遣経験者と協

力し、新旧派遣者の知事表敬訪問を行うとともに、県の広報媒体での体験談

紹介や説明会の開催により、日本語パートナーズ事業への県民の参加を促し

ました。また、静岡県推薦プログラムによる 2023 年度派遣者の募集・選考を

実施しました。2023 年度も 2024 年度派遣者の募集・選考を実施しました。引

き続き、本県関係者の推薦や、派遣制度の周知を通じて、県民の国際感覚の

醸成や、海外への興味関心の喚起を図ります。【地域外交課】

◆国際バカロレア教育の県立高校への導入を目指し、2024 年度に開校予定であ

る「ふじのくに国際高校」を導入校とすることについて、2023 年５月に国際

バカロレア機構から認定を受けました。今後は、2026 年度の導入を目指し、

教員養成等の準備を進めていきます。【高校教育課】
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＜目標 21＞

◆県内中学生を対象とした「未来を切り拓く Dream 授業」を、８月に３泊４日

で開催し、応募者 82 名から抽選で選ばれた 30 名が、講義やグループディス

カッションに積極的に参加しました。また、過去参加者等６人がユースリー

ダーとして参加しました。参加した中学生からは「いろいろな学校の人と意

見交換でき、新しい視点でものごとを考えることができた」との感想が聞か

れ、参加者の成長につながりました。2024 年度も、中学生がより興味をもつ

講師やプログラムを検討し、継続して開催します。【総合教育課】

◆選考を経た５名の高校生が県推薦者として７月下旬から８月上旬に開催され

た日本の次世代リーダー養成塾に参加しました。参加した高校生からは「様々

な価値観の違う意見を知ることができ、より視野が広がった」との感想が聞

かれ、参加者の成長につながりました。今後も、本県推薦枠に対し、より余

裕のある応募期間の設定や要件緩和、広報活動の充実等により、応募者の増

加に取り組んでいきます。【総合教育課】

◆地域活動を牽引するリーダー等の養成講座であるコミュニティカレッジを１

回、遠隔地住民の受講を考慮した出張コミュニティカレッジを２回開催しま

した。計 68人が修了し、その結果、コミュニティカレッジの累計修了者数は

1,259 人に増加しました。引き続き、コミュニティカレッジを年１回、出張コ

ミュニティカレッジを年２回開催し、地域活動を牽引するリーダー等の養成

に取り組んで行きます。【地域振興課】

＜目標 22＞

◆「プロフェッショナルへの道」事業において、職業系専門学科等を設置する高等

学校の生徒に対し、専門科目の実験・実習等における高度技術者等の招聘を行

っているほか、大学での研究体験等の機会を提供しています。今後も、産業界や

大学等と連携し、生徒の技能・知識の確実な習得を支援します。【高校教育課】

◆県立工業高等学校２校に特別教諭を配置し、所属校における教育活動だけで

なく、中学校を含む他校への出張授業の実施など、幅広い視野に立った教育

を推進しています。また、文部科学省指定「マイスター・ハイスクール事業」

では、浜松城北工業高校において民間企業から CEO と産業実務家教員を招き、

地域産業を担う人材育成を行なっています。今後も生徒が最新の知識と技術

を習得できる環境の構築を進めていきます。【高校教育課】

◆県立農林環境専門職大学において、実習・演習を重視した実践的教育を実施

し、高度な技術や知識を持つ人材の養成に取り組んでいます。今後も、実習・

演習を重視した実践的な教育を実施することで、高度な技術や知識を持つ人

材の養成に取り組みます。【農業ビジネス課】
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◆森林技術者のキャリアアップと指導者の育成を図るため、指導力向上等の研

修を 15日間実施しました。また、林業労働者の安全性の確保及び生産性の向

上を図るため、ICT 等の新技術活用研修等を９日間実施しました。今後も、研

修等を通じ、森林技術者の技術力向上を支援します。【林業振興課】

＜目標 23＞

◆地域で防災活動に従事する方や行政職員などを対象に、「ふじのくに防災士

養成講座」を開講しています。2023 年度はオンライン配信との併用開催とし、

受講定員を引き上げました。今後は、「ふじのくに防災士」に認定された方

のフォローアップ講座を実施するとともに、来年度以降もより多くの参加を

募り、引き続き地域を担う人材の育成に取組みます。【危機情報課】

◆より多くの方へ防災啓発を行うために、2023 年２月にデジタル地震防災セン

ターを開設しました。来館が困難な方にも館内展示の見学や防災学習の機会

を提供しています。今後も出張展示や防災講話と併せて、県民の防災意識の

向上に取り組みます。【危機情報課】

◆「市町教育委員会学校安全担当者説明会」にて、「わたしの避難計画」の取

組についての説明を実施しました。また、学校防災担当者が受講するｅラー

ニングに「わたしの避難計画」作成解説動画を追加しました。今後も、「わ

たしの避難計画」を活用した、災害に対する県民の理解促進に取り組みます。

【危機政策課】

◆自宅周辺の災害リスクを確認し、早期に避難できるよう、住民等自らによる避

難行動計画(「わたしの避難計画」やマイ・タイムライン)の作成を呼び掛けてい

ます。今後も、災害に対する県民の理解促進に取り組みます。【危機対策課】

◆中学１年生及び高校１年生を対象に「自転車セーフティー＆マナー」副読本

を配布し、中高生の自転車マナー向上を図っています。今後も、中学・高校

の新１年生に「自転車セーフティー＆マナー」副読本を配布し、交通安全教

育を推進します。【くらし交通安全課】

＜目標 24＞

◆環境学習のコンテンツをまとめたポータルサイト「ふじのくに環境ラボ」を

開設、小学生とその保護者を対象にした環境学習会の開催、大学の環境サー

クルと連携した子ども向けイベント開催等により、環境保全活動の大切さを

考える契機を提供しています。また、静岡大学と連携し、高校生が大学生の

支援のもと、脱炭素の向けた企画の立案や実践活動を実施しています。今後

も、「ふじのくに環境ラボ」の普及を行うとともに、引き続き、環境学習会

や環境学習イベントの開催等、若者世代が環境保全等に対する意識や行動を

高める機会を創出していきます。また、静岡大学との連携事業の推進により、

若者世代への情報発信等を進めていきます。【環境政策課】
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◆地球温暖化対策アプリ「クルポ」を２月にリニューアルして機能を充実させ、県

民一人ひとりが地球温暖化防止のための活動(脱炭素アクション)を楽しみなが

ら実践することを促しています。今後も、さらなる利用の増加を目指し、脱炭素

アクションの充実や、市町等と連携した広報の強化を図ります。【環境政策課】

◆一人ひとりの実践行動を呼び掛ける６R 県民運動では、できることから取り

組み、取組を増やしてもらうことが重要であることから、賛同者への支援、

公共施設等における展示啓発を実施したほか、清掃活動イベントを開催しま

した。引き続き、ごみの発生抑制や清掃活動等の実践を啓発していきます。

また、地域で行われる清掃活動の情報発信に加え、「スポ GOMI」や「プロギ

ング」など、競技やフィットネスと併せて行う清掃活動の情報等も発信し、

さらなる啓発を行います。【廃棄物リサイクル課】

■評価・課題

＜成果指標 33＞

●「中学校卒業段階で CEFR の A１レベル相当以上、高等学校卒業段階で CEFR

の A２レベル以上の英語力を達成した中高生の割合」については、中学校に

おける英語力の向上において、授業改善を研究指定校を設けて行い、その取

組を県内に周知していますが、まだ十分ではないため、基準値以下となって

います。高等学校については、コミュニケーションを重視した授業や、ALT を

活用した教員の英語力向上を図る取組等により、50％以上の達成率となって

います。【義務教育課、高校教育課】

＜成果指標 34＞

●「県内高等教育機関から海外への留学生数」については、新型コロナウイル

ス感染症の影響による世界的な出入国制限により激減しており、新型コロナ

ウイルス感染症拡大前の水準に回復させるためには、留学に向けた財政的支

援や最新の留学情報の発信の強化により、留学の支援や留学の機運を再び醸

成させることが必要です。【大学課】

＜成果指標 35＞

●「外国人留学生数」については、新型コロナウイルス感染症の影響による諸

外国からの入国制限の影響により減少しており、新型コロナウイルス感染症

拡大前の水準に回復させるためには、デジタルと対面によるリクルーティン

グや情報発信等の強化により、外国人留学生の留学機運を喚起させる取組の

一層の推進が必要です。【大学課】

＜成果指標 36＞

●「JICA海外協力隊等への派遣者数」については、新型コロナウイルス感染症の

影響により派遣が抑制されていましたが、2022年度の派遣者数は前年から26人

増加し、前年の11人の倍以上となるなど、回復しつつあります。【地域外交課】
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＜成果指標 37＞

●「自分の将来に対する夢や希望を持っている生徒の割合」については、キャ

リア教育等に工夫して取り組みましたが、２年連続で基準値以下となってい

ます。新型コロナウイルス感染症による閉塞感が影響した可能性もあります。

【義務教育課、高校教育課】

＜成果指標 38＞

●「自然科学やものづくりに関心があると答える児童生徒の割合」については、

小学校における理科の授業を工夫し子供たちが主体的に学ぶことができるよ

うな授業づくりに取り組んだ結果、科学への興味関心が少しずつ高まってい

ますが、中高においては基準値を下回っています。新型コロナウイルス感染

症拡大の影響で、大学等の連携が減少したことが影響した可能性もあります。

【義務教育課、高校教育課】

＜成果指標 39＞

●「高等学校における就職支援コーディネーターによる面接相談・就職指導に

よる就職内定率」については、高校生就職マッチング対策事業による就職支

援コーディネーターを県内３地区に各１人配置し、個別の就職マッチング支

援を行い、就職未内定者の支援を行なっています。【高校教育課】

＜成果指標 40＞

●「地域で行われた防災訓練への児童生徒の参加率」については、これまで新

型コロナウイルス感染症により、児童生徒に対する参加啓発も限定的となっ

ていたため、児童生徒の防災意識向上にあらためて取り組む必要があります。

【健康体育課】

＜成果指標 41＞

●「自主防災組織による防災訓練・防災研修実施率」については、自主防災組

織と地域の学校の協力により、訓練の実施率が増加しました。【危機情報課】

＜成果指標 42＞

●「交通人身事故の年間発生件数」については、交通事故発生実態の分析を踏

まえた PDCA サイクルに基づく交通指導取締りやレッドパトロールの推進、道

路交通環境の整備、参加・体験・実践型の交通安全教育などに取り組んだ結

果、交通人身事故の発生件数が 18,678 件となりました。【交通企画課】

＜成果指標 43＞

●「環境保全活動を実践している若者世代の割合」については、2022 年度の実

績値が前年度と比べ微減しており、引き続き若年層に重点を置いた環境保全

等に対する意識の向上が必要です。【環境政策課】
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■今後の取組方針

＜成果指標 33＞

●引き続き、国際社会において、自らの意思を的確に表現し、コミュニケーシ

ョンをとる能力を育成するため、生徒の外国語を学ぶ意欲や使う力の向上を

図ります。中学校教員向けの研修を充実させ、さらなる授業改善に取り組む

とともに、高等学校においてはオンラインを活用した海外の高校生との交流

の場も新たに創出していきます。【義務教育課、高校教育課】

＜成果指標 34＞

●「ふじのくに留学応援奨学金」や「海外留学応援フェア」など、学生が留学

しやすい環境整備や県内大学生の留学意欲の醸成を図り、留学生数の増加を

目指します。【大学課】

＜成果指標 35＞

●ふじのくに地域・大学コンソーシアムと連携し、現地におけるリクルーティ

ング活動の強化や県内就職を希望する留学生を取りこぼさないため、対面と

デジタルプラットフォームを活用した入口から出口までの一体的な取組や伴

走型支援により本県への留学の魅力を高め、幅広い国から多様な外国人留学

生の受入れ増加を目指します。【大学課】

＜成果指標 36＞

●JICA海外協力隊事業の周知や派遣帰国者による報告会、日本語パートナーズ派

遣経験者による体験談の紹介等を通じたPRにより、国際協力事業に対する県民

の関心の喚起を推進していきます。【地域外交課】

＜成果指標 37＞

●引き続きキャリア教育の充実を図るとともに、「探究学習」を推進し、

変化の激しい時代を生きる生徒に求められる資質・能力を育成します。

【義務教育課、高校教育課】

＜成果指標 38＞

●大学等関係機関と連携しながら、理科・数学等に係る意欲・能力を伸ばし、

科学好きの生徒の裾野を広げていきます。【義務教育課、高校教育課】

＜成果指標 39＞

●就職支援を引き続き実施し、就職未内定者の減少を図っていきます。【高校教育課】

＜成果指標 40＞

●「防災講話」や「防災演習」の実施により、児童生徒の防災意識の向上を図

ります。【健康体育課】

＜成果指標 41＞

●今後もジュニア防災士養成講座と併せて防災訓練の実施を呼び掛けます。

【危機情報課】
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＜成果指標 42＞

●引き続き、交通事故発生実態等を考慮した交通指導取締りや道路交通環境の

整備、交通安全教育、街頭指導や広報啓発活動等を実施して目標達成に向け

取り組みます。【交通企画課】

＜成果指標 43＞

●SNS 動画等を活用した情報発信に加え、環境学習・活動情報の発信を行う「環

境学習ポータルサイト」の活用や、大学生による子どもたちへの環境学習イ

ベントの開催等、若者世代が環境保全等に対する意識や行動を高める機会を

創出していきます。また、静岡大学と連携し大学生の支援による高校生の脱

炭素企画立案・実践人材育成事業等の実施により、若者世代への情報発信等

を進めていきます。【環境政策課】
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■施策体系

政策の柱 高等教育の充実

(1) 高等教育機能の強化

■目 標

＜目標 25＞

◆産業界や地方自治体との連携や教育機関同士の連携を推進し、高等教育機関

における教育・研究機能の充実を図り、地域に貢献できる人材を育成します。

■成果指標

■直近の取組状況及び今後の取組の方向

＜目標 25＞

◆ふじのくに地域・大学コンソーシアムと連携し、地域、企業及び教育機関と

連携して行う地域活動や教育活動を支援しています。今後も、若者の県内定

着を促進するため、産学官の連携により、学生が県内企業を知る取組など、

地域企業への理解を深めるキャリア教育を更に推進します。【大学課】

◆ふじのくに地域・大学コンソーシアムが行う短期集中単位互換授業、ゼミ学

生等地域貢献推進事業、小中高大連携事業等を支援しています。ふじのくに

地域・大学コンソーシアムへの支援を通し、本県の教育・研究機能の強化を

図っていきます。【大学課】

◆オンライン併用によるリカレント教育プログラムを開講したほか、ふじのく

に地域・大学コンソーシアムが行うオンデマンド配信併用による短期集中単

３ 高等教育の充実

No 指標名 基準値 現状値 目標値 コロナ

成 44

静岡県立大学、静岡

文化芸術大学、静岡

社会健康医学大学

院大学の中期目

標・中期計画の進捗

状況

(2020 年度)

県立大 100％

文芸大 100％

大学院大学 ―

(2022 年度)

県立大 100％

文芸大 100％

大学院大学 100％

目標値

以上

(毎年度)

県立大 100％

文芸大 100％

大学院大学 100％

成 45

農林環境専門職大

学の自己点検・評価

において評価事項

に適合している項

目の割合

(2020 年度)

100％

(2022 年度)

100％

目標値

以上

(毎年度)

100％

成 46

ふじのくに地域・大

学コンソーシアム

等による地域課題

解決提案数

(2017～2020年度)

累計 101 件

(2022 年度)

32 件
B

(2022～2025年度)

累計 100 件
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位互換授業の取組を支援するなど、デジタル技術の活用を促進しました。ふ

じのくに地域・大学コンソーシアムにおけるデジタル技術を活用した取組を

支援していきます。【大学課】

■評価・課題

＜成果指標 44＞

●「静岡県立大学、静岡文化芸術大学、静岡社会健康医学大学院大学の中期目

標・中期計画の進捗状況」については、静岡県立大学、静岡文化芸術大学、

静岡社会健康医学大学院大学の中期目標の達成に向けた教育研究の質の向上

や業務運営の改善等の取組は順調に進捗しています。【大学課・健康政策課】

＜成果指標 45＞

●「農林環境専門職大学の自己点検・評価において評価事項に適合している項

目の割合」については、着実な大学運営に取り組むことで、目標値以上の成

果を達成しました。【農業ビジネス課】

＜成果指標 46＞

●「ふじのくに地域・大学コンソーシアム等による地域課題解決提案数」につ

いては、ふじのくに地域・大学コンソーシアムが実施する地域課題の解決方

策の提言や課題解決のための実践的な研究を通じて、大学間、企業、地方公

共団体、高校等との連携事業を行っています。【大学課】

■今後の取組方針

＜成果指標 44＞

●引き続き、公立大学法人評価委員会等による中期目標期間評価及び業務実績

評価を行い、中期目標の達成に向け取り組みます。【大学課・健康政策課】

＜成果指標 45＞

●引き続き、自己点検・評価規程に基づく点検及び評価を実施し、自己改善の

継続的な実施に努めます。【農業ビジネス課】

＜成果指標 46＞

●ふじのくに地域・大学コンソーシアムへの支援を通じて、大学間及び大学と

地域の連携を促進し、高等教育機関の教育・研究の充実とその成果を地域へ

還元し、地域社会の発展を目指します。【大学課】
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■施策体系

政策の柱 生涯を通じた学びの機会の充実

(1) 全世代に対する学びの機会の充実

(2) 誰もがともに学ぶことのできる機会の充実

■目 標

＜目標 26＞

◆「人生 100 年時代」を踏まえ、誰もが生涯を通じて、学びたい時に学ぶこと

のできる環境を整備します。

＜目標 27＞

◆学びの場づくりや学びを支える人の育成により、障害の有無や国籍等にかか

わらず、誰もがともに学ぶことのできる環境を整備します。

■成果指標

■直近の取組状況及び今後の取組の方向

＜目標 26＞

◆各市町において、公民館や生涯学習施設等を活用した講座・学級の開催数は

6,066 回であり、昨年度より 1,800 回以上増加しました。今後も、研修等を通

じ、講座企画の支援を行い、開催の促進を図ります。【社会教育課】

◆静岡県生涯学習情報発信システム「まなぼっと」に関して、情報発信総数及び

ユーザー数は増加していますが、地域によって情報量に差があるため、今年度

から35市町へ広報紙への掲載依頼を行いました。また、６・７・９月に「ま

なぼっと」に登録している情報提供団体と操作説明兼意見交換会をオンライン

４ 生涯を通じた学びの機会の充実

No 指標名 基準値 現状値 目標値 コロナ

成 47

静岡県生涯学習情

報発信システム

「まなぼっと」ユ

ーザー数

(2020 年度)

16,355人

(2022 年度)

34,068 人

目標値

以上

(毎年度)

20,000 人

成 48

県内公立図書館の

県民 1人あたり年

間貸出数

(2020 年度)

5.1 点

(2022 年度)

5.5 点
B

(2025 年度)

６点

成 49

障害のある人とな

い人がともに参加

できる体制が整っ

た講座を実施して

いる公民館・生涯

学習施設の割合

―
(2022 年度)

14.6%
B

(2025 年度)

30％
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で開催しました。今後も、広報に力を入れるとともに情報提供者と、操作説明

及び意見交換を行いよりよいシステムにしていきます。【社会教育課】

◆全館移転整備を進めるため建築設計業務に取り組み、2023 年度７月に基本設

計を取りまとめました。今後、基本設計業務に引き続き、実施設計業務に着

手し、建築設計業務を継続・計画的に進めていきます。【新図書館整備課】

＜目標 27＞

◆市町社会教育職員や県内の社会教育主事有資格者等に対して、障害者の生涯

学習に関わる情報を積極的に周知しました。今後も、情報提供を行うととも

に、新たな情報提供先を検討します。【社会教育課】

◆日本語能力の十分でない外国人県民が、生活に必要な日本語能力を習得する

体制を構築するため、対話交流型の地域日本語教室等を実施しました。今後、

2025 年度までに 19市町での実施を目指します。【多文化共生課】

◆2023 年４月開校の県立ふじのくに中学校(夜間中学)において、多様な背景を

持つ生徒が「学ぶ喜び」を実感できるような学習指導や、教科学習につなが

る日本語指導を推進しています。今後も、県立ふじのくに中学校に入学する

生徒の習熟度に応じた支援体制の充実を図るため、よりよい教育課程を検討

していきます。【義務教育課】

■評価・課題

＜成果指標 47＞

●「静岡県生涯学習情報発信システム「まなぼっと」ユーザー数」については、

多様な広報活動により、ユーザー数及び情報発信数は増加しています。ただ

し、地域によって登録している情報量に差が見られるため、市町に対しての

広報を引き続き行っていきます。【社会教育課】

＜成果指標 48＞

●「県内公立図書館の県民１人あたり年間貸出数」は、静岡県立中央図書館の

資料の充実や電子図書館等の非来館型サービスの拡充等に取り組むとともに、

市町立図書館等へのより一層の支援を推進した結果、2022 年度実績で 5.5 冊

となりました。【新図書館整備課】

＜成果指標 49＞

●「障害のある人とない人がともに参加できる体制が整った講座を実施してい

る公民館・生涯学習施設の割合」については、市町障害者学習支援担当者会

で障害者の学びのニーズの共有及び障害理解を深める研修等を実施し、障害

者の生涯学習の機会の充実について県と市町で共通理解を図ることにより

14.6％となりました。【社会教育課】
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■今後の取組方針

＜成果指標 47＞

●今後も、広報に力を入れるとともに、「まなぼっと」に登録している情報提

供者と、操作説明及び意見交換を行い、よりよいシステムにしていきます。

【社会教育課】

＜成果指標 48＞

●新型コロナウイルス感染症が収束していく中で、最適なサービスを展開してい

く必要があるため、静岡県立中央図書館の資料の充実やＳＮＳによる広報等、

図書館の魅力化に努めるとともに、アフターコロナに対応する電子図書館等の

非来館型サービスの拡充を図り、県域サービスの充実に取り組みます。あわせ

て市町立図書館等へのより一層の支援を推進します。【新図書館整備課】

＜成果指標 49＞

●引き続き担当者会を実施するとともに、会への参加率を向上させるための手

立てを検討していきます。【社会教育課】
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■施策体系

政策の柱 社会とともにある開かれた教育行政の推進

(1) 社会全体の意見を反映した教育行政の推進

(2) 市町と連携した教育行政の推進

■目 標

＜目標 28＞

◆県総合教育会議等で幅広い教育課題について協議し、学校や地域のニーズ、

社会全体の意見を反映した教育行政を推進します。

＜目標 29＞

◆市町の教育現場における課題等を的確に把握するとともに、市町の主体的な

取組を支援し、地域の特色を生かした教育行政の推進を図ります。

■成果指標

■直近の取組状況及び今後の取組の方向

＜目標 28＞

◆総合教育会議及び地域自立のための「人づくり・学校づくり」実践委員会を各

年４回開催し、実践委員会の意見を踏まえて、知事と教育委員会が総合教育会

議において教育施策等について協議しています。また、才徳兼備の人づくり小

委員会においては、困難を抱える子どもを支える環境づくりや、人口減少社会

を見据えた高等学校教育の在り方について検討し、年度内に実践委員会へ報告

することとしています。今後も、総合教育会議及び実践委員会を年４回開催し、

社会全体のニーズを反映した教育行政の推進につなげます。【総合教育課】

◆知事部局及び教育委員会において、県内経済団体と本県の教育施策に関する

意見交換を実施しました。今後も様々な機会を捉えて、県内経済団体と情報

共有を図っていきます。【総合教育課】

第３章 社会総がかりで取り組む教育の実現

１ 社会とともにある開かれた教育行政の推進

No 指標名 基準値 現状値 目標値 コロナ

成 50
県総合教育会議開

催回数

（2020 年度）

４回

（2022 年度）

４回

目標値

以上

（毎年度）

４回

成 51

教育行政上の課題

解決に向けて県と

の意見交換等を実

施した市町教育委

員会の数

（2021 年度）

35 市町

（全市町）

（2022 年度）

35 市町

（全市町）

目標値

以上

（毎年度）

35 市町

（全市町）
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＜目標 29＞

◆市町における課題等の聴取及び学校支援充実に向けた助言・指導のため、教

育事務所の所長・副所長による市町教育委員会事務局との協議等を３回実施

しています。今後も、協議（訪問等）を継続し、市町教育委員会との連携を

深めていきます。【義務教育課】

◆2023 年度は、４月に市町教育委員会教育長会を開催し、各市町教育長に対して

県の施策や教育方針を伝達するとともに、意見交換や情報共有を通して、県教

育委員会と市町教育委員会の連携を図ることができました。2024 年度以降も、

継続して会を開催し、連携強化に努めます。また、2023 年度中に「県・政令市

教育委員会意見交換会」を開催する予定です。今後も公立小中学校長会や教育

長会を開催し、意見交換や情報共有を通じ、県教育委員会と市町教育委員会の

連携強化を図っていきます。【教育総務課、教育政策課、義務教育課】

◆８月に「未来を切り拓くDream授業・賀茂版」を開催しました。中学生24名が

参加し、地域の魅力ある文化について学び合うことを通じ、キャリア形成や郷

土愛の醸成を図りました。また、８月に開催した「しずおか寺子屋in賀茂」で

は、高校生及び大学生が小中学生88名の学習支援を行いました。今後はこれま

でのこうした取組の評価や、高校の在り方に係る地域協議会での議論等を踏ま

え、2023年度中に「賀茂地域教育振興方針」を改訂します。【教育政策課】

■評価・課題

＜成果指標 50＞

●「県総合教育会議開催回数」については、計画的に開催準備をした結果、目

標どおり年４回開催することができました。【総合教育課】

＜成果指標 51＞

●「教育行政上の課題解決に向けて県との意見交換等を実施した市町教育委員

会の数」については、県教育事務所による市町教育委員会事務局への訪問や

「県・政令市教育委員会意見交換会」により、全ての市町教育委員会と意見

交換を行いました。【教育政策課】

■今後の取組方針

＜成果指標 50＞

●今後も県総合教育会議を年４回開催し、社会の変化に対応した教育施策につ

いて協議・調整していきます。【総合教育課】

＜成果指標 51＞

●今後も引き続き、市町教育委員会との意見交換等を実施し、連携・協働しな

がら教育行政上の課題解決に当たっていきます。【教育政策課】
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■施策体系

政策の柱 地域ぐるみの教育の推進

(1) 学校・家庭・地域の連携推進

(2) 家庭や地域における教育力の向上

■目 標

＜目標 30＞

◆ 学校、家庭、地域の連携・協働による地域とともにある学校づくりを推進す

るとともに、子どもたちが放課後等に安心して活動できる場の充実を図り、

地域ぐるみで子どもたちを育み、学びを支援する体制を構築します。

＜目標 31＞

◆ 「家庭教育支援員」と「人づくり推進員」による親としての学びや大人とし

ての学びの支援の充実及び保護者同士の交流を図ることにより、子育てに対

する悩みや不安を解消・軽減するとともに、青少年健全育成等に向けた環境

整備を推進し、家庭や地域における教育力の向上を図ります。

■成果指標

■直近の取組状況及び今後の取組の方向

＜目標 30＞

◆2023 年度は、「コミュニティ・スクール連絡協議会」を年２回、「コミュニ

ティ・スクール推進協議会」を年 1回実施するとともに、出前講座において、

希望のあった各市町の要望に合わせた支援を行っています。2024 年度も引き

続き、コミュニティ・スクール導入に向けての支援を継続するとともに、導

入済みの市町に対する支援も行います。【義務教育課】

２ 地域ぐるみの教育の推進

No 指標名 基準値 現状値 目標値 コロナ

成 52

学校の課題解決や

魅力の向上、地域の

ニーズへの対応に

向け、地域の人々が

参画し協議する場

がある割合

（2020 年度）

小 97.2％

中 92.9％

高 83.3％

特 94.6％

(2022 年度)

小 97.8％

中 96.4％

高 91.8％

特 100％

Ｂ

（2025 年度）

小 100％

中 100％

高 100％

特 100％

成 53

コミュニティ・スク

ールを導入した学

校の割合

（2020 年度）

小中 34.2％

高 11.1％

特 8.1％

(2022 年度)

小中 57.1％

高 36.7％

特 100％

Ｂ

（2025 年度）

小中 100％

高 100％

特 100％

成 54

「有徳の人」として

の行動ができてい

ると思う人の割合

（2021 年度）

44.6％

（2023 年度）

29.8％

基準値

以下

（毎年度）

45％以上
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◆高等学校では、コミュニティ・スクール導入校が 13 校追加され 33校となり

ました。今後は、全校実施に向け、各高等学校の生徒や地域の実態に適した

学校運営協議会の運営、地域と連携した取組について研修等で情報共有を図

り推進していきます。【高校教育課】

◆県下の特別支援学校全校が学校運営協議会を設置しています。学校運営に地域

の声を積極的に生かし、地域と一体となって特色ある学校づくりを進めていま

す。年度当初に､副校長教頭会で学校運営協議会のことをテーマにした研修の

機会を設けています。今後も、取組を支えていけるよう、こうした機会の創出

や各学校から収集した取組の情報発信に努めていきます。【特別支援教育課】

◆地域住民や大学生等の協力による放課後等における学習支援や様々な体験活

動を通じて交流等を行う「しずおか寺子屋」について、大学生活用や運営の助

言等を行うことで、2022 年度は 14市町に取組が広がりました。今後も、市町

に働きかけを行うことで、実施市町・箇所数の拡大を図ります。【社会教育課】

◆大学のゼミ等による高校生の探究学習の支援や企業による学校への出前授業

実施、児童生徒のＳＤＧｓ達成に資する取組における企業との協働の推進（Ｓ

ＤＧｓスクールアワード）等、大学や企業等との連携により児童生徒の主体

的な学びを支援する体制を整備し実践しました。引き続き、こうした体制を

活用、拡大しながら学びの充実を図ります。【教育政策課】

◆主に共働き家庭等の小学生に遊びや生活の場を提供する放課後児童クラブの待

機児童解消に向けて、市町の施設整備に対する助成を行った結果、８市において

15箇所409名分が整備されました。今後も、地域ニーズを踏まえた市町の施設

整備を支援するとともに、小学校区外にある児童館や公民館等既存の公共施設を

有効活用するよう働きかけを行い、受入枠の拡充を図ります。【こども未来課】

＜目標 31＞

◆家庭教育支援基礎講座とフォローアップ研修を６会場で実施しました。今年

度より 1日開催とし、ヤングケアラーに関する研修を取り入れるなど支援員

の資質向上と福祉部局等との連携を図りました。今後は、家庭教育支援基礎

講座とフォローアップ研修を 5会場で実施します。日程を 1日開催とし、グ

ループワーク等を取り入れ、福祉部局等と連携しながら、支援員の資質向上

を目指します。【社会教育課】

◆県内の幼稚園や小・中学校等で行う「人づくり地域懇談会」に「人づくり推

進員」を派遣し、子育てや人づくりに関する助言等を行っています。また、

人づくり推進員の情報共有と資質向上を図るため、「人づくり推進員全体研

修会」を１か所、人づくり推進員も参加する「家庭教育支援フォローアップ

研修会」を３か所で開催しました。今後も、市町等を通じて「人づくり地域

懇談会」の開催を促すとともに、人づくり推進員の資質向上やネットワーク

の強化等に取り組みます。【総合教育課】
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◆青少年に大人からあいさつや励まし等の声掛けを県民参加型の運動として展

開する「地域の青少年声掛け運動」に関して、2022 年度に引き続き、市町職

員を対象とした運動推進のための研修会を開催しました。また、別の研修会

と併用することで、ユースサポーターや教職員の参加もあり、運動の周知・

促進を図りました。今後も、県民参加型の運動として、周知・促進を図って

いきます。【社会教育課】

◆「静岡県学校警察地域連絡協議会（学警連）」に関して、2022 年度に引き続

き、事務担当者連絡会を開催し、関係機関による情報共有を図ったほか、各

地区の学警連等に協議内容等を情報提供し、児童生徒の非行及び被害防止の

取組を推進しました。今後も、同連絡会を定期的に開催し、地区の学警連等

との情報共有を図るなど、児童生徒の非行防止と安全確保のため、関係機関

との連携を図っていきます。【社会教育課】

■評価・課題

＜成果指標 52＞

●「学校の課題解決や魅力の向上、地域のニーズへの対応に向け、地域の人々

が参画し協議する場がある割合」については、地域からの意見を学校運営に

反映させるため、地域の人々が参画し協議する場を積極的に設けています。

【義務教育課、高校教育課、特別支援教育課】

＜成果指標 53＞

●「コミュニティ・スクールを導入した学校の割合」については、小中学校におい

て出前講座や協議会に取り組んだ結果、57.1％となりました。市町の実態が違

うため、それぞれの市町にあった支援を進めることが必要です。高等学校につ

いては、指定校の取組を情報共有するなど、全校実施に向けた取組を行なった

結果、導入校が増加しました。【義務教育課、高校教育課、特別支援教育課】

＜成果指標 54＞

●「「有徳の人」としての行動ができていると思う人の割合」は、29.8％にと

どまっており、より積極的な広報活動が必要です。【総合教育課】

■今後の取組方針

＜成果指標 52＞

●小中学校については、学校運営協議会の設置推進に市町と連携して取り組みます。

高校では現在の取組に加え、2024年度からのコミュニティ・スクールの全校実

施に向けて準備をしていきます。【義務教育課、高校教育課、特別支援教育課】

＜成果指標 53＞

●小中学校については、コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体

的推進をさらに図っていきます。高等学校については、2024 年度からの全
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校実施に向けて準備を進めるとともに、各高校の生徒や地域の実態に適し

た運営や地域と連携した取組について研修等で情報を共有していきます。

【義務教育課、高校教育課、特別支援教育課】

＜成果指標 54＞

●人づくりの実践活動を紹介するニュースレターを発行する等の広報活動を行

い、「有徳の人」への理解が進むよう取り組みます。【総合教育課】
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Ⅵ　活動指標の進捗状況一覧

第１章　｢文・武・芸」三道の鼎立を目指す教育の実現

評価区分 コロナ

１－１「知性」・「感性」を磨く学びの充実
(１)個別最適な学び・協働的な学び・探究的な学びの深化

活1
授業の内容がよく分かると答える児童生
徒の割合

(2020年度)
小　90.0％
中　85.4％
高　79.9％
特　92.3％

(2022年度)
小　90.0％
中　79.3％
高　79.6％
特　89.4％

●

(2025年度)
小　 93％
中　 92％
高　 90％
特  100％

義務教育課
高校教育課
特別支援教育課

活2
学校の授業以外で１日当たり１時間以上
勉強している児童生徒の割合

(2021年度)
小　66.5％
中　79.2％

(2022年度)
小　62.8％
中　71.7％

●
(2025年度)
小　75％
中　80％

義務教育課

活3
全国学力・学習状況調査の問題や結果を
活用した学校の割合

(2020年度)
小　83.3％
中　77.6％

(2022年度)
小　98.7％
中　95.8％

◎
(2025年度)
小　100％
中　100％

義務教育課

活4
地域等と連携して協働的・探究的な学習
を実施する県立高等学校数

―
(2022年度)

70校
◎

(2025年度)
88校

高校教育課

活5
県立高等学校における中学生一日体験入
学の一人当たりの参加校数

(2019年度)
1.73校

(2022年度)
1.40校

●
(2025年度)

1.76校
高校教育課

(２)ＩＣＴ等の活用による新たな学びの展開

活6
日常的に授業でICTを活用した学校の割
合

(2020年度)
94.1％

(2022年度)
97.6%

〇
(毎年度)
100％

教育DX推進課

活7
ICT活用に係る研修を受講した教員の割
合

(2020年度)
48.8％

(2022年度)
70.9％

◎
(2025年度)

90％
教育DX推進課

活8
研修管理システムに蓄積・共有化した授
業動画数

(2020年度)
30本

(2022年度)
38本

●
(2025年度)

総本数60本以上
教育DX推進課

活9
県立学校の普通教室の無線LANアクセス
ポイントの整備率

(2020年度)
高 90.9％
特 94.7％

(2022年度)
高　100％
特　100％　　

◎
(2025年度)
高  100％
特  100％

教育DX推進課

活10
教育用コンピュータ１台当たりの生徒数
(公立高等学校)

(2021年度)
2.4人

(2022年度)
1.1人

◎
(2025年度)

１人
教育DX推進課

活11
情報モラルに関する教育活動を実施した
学校の割合

(2020年度)
小　 100％
中　 100％
高  97.1％
特  97.3％

(2022年度)
小　99.7％
中　 100％
高　99.1％
特　94.7％

〇

(毎年度)
小  100％
中  100％
高  100％
特  100％

教育DX推進課

(現)小中学校ネット安全・安心講座実施
件数

(2016～2020年度)
平均223件

(2022年度)
－

－
(毎年度)
220件

(新)小中学校ネット安全・安心講座実施
校数

(2021年度)
153校

(2023年度)　　　
2024年5月
公表予定

－
(毎年度)
200校

活13
情報活用の基盤となる知識や態度につい
て指導できる教員の割合

(2020年度)
81.1%

(2022年度)
86.1％

●
(2025年度)

100％
教育DX推進課

活14
ケータイ・スマホルールアドバイザー養
成人数

(2020年度)
137人

(2022年度)
119人

〇
(毎年度)
130人

社会教育課

活15
ケータイ・スマホルールアドバイザーに
よる啓発人数

(2020年度)
9,679人

(2022年度)
10,478人

● ※
(2025年度)
18,000人

社会教育課

(３)乳幼児期の教育・保育の充実

活16
キャリアアップの仕組みを導入している
民間保育所・認定こども園の割合

(2020年度)
93.6％

(2022年度)
95.5％

〇
(2025年度)

100％
こども未来課

活17 認定こども園の設置数
(2020年度)
307箇所

(2022年度)
341箇所

◎
 (2024年度)
(現)332箇所
(新)354箇所

こども未来課

活18
教育活動の円滑な接続に向けて小学校と
連携を実施した幼稚園等の割合

(2020年度)
89.8％

(2022年度)
95.7％

〇
(毎年度)
100％

義務教育課

活19
幼児教育施設の保育者と小学校等の教員
の合同研修を実施した市町数

(2020年度)
24市町

(2022年度)
28市町

〇
(2025年度)

33市町
(政令市を除く全市町)

義務教育課

(４)子どもの読書活動の推進

活20
読書ガイドブック「本とともだち」を活
用した小・中学校の割合

(2020年度)
小　85.2％
中　73.5％

(2022年度)
小　85.9％
中　67.5％

●
(2025年度)
小　90％
中　80％

社会教育課

活21
子ども読書アドバイザーとして活動する
人の数

(2020年度)
209人

(2022年度)
246人

◎
(毎年度)
(現)210人
(新)250人

社会教育課

活22 「読書の時間」の実施率
(2020年度)
高　69.8％

(2022年度)
高　79.1％

◎
(2025年度)
高　80％

高校教育課

活23 学校司書等を配置している学校の割合

(2020年度)
小　86.2％
中　84.1％
高　82.3％

(2022年度)
小　87.2％
中　83.8％
高　80.9％

●

(2025年度)
小　90％
中　90％
高　90％

義務教育課
高校教育課
社会教育課

政策
体系

通し　　
番号 指標名 基準値 現状値 目標値 担当課

活12 社会教育課
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評価区分 コロナ

政策
体系

通し　　
番号 指標名 基準値 現状値 目標値 担当課

１－２　「技芸を磨く実学」の奨励
(１)社会的・職業的自立に向けた教育の推進

活24
職場見学や職場体験、社会人講話等の活
動を実施した学校の割合

(2020年度)
小　49,5％
中　47.6％
高　81.4％
特　86.5％

(2022年度)
小　83.3％
中　95.8％
高　99.1％
特　 100％

●

(毎年度)
小  100％
中  100％
高  100％
特  100％

義務教育課
高校教育課
特別支援教育課

活25
キャリア教育担当教員等が中心となっ
て、校内のキャリア教育を組織的・計画
的に行っている学校の割合

(2020年度)
96.9％

(2022年度)
88.7％

●
(2025年度)

100％

義務教育課
高校教育課
特別支援教育課

活26 WAZAチャレンジ教室参加者数
(2020年度)
1,926人

(2022年度)
2,182人

〇
(毎年度)
2,400人

職業能力開発課

活27
建設現場体感見学会・出前講座実施学校
数

(2020年度)
20校

(2022年度)          
28校

◎
(毎年度)

20校
建設業課

活28 こころざし育成セミナー参加者数
(2020年度)

68人
(2022年度)

204人
◎

(2025年度)
325人

地域医療課

活29
保育・介護体験実習を行った高等学校の
割合

(2020年度)
26.4％

(2019年度)
100％

(2022年度)
53.3%

〇 ※
(2025年度)

100％
高校教育課

(２)スポーツに親しむ環境づくりと健康教育の推進

活30
多様な年代が参加できるスポーツイベン
ト数

(2020年度)
172回

(2022年度)
382回

〇 ※
(毎年度)
440回

スポーツ振興課

活31 県営都市公園運動施設利用者数

(2020年度)
741,940人
(2019度)

2,230,785人

（2022年度）
1,736,798人

●
(毎年度)

2,220,000人
公園緑地課

活32
県立スポーツ施設(県武道館、県立水泳
場、県富士水泳場)利用者数

(2020年度)
278,387人
(2019度)
532,792人

(2022年度)
466,985人

● ※
(毎年度)
600,000人

スポーツ振興課

活33 障害者スポーツ大会への参加者数
(2020年度)

454人
(2022年度)
1,887人

● ※
(毎年度)
3,000人

スポーツ振興課

活34 すこやか長寿祭参加者数

(2020年度)
3,075人
(2019年度)　   　　
5,345人

(2022年度)
4,832人

◎
(2025年度)                          
(現)4,800人     　　

(新)新目標値の検討中
福祉長寿政策課

活35
JOCオリンピック強化選手数・JPCパラリ
ンピック等強化指定選手中の静岡県関係
選手の割合

(2020年度)
2.9%

(2022年度)
1.9％

●
(毎年度)

3.0%
スポーツ振興課

活36 国民体育大会の出場種目数
(2019年度)
230種目

（2023年度）
219種目

〇
(毎年度)
231種目

スポーツ振興課

活37
日本スポーツ協会登録公認コーチ３、４
(旧公認コーチ)数

(2020年度)
累計1,088人

(2022年度)
累計1,154人

〇
(2025年度)
累計1,300人

スポーツ振興課

活38 主催、共催、後援したスポーツ大会数
(2020年度)

75件
(2022年度)　　　　　　  

145件
◎

(2025年度)
150件

スポーツ政策課

活39 スポーツボランティア登録者数
(2021年度)

353人
(2022年度)               

602人
◎

(2025年度)
(現)600人
(新)750人

スポーツ政策課

活40
国計画の目標値となっているモデルルー
ト数のうち県内のモデルルート数(サイ
クリング)

(2021年度)
４ルート

(2022年度)  　　　　　 
5ルート

◎
(2026年度)
７ルート

スポーツ政策課

活41
体力アップコンテストしずおかに参加し
た学校の割合

(2020年度)
60.2％

(2019年度)
87.7％

(2022年度)
60.5％

● ※
(2025年度)

100％
健康体育課

活42
外部人材を活用した運動部活動指導者の
派遣校数

(2020年度)
74校

(2022年度)
81校

〇 ※
(2025年度)

88校
健康体育課

活43
栄養バランスのとれた朝食をとっている
幼児児童生徒の割合

(2020年度)
幼　39.1％
小　46.8％
中　47.3％
高　48.7％

(2022年度)
幼　41.2％
小　46.0％
中　48.4％
高　45.5％

●

(2025年度)
幼　50％
小　55％
中　50％
高　50％

健康体育課

活44
児童生徒に対する静岡茶の食育機会の確
保に取り組んでいる学校の割合

(2020年度)
84.2％

(2022年度)
2024年２月
公表予定

－
(2025年度)

100％
健康体育課

活45
ふじのくに茶の都ミュージアムで小・中
学校等が行う施設見学や体験学習の受入
学校数

(2020年度)
54校

(2022年度)
80校

◎
(毎年度)

65校
お茶振興課

活46 ふじのくに健康づくり推進事業所数
(2020年度)
5,668事業所

(2022年度)
6,839事業所

◎
(2025年度)

(現)6,700事業所
(新)9,000事業所

健康増進課

活47
学校保健計画に位置付けたがん教育を実
施した小学校・中学校・高等学校の割合

(2019年度)
32.1％

(2022年度)
44.0％

●
(2025年度)

100％
健康体育課
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評価区分 コロナ

政策
体系

通し　　
番号 指標名 基準値 現状値 目標値 担当課

(３)多彩で魅力的な文化・芸術の創造・発信

活48 SPAC公演等鑑賞者数

(2020年度)
21,727人
(2019年度)
43,251人

(2022年度)
28,799人

● ※
(毎年度)
45,000人

文化政策課

活49 子ども向け文化教育事業参加者数
(2020年度)
64,090人

(2022年度)
60,769人

●
(毎年度)
100,000人

文化政策課

活50 「文化の匠」派遣校数
(2020年度)

84校
(2022年度)

86校
〇

(2025年度)
88校

高校教育課

活51
文化芸術を活用した地域課題の解決等の
ため、アーツカウンシルしずおかが助
言・相談対応した団体・個人の数

(2020年度)
38団体・人

(2022年度)
170団体・人

◎
(毎年度)

100団体・人
文化政策課

活52 県芸術祭参加者・鑑賞者数
(2020年度)
25,201人

(2022年度)
30,967人

〇
(毎年度)
35,000人

文化政策課

活53 地産地消フェア開催企業数
(2020年度)

26企業
(2022年度)

18企業
●

(2025年度)
21企業

食と農の振興課

活54 「食の都」づくりに関する表彰数
(2018～2021年度)
累計76個人･団体

(2022年度)
19個人・団体

〇
(2022～2025年度)
累計70個人･団体

マーケティング課

活55
料理人と生産者が連携したビジネス創出
の支援件数

―
(2022年度)      

６件
◎

(毎年度)
３件

マーケティング課

(４)地域資源の活用と未来への継承

活56 富士山世界遺産センター来館者数

(2020年度)
74,339人
(2019年度)
314,999人

(2022年度)
120,984人

●
(毎年度)
300,000人

富士山世界遺産課

活57
世界遺産富士山・韮山反射炉に関する県
民講座等受講者数

(2020年度)
2,756人
(2019年度)
6,829人

(2022年度)
6,951人

〇
(毎年度)
7,000人

富士山世界遺産課

活58 県指定文化財新規指定件数
(2020年度)

４件
(2022年度)
累計４件

◎
(2022～2025年度)

累計12件
文化財課

活59
文化財を担う人材育成のための研修会等
の開催数

(2020年度)
８回

(2022年度)
９回

〇
(毎年度)

８回
文化財課

活60
静岡県文化財等救済支援員研修会等の開
催数

(2020年度)
１回

(2022年度)
１回

●
(毎年度)
３回以上

文化財課

活61
静岡県文化財建造物監理士研修会等の開
催数

(2020年度)
０回

(2022年度)
３回

〇
(毎年度)
３回以上

文化財課

活62 ふじのくに文化財オータムフェア事業数
(2020年度)

75事業
(2022年度)

69事業
〇

(毎年度)
75事業以上

文化財課

活63
埋蔵文化財センターの体験教室等の実施
回数

(2020年度)
28回

(2022年度)
51回

◎
(毎年度)

40回
文化財課

活64 県民俗芸能フェスティバルの開催数
(2020年度)

０回
(2022年度)

１回
〇

(毎年度)
１回以上

文化財課

活65
ボランティア等との協働による富士山の
自然環境保全活動等参加者数

(2018～2020年度)
平均13,841人

(2022年度)
7,624人

● ※
(毎年度)
18,000人

自然保護課

１－３　学びを支える魅力ある学校づくりの推進
(１)高等学校等の魅力化・特色化

活66
授業内容に興味があって学校を選択した
生徒の割合(オンリーワン・ハイスクー
ル実施校)

(2020年度)
17.8％

(2022年度)
29.3%

●
(2025年度)

70％
高校教育課

活67 特色化教育実施校比率(私立高等学校) ―
(2022年度)

78.6%
◎ ※

(2025年度)
100％

私学振興課
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評価区分 コロナ

政策
体系

通し　　
番号 指標名 基準値 現状値 目標値 担当課

(２)教職員の資質向上及び学校マネジメント機能の強化

活69
研修の成果を授業改善や学校運営に役立
てた教員の割合

(2020年度)
小　97.2％
中　92.0％
高　81.0％
特　95.5％

(2022年度)
小　95.7％
中　90.6％
高　84.0％
特　96.0％

●

(毎年度)
小　100％
中　100％
高　100％
特　100％

義務教育課
高校教育課
特別支援教育課

活70
中高生を対象とした教職セミナー参加者
数

(2020年度)
中学生　27人
高校生 114人

(2022年度)
中学生 14人
高校生121人

●
(2025年度)

中学生 100人
高校生 300人

義務教育課
高校教育課
特別支援教育課

活71
学校関係者評価を公表している学校の割
合

(2020年度)
小　88.6％
中　84.1％
高　84.3％
特　94.6％

私立高 95.5％

(2022年度)
小　88.1％
中　92.8％
高　89.1％
特　 100％

私立高 100％

〇

(2025年度)
小　100％
中　100％
高　100％
特　100％

私立高 100％

義務教育課
高校教育課
特別支援教育課
私学振興課

活72 相談できる人がいない教職員の割合
(2021年度)

7.8％
(2023年度)

 8.2％
●

(2025年度)
6.9％以下

教育厚生課

活73
「心の健康づくり計画」を策定済の市町
数

(2021年度)
６市町

(2022年度)
６市町

●
(2025年度)

35市町
(全市町)

教育厚生課

(３)教職員の働き方改革の推進

活74
割り振られた勤務時間以外に業務に従事
した時間が月あたり45時間を超える教員
の割合

(2019年度)
小　46.0％
中　63.4％
高　27.5％
特　 6.6％

(2022年度)
小　35.2％
中　50.7％
高　34.2％
特　 6.6％

●

(2025年度)
小 　 0％
中 　 0％
高 　 0％
特 　 0％

義務教育課
高校教育課
特別支援教育課

活75
多忙化解消に向けた研究成果を活用した
学校の割合

(2020年度)
小　92.1％
中　88.8％
高　60.8％
特　89.2％

(2022年度)
小　83.0％
中　81.9％
高　85.5％
特　73.7％

●

(2025年度)
小　100％
中　100％
高　100％
特　100％

義務教育課

活76
勤務時間管理システム等を活用して業務
改善を行った学校の割合

－
(2022年度)

82.0%
◎

(2025年度)
100%

高校教育課
特別支援教育課

活77 スクール・サポート・スタッフ配置校数
(2020年度)
小　全校
中　全校

(2023年度)
小　全校
中　全校

〇
(毎年度)
小　全校
中　全校

義務教育課
特別支援教育課

活78 静岡県教職員人材バンク登録者数
(2020年度)

61人
(2022年度)
1,157人

◎
(2025年度)
1,000人

義務教育課
高校教育課
特別支援教育課

(４)学校施設の安全・安心の確保

活79
静岡県学校施設中長期整備計画に基づき
校舎建替え等に着手した県立学校の棟数

(2020年度)
16棟

(2022年度)
25棟

〇
(2025年度)

37棟
教育施設課

活80 私立学校の耐震化率
(2020年度)

98.4％
(2022年度)

98.9%
○

(2025年度)
100％

私学振興課

活81
通学路合同点検に基づく交通安全対策実
施率(箇所数)

(2020年度)
77.2％

(265箇所)

(2022年度)
86.9％

(298箇所)
〇

(2025年度)
100％

(343箇所)
道路整備課

活82
「静岡県立特別支援学校施設整備基本計
画」に基づき整備が必要とした学校のう
ち着手した学校の割合

(2021年度)
67％

(2023年度)
83.3％

〇
(2025年度)

100％
特別支援教育課

活83

文部科学省作成の「学校の「危機管理マ
ニュアル」等の評価・見直しガイドライ
ン」により危機管理マニュアルや避難訓
練等をチェックし改善を行った学校の割
合

－
(2022年度)

95.0%
◎

(2025年度)
100％

健康体育課

活68
「静岡県教員育成指標」を活用した学校
の割合

(2020年度)
85.6％

(2022年度)
95.2％

◎
(2025年度)

100％

義務教育課
高校教育課
特別支援教育課
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第２章　未来を切り拓く多様な人材を育む教育の実現

評価区分 コロナ

２‐１　多様性を尊重する教育の実現
(１)人権を尊重する教育の推進と人権文化の定着

活84 人権啓発講座等参加人数

(2020年度)
18,940人
(2019年度)
29,320人

(2022年度)
18,501人

● ※
(毎年度)
30,000人

地域福祉課
(人権同和対策室)

活85 人権啓発指導者養成講座受講者数

(2020年度)
60人

(2019年度)
146人

(2023年度)
376人

◎
(毎年度)
150人

地域福祉課
(人権同和対策室)

活86 ユニバーサルデザイン情報発信回数

(2020年度)
81回

(2019年度)
169回

(2022年度)
216回

◎ ※
(毎年度)
180回

県民生活課

活87 心のUDを促進する講座の実施回数

(2020年度)
34回

(2019年度)
47回

(2022年度)
48回

◎ ※
(毎年度)

40回
県民生活課

活88 ヘルプマーク周知啓発出前講座等開催数
(2020年度)

２回
(2022年度)

４回
●

(毎年度)
12回

障害者政策課

活89
人権教育に関する校内研修を実施した学
校の割合

(2020年度)
小　99.4％
中　95.9％
高　94.1％
特　 100％

(2022年度)
小　98.1％
中　95.8％
高　81.8％
特　 100％

●

(毎年度)
小　100％
中　100％
高　100％
特　100％

教育政策課

活90
「ジェンダー」という用語を知っている
人の割合

(2021年度)
78.3％

(2022年度)                         
－

(隔年調査)
－

(2025年度)
90％

男女共同参画課

活91
性の多様性の理解を促進する事業・研修
会等を実施する市町の割合

(2020年度)
48.5％

(2022年度)
88.6％

◎
(2025年度)

100％
男女共同参画課

(２)多様な課題に応じたきめ細かな支援

活92 スクールカウンセラー配置人数
(2021年度)
小中　139人
　高　 25人

(2022年度)
小中　142人
　高　 35人

〇
(2025年度)
小中　169人
  高　 45人

義務教育課　　   　　
高校教育課

活93 スクールソーシャルワーカー配置人数
(2021年度)

45人
(2022年度)

49人
〇

(2025年度)
60人

義務教育課

活94
スクールソーシャルワーカー研修会開催
回数

(2020年度)
５回

(2022年度)
５回

〇
(毎年度)

５回
義務教育課

活95
「ヤングケアラー」に配慮した支援を実
施している市町(要保護児童対策地域協
議会)数

－
(2022年度)

31市町
◎

(2025年度)
35市町

(全市町)
こども家庭課

活96 生活困窮世帯等の学習支援事業参加者数
(2020年度)

896人
(2022年度)
1,115人

◎ ※
(毎年度)
900人

地域福祉課

活97 子どもの居場所づくりセミナー参加者数
(2020年度)

70人
(2022年度)

265人
◎

(毎年度)
150人

こども家庭課

活98
ひきこもり状態にある人の「居場所」利
用者数

(2020年度)
448人

(2022年度)
897人

◎
(2025年度)

880人
障害福祉課

活99
青少年交流スペース「アンダンテ」利用
者数

(2020年度)
1,555人

(2022年度)
1,288人

〇
(毎年度)
1,500人

社会教育課

活100 こころのセルフケア講座受講者数
(2017～2020年度)

累計666人
(2022年度)
累計194人

〇
(2022～2025年度)

累計800人
障害福祉課

活101 ゲートキーパー養成数
(2020年度まで)
累計56,319人

(2022年度まで)
累計64,605人

〇
(2025年度)

累計75,000人
障害福祉課

(３)特別な支援が必要な児童生徒への教育の充実

活102
特別支援教育に関する校内研修を実施し
た学校の割合

(2020年度)
小　99.4％
中　98.8％
高　92.2％

(2022年度)
小　 100％
中　98.2％
高　97.3％

〇

(2025年度)
小　100％
中　100％
高　100％

義務教育課　   　　　
高校教育課

活103
特別な支援が必要な生徒が在籍する高等
学校が特別支援学校のセンター的機能を
活用した割合

(2018年度)
46.9％

(2022年度)
45.7%

●
(2025年度)

100％
高校教育課

活104
特別支援学校高等部生徒の進路選択のた
めの実習先数

(2020年度)
1,648箇所
(2019年度)
2,005箇所

(2022年度)
1,810箇所

〇 ※
(毎年度)
1,930箇所

特別支援教育課

活105
共生・共育に係る授業や行事を行った学
校の割合

―

(2022年度)
小　82.1%
中　83.1%
高　74.5%

◎

(2025年度)
小　100％
中　100％
高　100％

義務教育課　   　　　
高校教育課

活106
居住地域の小・中学校との交流を行った
特別支援学校の児童生徒数

(2020年度)
690人

(2019年度)
851人

(2022年度)
948人

〇 ※
(2025年度)
1,500人

特別支援教育課

活107
発達障害児(者)の支援に携わる専門人材
養成数

(2017～2020年度)
累計786人

(2022年度)
461人

◎ ※
(2022～2025年度)

累計800人
障害福祉課

政策
体系

通し    　　　　　　　　　　　　
番号 指標名 基準値 現状値 目標値 担当課
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評価区分 コロナ

政策
体系

通し    　　　　　　　　　　　　
番号 指標名 基準値 現状値 目標値 担当課

(４)外国人県民・外国人児童生徒への教育の充実

活108
SNS等を活用した「やさしい日本語」及
び多言語による外国人向け情報提供数

(2020年度)
455件

(2022年度)
457件

〇
(毎年度)
500件

多文化共生課

活109
外国人を雇用する企業等と連携した防災
出前講座の開催回数

―
(2022年度)

10回
〇

(毎年度)
10回

多文化共生課

活110
外国人児童生徒等に対して必要な支援が
実現できている学校の割合

(2020年度)
小　90.6％
中　91.3％
高　89.5％

(2022年度)
小　93.9％
中　93.4％
高　96.2％

〇

(毎年度)
小　100％
中　100％
高　100％

義務教育課　　　　　　　　　　　　　　　
高校教育課

活111 就学状況等調査・就学案内実施市町数
(2020年度)

35市町
(全市町)

(2022年度)
35市町

(全市町)
〇

(毎年度)
35市町

(全市町)
義務教育課

活112
外国人生徒の進路実現に向けた日本語能
力検定の取得割合

(2020年度)
高　75.0％

(2022年度)
高　68.1％

●
(2025年度)
高　80.0％

高校教育課

２‐２　グローバル・グローカル人材の育成
(１)国際的な学びと地域学の推進

活113
ふじのくにグローバル人材育成基金によ
る海外交流者数

(2017～2020年度)
累計688人

(2022年度)
471人

◎
(2022～2025年度)

累計1,000人
教育政策課

活114
ふじのくに地域・大学コンソーシアム事
業への参加留学生数

(2020年度)
378人

(2019年度)
501人

(2022年度)
466人

◎
(2025年度)

500人
大学課

活115
海外教育機関に対する県内大学進学説明
会参加者数

―
(2022年度)

181人
◎

(2025年度)
240人

大学課

活116 海外修学旅行を実施した高等学校の割合

(2020年度)
０％

(2019年度)
32.6％

(2022年度)
0.9%

● ※
(2025年度)

40％
高校教育課

活117
富士山静岡空港を活用した海外への教育
旅行助成件数

(2020年度)
０校

(2022年度)
０校

● ※
(2025年度)

16校
空港振興課

活118
JICA海外協力隊等に関する説明会等開催
回数

(2017～2020年度)
79回

(2018～2019年度)
累計49回

(2019～2022年度)
64回

〇
(2022～2025年度)

76回
地域外交課

活119
青年海外協力隊・日系社会青年ボラン
ティアへ参加した教職員数

(2019年度)
小中 ２人
 高  １人
 特  １人

(2023年度)
小中 ２人
 高  １人
 特  ０人

●

(毎年度)
小中 ３人
 高  １人
 特  １人

義務教育課
高校教育課
特別支援教育課

活120 グローバルハイスクール指定校数
(2020年度)

３校
(2022年度)

６校
〇

(2022～2025年度)
延べ21校

高校教育課

活121
ALTによる授業を実施した高等学校の割
合

(2020年度)
100％

(2022年度)
100％

〇
(毎年度)
100％

高校教育課

活122
外国語・外国語活動の授業に自信を持つ
小学校教員の割合

(2021年度)
45％

(2023年度)
48％

●
(2025年度)

70％
義務教育課

活123
中学校の英語の授業において発話の半分
以上を英語で行っている教員の割合

(2019年度)
78％

(2022年度)
65.9％

●
(2025年度)

100％
義務教育課

活124
地域を学ぶフィールドワークを実施した
高等学校数

―
(2022年度)

74校
◎

(2025年度)
88校

高校教育課

(２)優れた才能や社会に貢献する力を伸ばす教育の充実

活125 未来を切り拓くDream授業参加者数
(2021年度)

30人
(2023年度)

30人
〇

(毎年度)
30人

総合教育課

活126
日本の次世代リーダー養成塾への派遣高
校生数

(2021年度)
10人

(2023年度)
５人

●
(毎年度)

10人
総合教育課

活127
「わたしの主張」静岡県大会への参加者
数

(2021年度)
12,300人

(2023年度)
11,487人

〇
(毎年度)
13,000人

社会教育課

活128 コミュニティカレッジ修了者数
(2020年度)
1,138人

(2022年度)
1,259人

〇
(2025年度)
1,440人

地域振興課

活129 青少年指導者の級位認定者数
(2019年度)
2,845人

(2022年度)
 1,040人

● ※
(毎年度)
2,800人

社会教育課

活130
専門高等学校及び総合学科で大学・専門
学校等での研究体験に参加した生徒数

(2021年度)
276人

(2022年度)
148人

●
(毎年度)
300人

高校教育課

活131
国際数学・化学・生物・物理オリンピッ
クへの出場者数

(2020年度)
301人

(2022年度)
231人

●
(毎年度)
500人

高校教育課

活132 科学の甲子園静岡県予選への出場者数
(2017～2020年度)

累計1,195人
(2022年度)　　　

312人
〇

(2022～2025年度)
累計1,400人

高校教育課

活133 消費者教育出前講座実施回数

(2020年度)
137回

(2019年度)
125回

(2022年度)
259回

◎

(現)(2025年度)
240回

(新)(毎年度)
260回

県民生活課

活134
消費者教育講師のフォローアップ研修受
講者数

(2020年度)
139人

(2022年度)
296人

◎
(毎年度)
(現)150人
(新)300人

県民生活課

活135
ボランティア活動等の社会貢献(奉仕)活
動を実施した学校の割合

(2020年度)
小  45.1％
中  56.5％

(2022年度)
小  53.5％
中  78.9％

〇
(2025年度)
小　85％
中　95％

義務教育課
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評価区分 コロナ

政策
体系

通し    　　　　　　　　　　　　
番号 指標名 基準値 現状値 目標値 担当課

(３)地域産業を担う人材の育成

活136
専門高等学校及び総合学科で高度技術者
の招聘を実施した学校数

(2020年度)
27校

(2022年度)
29校

●
(2025年度)

41校
高校教育課

活137
専門高等学校で地域住民対象の体験講座
等を実施した学校の割合

―
(2022年度)　　　　　

76.1％
◎

(2025年度)
100％

高校教育課

活138 離転職者訓練受講生の就職率
(2019年度)

72.4％
(2022年度)

72.1％
〇

(毎年度)
80％以上

職業能力開発課

活139 企業と連携して実施する職業訓練件数
(2020年度)

８件
(2022年度)

13件
◎

(2025年度)
(現)11件　　       　
(新)15件

職業能力開発課

活140
しずおかジョブステーションの登録者進
路決定率

(2020年度)
27.0％

(2022年度)
28.2%

●
(毎年度)
42.2％

労働雇用政策課

活141 新規就農者数
(2020年度)

283人
(2022年度)

313人
〇

(毎年度)
300人

農業ビジネス課

活142 森林技術者数
(2020年度)

536人
(2022年度)

538人
〇

(毎年度)
500人

林業振興課

活143 漁業高等学園卒業後の漁業就業者数
(2020年度)

16人
(2022年度)

21人
◎

(毎年度)
15人

水産振興課

活144 工科短期大学校等卒業生の就職率
(2020年度)

98.6％
(2022年度)

100％
〇

(毎年度)
100％

職業能力開発課

活145
先端産業創出プロジェクト等における中
核人材育成数(合計)

(2017～2020年度)
累計1,926人

(2022年度)
1036人

◎
(2022～2025年度)

累計2,504人
新産業集積課

活146 観光人材育成研修会参加者数
(2020年度)

累計10,618人
(2022年度)

累計13,756人
〇

(2025年度)
累計20,000人

観光政策課

(４)自他の安全を守るために適切な判断・行動のできる人材の育成

活147
児童生徒への防災意識の普及啓発に向け
た出前講座の実施回数

(2020年度)
237回

(2022年度)
356回

◎
(毎年度)
(現)300回
(新)360回

危機情報課

活148
次代の地域防災を担うジュニア防災士の
養成数

(2020年度)
11,048人

(2022年度)
29,753人

〇 ※
(毎年度)
30,000人

危機情報課

活149 地域防災力強化人材育成研修修了者数
(2017～2020年度)

累計24,230人
(2022年度)
31,732人

◎

(現)(2022～2025年度)
累計30,000人 　　
(新)(毎年度)

32,500人

危機情報課

活150 静岡県地震防災センター利用者数
(2020年度)
17,940人

(2022年度)
30,628人

● ※
(毎年度)
60,000人

危機情報課

活151
市町の防災体制強化に関する講習会等の
実施市町数

(2020年度)
35市町

(全市町)

(2022年度)
35市町

〇
(毎年度)
35市町

(全市町)
河川企画課

活152 土砂災害出前講座開催回数
(2018～2021年度)

計40回

(2023年度)
2023年9月時点

計41回
〇 ※

(2022～2025年度)
計50回

砂防課

活153
県立及び市町立学校・園の「防災教育推
進のための連絡会議」の実施率

(2020年度)
71％

(2022年度)
87％

〇
(2025年度)

100％
健康体育課

活154 交通事故犠牲者パネル展示等開催回数

(2020年度)
９回

(2019年度)
13回

(2022年度)
16回

◎
(毎年度)

12回
くらし交通安全課

活155
小・中・高校生に対する交通安全教室実
施回数

(2018～2020年度)
平均 3,056回

(2022年)
3,447回

◎
(毎年)

3,000回以上
交通企画課

活156
自動車運転者を対象とした交通安全教室
の開催回数

(2018～2020年)
平均 1,507回

(2022年)
956回

● ※
(毎年)

1,500回以上
交通企画課

活157
高齢者対象の参加体験型交通安全講習会
開催回数

(2020年度)
14回

(2019年度)
21回

(2022年度)
18回

〇
(毎年度)

18回
くらし交通安全課

活158
SNSに起因する子どもの性被害防止に向
けた非行防止教室の開催回数

(2016～2020年)
平均956回

(2022年)
1,477回

◎
(毎年)
1,100回

人身安全少年課

活159 防犯まちづくり講座受講者数
(2020年度)

197人
(2022年度)

303人
◎

(毎年度)
210人

くらし交通安全課
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評価区分 コロナ

政策
体系

通し    　　　　　　　　　　　　
番号 指標名 基準値 現状値 目標値 担当課

(５)環境保全と経済活動の両立を支える人材の育成

活160
県がＳＮＳ、動画を活用して環境教育に
関する情報発信を行った回数

(2020年度)
34回

(2022年度)
61回

◎
(毎年度)

40回
環境政策課

活161
森林環境教育指導者育成人数(養成講座
修了者数)

(2020年度)
累計51人

(2022年度)
累計99人

〇
(2025年度)
累計150人

環境ふれあい課

活162
ふじのくにCOOLチャレンジ「クルポ」ア
クション数

(2020年度)
159,518回

(2022年度)　　
367,008回

◎

(現)(2025年度)
360,000回　　　　　　　　

(新)(2025年度)
1,200,000回

環境政策課

活163
自然ふれあい施設における自然体験プロ
グラム実施回数

(2018～2020年度)
平均182回
(2019年度)

216回

(2022年度)
169回

〇
(毎年度)
180回

環境ふれあい課

活164 森づくり県民大作戦参加者数

(2020年度)
11,898人
(2019年度)
28,149人

(2022年度)
17,632人

〇 ※
(2025年度)
28,000人

環境ふれあい課

活165 水の出前教室実施回数
(2020年度)

140回
(2022年度)

215回
◎

(毎年度)
140回

水資源課

活166
海洋プラスチックごみ防止６R県民運動
の清掃活動の延べ参加者数

(2020年度)
180,000人

(2022年度)
460,000人

〇
(毎年度)
500,000人

廃棄物リサイクル課

２‐３　高等教育の充実
(１)高等教育機能の強化

活167
ふじのくに地域・大学コンソーシアム等
が事業連携して地域課題解決に取り組む
学生団体数

(2017～2020年度)
累計111団体

(2022年度)
33団体

〇
(2022～2025年度)

累計116団体
大学課

２‐４　生涯を通じた学びの機会の充実
(１)全世代に対する学びの機会の充実

活168
公民館・生涯学習施設等の講座・学級開
催回数

(2020年度)
3,565回

(2022年度)
6,066回

◎
(2025年度)
(現)4,500回
(新)6,000回

社会教育課

活169 しずおか県民カレッジ連携講座数
(2020年度)
7,791回

(2022年度)
22,059回

〇
(毎年度)
25,000回

社会教育課

活170
ゆうゆうポイントラリーで認定証を授与
した児童生徒数

(2019年度)
216人

(2022年度)
101人

●
(毎年度)
250人

社会教育課

活171
静岡県生涯学習情報発信システム「まな
ぼっと」情報発信総数

(2020年度)
8,721回

(2022年度)
24,293回

〇
(毎年度)
26,000回

社会教育課

活172
県立中央図書館等が所蔵する貴重書・地
域資料をデジタル化したふじのくにアー
カイブの提供資料数

(2020年度)
15,470点

(2022年度)
17,041点

◎
(2025年度)
17,500点

新図書館整備課

活173
県立中央図書館の図書等をインターネッ
ト予約により市町立図書館等で受領する
サービス利用者数

(2020年度)
1,953人

(2022年度)
3,005人

◎
(毎年度)
2,100人

新図書館整備課

活174 県民の公立図書館利用登録率
(2020年度)

49.3％
(2022年度)

49.8％
●

(2025年度)
52％

新図書館整備課

(２)誰もがともに学ぶことのできる機会の充実

活175
市町担当者を対象にした障害者の生涯学
習推進研修の参加市町数

―
(2023年度)

20市町
●

(毎年度)
33市町

(政令市を除く全市町)

社会教育課
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第３章　社会総がかりで取り組む教育の実現

評価区分 コロナ

３－１　社会とともにある開かれた教育行政の推進
(１)社会全体の意見を反映した教育行政の推進

活176
地域自立のための「人づくり・学校づく
り」実践委員会開催回数

(2020年度)
４回

(2022年度)
４回

〇
(毎年度)

４回
総合教育課

活177 県教育振興基本計画推進委員会開催回数
(2020年度)

１回
(2022年度)

１回
〇

(毎年度)
１回以上

総合教育課

活178 Eジャーナルしずおか発行回数
(2020年度)

12回
(2022年度)

12回
〇

(毎年度)
12回

教育政策課

活179 移動教育委員会開催回数
(2020年度)

１回
(2022年度)

４回
●

(毎年度)
５回

教育政策課

(２)市町と連携した教育行政の推進

活180 市町教育長会議等の開催回数
(2021年度)

15回
(2022年度)

16回
〇

(毎年度)
15回

教育政策課

３－２　地域ぐるみの教育の推進

(１)学校・家庭・地域の連携推進

活181
小・中学校における地域学校協働本部の
整備率

(2020年度)
63.0％

(2022年度)
72.0%

〇
(2025年度)

85％
社会教育課

活182
地域学校協働活動推進員養成講座修了者
数

(2020年度)
41人

(2022年度)
38人

●
(毎年度)

50人
社会教育課

活183
学校・家庭・地域の連携推進研修会参加
者数

(2020年度)
137人

(2022年度)
155人

〇
(毎年度)
150人

社会教育課

活184 しずおか寺子屋実施市町数
(2020年度)

9市町
(2022年度)

14市町
●

(2025年度)
33市町

(政令市を除く全市町)

社会教育課

活185 放課後子供教室実施関係学校数
(2020年度)

216校
(2022年度)

257校
●

(2025年度)
400校

社会教育課

活186
放課後子供教室等安全管理研修会参加者
数

(2020年度)
27人

(2022年度)
22人

●
(毎年度)

60人
社会教育課

活187 放課後児童クラブ受入児童数
(2020年度)
32,733人

(2022年度)
35,029人

●
（2025年度）
(現)41,328人
(新)41,401人

こども未来課

活188
全クラスに放課後児童支援員を２人以上
配置している放課後児童クラブの割合

(2020年度)
70.3％

(2022年度)
78.2％

●
(2025年度)

100％
こども未来課

活189 放課後児童支援員の養成者数
(2020年度)

269人
(2022年度)

412人
◎

(毎年度)
330人

こども未来課

活190
しずおか棚田・里地くらぶ等による棚田
保全活動の参加者数

(2020年度)
982人

(2022年度)
982人

〇 ※
(毎年度)
1,000人

農地保全課

(２)家庭や地域における教育力の向上

活191
家庭教育基礎講座・フォローアップ研修
受講者数

(2020年度)
130人

(2022年度)
153人

●
(毎年度)
230人

社会教育課

活192 企業内家庭教育講座開催企業数
(2020年度)

７社
(2022年度)

36社
◎

（2025年度）
(現)30社　　      　
(新)40社

社会教育課

活193
保護者向けの家庭教育支援活動を実施し
た園・学校の割合

(2020年度)
73％

(2022年度)
78.3％

〇
(毎年度)

90％
社会教育課

活194
専門家の参画や福祉部局等と連携した家
庭教育支援チームの強化に取り組む市町
数

(2021年度)
４市町

(2022年度)
12市町

◎
(2025年度)

20市町
社会教育課

活195 人づくり地域懇談会参加者数

(2020年度)
11,087人
(2019年度)
20,046人

(2022年度)
25,774人

◎
(毎年度)
20,000人

総合教育課

活196 野外教育スタッフ登録者数
(2021年度)

82人
2022年度

60人
●

(毎年度)
90人

社会教育課

活197 青少年ピアカウンセラー認定者数
(2021年度)

10人
(2023年度)

15人
●

(毎年度)
30人

社会教育課

活198
市町における地域の青少年声掛け運動実
施率

(2020年度)
82.9％

(2022年度)
100％

〇
(毎年度)
100％

社会教育課

政策
体系

通し　　
番号 指標名 基準値 現状値 目標値 担当課
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＜指標の評価基準＞

１ 成果指標（維持目標以外）

２ 成果指標（維持目標）

３ 活動指標（維持目標以外）

４ 活動指標（維持目標）

５ 複数の数値目標を掲げている指標

区分 判断基準

目標値以上 「現状値」が「目標値」以上のもの

Ａ 「現状値」が「期待値」の推移の＋30％超え ～「目標値」未満のもの

Ｂ 「現状値」が「期待値」の推移の±30％の範囲内のもの

Ｃ 「現状値」が「期待値」の推移の－30％未満 ～「基準値」超えのもの

基準値以下 「現状値」が「基準値」以下のもの

― 統計値等発表前、当該年度に調査なし等

評価区分 判断基準

目標値以上 「現状値」が「目標値」以上のもの

Ｂ 「現状値」が「目標値」の85％以上 100％未満のもの

Ｃ 「現状値」が「目標値」の85％未満のもの

基準値以下 「現状値」が「基準値」以下のもの

― 統計値等発表前、当該年度に調査なし等

区分 進 捗 状 況 判断基準

◎ 前倒しで実施 「現状値」が「期待値」の推移の＋30％超えのもの

○ 計画どおり実施 「現状値」が「期待値」の推移の±30％の範囲内のもの

●
計画より遅れており、

より一層の推進を要する
「現状値」が「期待値」の推移の－30％未満のもの

評価区分 判断基準

◎ 「現状値」が「目標値」の115％以上のもの

○ 「現状値」が「目標値」の85％以上 115％未満のもの

● 「現状値」が「目標値」の85％未満のもの

― 統計値等発表前、当該年度に調査なし等

評価区分
点数

平均により

目標全体の

評価を決定

→

評価区分
平均点

成果指標 活動指標 成果指標 活動指標

目標値以上 ◎ ５点 目標値以上
◎

5.0点

Ａ ４点 Ａ 4.0点以上5.0点未満

Ｂ 〇 ３点 Ｂ ○ 3.0点以上4.0点未満

Ｃ ２点 Ｃ ● 1.0点超え3.0点未満
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